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肖開提阿吉 
博 士（学術） 
千大院理博甲第学５号 
平成２６年９月２６日 
学位規則第５条第１項該当 
新疆における食糧生産の人間活動及び自然条件との関連性
に関する研究 
（主査）教 授  建石隆太郎 
（副査）教 授  近藤 昭彦  
准教授  樋口 篤志 
（外部審査委員）千葉大学大学院融合科学研究科 久世 宏
明 
 
 
論 文 内 容 の 要 旨 
 
 食糧生産力の維持また確保は新疆における食糧安全保障の基本の条件である．食糧生産
が直面している要因を明らかにすることは，これからの新疆における食糧安全保障，持続
的な農業生産及び沙漠対策においても極めて重要な情報源となれる． 
 そこで，本研究ではまず新疆における食糧生産の現状を把握したとともに，食糧生産の
変化要因について食糧生産・人間活動・自然条件の関連性について検討を行った．また，
リモートセンシングデータによる新疆の主な食糧資源である冬小麦の作付面積の空間的な
変化を明らかにし，統計テータと比較を行った．その結果，近年綿花作物の拡大が食糧作
物面積の減少につながった．食糧生産の維持また増産は小麦など穀物の単収の向上によっ
て達しているが，しかし，その単収が 2004年から伸び悩みに入り，2008年では大幅に減少
したことが明らかになった． 
 食糧生産の人間活動との関係について調べた結果，近年の灌漑率の低下，生産コストの
上昇は農民の生産意欲の制限になり，単収の減少につながったと思われる．また，経済成
長による生活レベルの上昇に伴う食肉消費量の増加は，飼料穀物の需要を急増させ，食糧
穀物の減少につながったと考えられる．乾燥・半乾燥地域の食糧生産に人間活動以外にも
干ばつ災害などが直接的に影響を及ぼすとともに，自然災害により生産コスト（農薬コス
ト）などの増加が，農民の生産過程における負担の増加に繋がり，間接的に食糧生産にも
影響を与えられると推測された． 
 SPOT VEGETATION NDVI データセットによる冬小麦の作付面積の分布と統計年鑑による冬
小麦の分布が大体一致していることから， SPOT VEGETATION NDVIデータによる広域の冬小
麦作付面積を推定することができると考えられる． 
論 文 審 査 の 結 果 の 要 旨 
 
 本論文は中国の西部大開発政策による新疆における食糧(穀物)需要の高まりを背景とし
て、新疆における近年の食糧生産（穀物種類、生産量、作付面積、等の状況）の推移とそ
の要因を総合的な観点から明らかにしたものである。 
 本研究では複数の統計年鑑に収録された大量の印刷情報をデジタル化し、地理情報シス
テムでデータベース化した。これにより近年の食糧生産量および作付面積の時間および空
間変動を明らかにし、社会経済情報や政策等との関係解析を行った。また、新疆の主要穀
物である小麦を対象として衛星リモートセンシングによる作付面積の検証を行い、立地域
を明らかにするとともに統計情報と一致することを確認した。これは衛星解析と統計資料
の有効なリンクを達成した点として評価できる。統計情報に基づく地理情報解析からは、
食糧と換金作物（綿花）の作付面積が相反関係を示したこと、またそれぞれの作付面積の
経年変化と政策および収益率等の社会経済的背景との関係を明らかにした。また、食糧作
付面積は 2007年までは減少していたが、食糧生産量は単収（単位面積あたりの収穫量）の
増加により維持されており、それは農業機械化総動力、化学肥料使用量、農業用電力の増
加により達成されていた。しかし、2008 年以降は生産コストの上昇が単収を減退させたこ
とを明らかにした。また、肉類や乳製品の消費量の変化、干ばつ等の自然災害と食糧生産
の関係など、食糧生産と人間活動及び自然条件との関連性について総合的かつ学際的な検
討を行った点が評価できる。 
 7月 24日に約 30名の参加を得て公開発表会および本審査が行われた。予備審査における
指摘、特に論文構成を修正し、論理の流れを明確にするという指摘に対して改善されたこ
とを確認した。 
以上述べたように、審査委員会は本論文が博士（学術）の学位に値するものと判断した。 
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Febty Febriani 
博 士（理学） 
千大院理博甲第理７１号 
平成２６年９月２６日 
学位規則第５条第１項該当 
Subsurface  structure of  the Cimandiri Fault Zone, West 
Java, Indonesia（インドネシア西ジャワ地方のチマンジェリ
断層帯の地下構造に関する研究） 
（主査）教 授 佐藤 利典   
（副査）教 授 宮内 崇裕  教 授 服部 克巳 
准教授 中西 正男  
（外部審査委員）北海道大学大学院理学研究院付属地震火山
研究観測センター 茂木 透 教授 
 
 
論 文 内 容 の 要 旨 
 
  地球物理学的な手法による地下構造の推定は表層の地質学的調査には限界があるため
様々な用途で利用されている。本論文ではインドネシア・ジャワ島西部のプラブハンラト
ゥ地域のチマンジェリ(Cimandiri)断層地帯(CFZ)の地下構造探査を取り扱っている。CFZで
は大地震の発生が危惧されているが、断層について決定的なデータがなく諸説提案されて
いる。そこで、AMT(Audio Frequency Magnetotelluric)探査と重力データの解析から、同
地域の地下構造の推定を試みている。AMT探査では CFZのもっともインド洋側で CFZに直交
および平行する測線を設置した。フェーズテンソルによりデータを吟味した結果、探査地
域の地下構造は断層の走向に対して 2 次元的であることがわかり、スタティックシフトも
考慮した平滑化拘束付 2 次元インバージョンにより、深さ約 5km までの比抵抗構造を感度
よく推定することができた。また、重力異常の Talwani 法による構造解析結果では AMT 解
析結果と調和的なものが存在することがわかった。具体的には探査地域は断層帯に直交方
向には 3 層構造で表層付近に低比抵抗で低密度の物質が、中層には高比抵抗で高密度の物
質が、深層には低比抵抗で低密度の物質があり、断層帯付近には垂直方向に低比抵抗、低
密度の物質が存在するような構造をしていることがわかった。これらの結果とこれまでに
得られている地質学的なデータから探査地域のテクトニクスについて新しい解釈を提案し
ている。 
論 文 審 査 の 結 果 の 要 旨 
 
 表層の地質学的調査には限界があるため，地球物理学的な手法による地下構造の推定が
様々な用途で利用されている。本論文ではインドネシア・ジャワ島西部のプラブハンラト
ゥ地域のチマンジェリ(Cimandiri)断層帯(CFZ)の地下構造探査を取り扱っている。CFZでは
大地震の発生が危惧されているが，断層について決定的なデータがなく諸説提案されてい
る。そこで、AMT(Audio Frequency Magnetotelluric)探査と重力データの解析から，同地
域の地下構造の推定を試みている。AMT探査では CFZのもっともインド洋側で CFZに直交お
よび平行する測線を設置した。フェーズテンソルによりデータを吟味した結果，探査地域
の比抵抗構造は断層の走向に対して 2 次元的であることがわかり，スタティックシフトも
考慮した平滑化拘束付 2 次元インバージョンにより，深さ約 3km までの比抵抗構造を推定
することができた。また，重力異常の Talwani 法による構造解析結果では AMT 解析結果と
調和的なものが存在することがわかった。具体的には探査地域は断層帯に直交方向には 2
層構造で表層付近に低比抵抗で低密度の物質が，深層には高比抵抗で高密度の物質があり，
断層帯付近には鉛直方向に低比抵抗，低密度の物質が存在するような構造をしていること
がわかった。地下深部で得られた比抵抗や密度の境界と，地表付近の比抵抗構造の分布を
利用して推定した境界，およびこれまでに得られている地質学的なデータを吟味して CFZ
の構造を推定したところ，逆断層型である可能性が高いと結論づけた。これは Hall(2007)
によって提案されたモデルを支持する結果であった。 
  公開発表会および本審査会は 7月 23日に開催され，慎重に審議をした結果，予備審査で
指摘された事項も改善されており，本論文の新規性，研究分野の発展への寄与は十分にあ
ると判定した。 
以上述べたように、審査委員会は本論文が博士（理学）の学位に値するものと判断した。 
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論 文 審 査 委 員 
郭 暁東                
博 士（看護学） 
千大院看護博甲第１５３号 
平成２６年９月２６日 
学位規則第４条第１項該当 
中国で手術及び術後化学療法を受ける乳がん患者への看護援助に関する
研究 
（主査）教 授  山 本 利 江 
（副査）教 授  和 住 淑 子   准教授  黒 田 久美子 
    准教授  増 島 麻里子 
 
 
論 文 内 容 の 要 旨 
 
以上の研究活動を通して、健康中心の看護という観点から看護師の思考判断の特徴を明らかにする対象
認識モデルと看護規準からなる思考支援ツールを開発した。 
 
中国では、疾病中心の看護から人間中心の看護へと移行し、現在、健康中心の看護へと、看護の理念が
急速に発展してきている。本研究はこの理念の発展を背景とし、健康中心の看護の実現に向け、中国で手
術及び術後化学療法を受ける乳がん患者への看護実践の実態を明らかにした上で、思考支援ツールにつな
がる看護基準を導き出し、中国での普及の可能性に基づき、思考支援ツールを開発することである。 
  
研究１は、中国における乳がん患者への看護過程の実態を明らかにすることを目標に、がん専門の最先
端医療施設 2 か所でデータ収集を行った。中国人乳がん患者 6 名に対する、研究者自身を含め計 4 名の中
国人看護師による看護過程を研究対象として、計 43場面を得た。薄井の科学的看護論を看護学の理論的枠
組みとして、看護過程ごとに、患者の健康状態と看護師の思考判断を分析し、患者の統一体としての対立
の調和という観点から類別した。 
 
研究２は、中国における乳がん患者への看護過程展開のための基準を作成することを目標とした。第 1
段階では、研究 1 の前に最新の乳がん看護テキストと文献から、看護実践指針を作成し、研究者自身の看
護過程展開で活用した。第 2 段階では、研究 1 で得られた 43 看護過程のうち、患者の健康状態として、
対立の発生と変化が明らかで、改善方向に向かうことを確認した 22 看護過程を選択して、対立の発生状況
における思考判断を抽象化した。科学的看護論に基づき思考支援の枠組みを作成し、文献検討結果と先の
思考判断内容を照合し、看護の基準として、健康の段階に応じた視点とかかわりで構成された看護基準と、
健康状態の改善をもたらした看護師の一貫した思考判断を抽象化した看護規準を作成した。 
 
研究１の結果から、中国の看護を健康中心へと発展させるには、看護師の思考判断を明らかにする必要
性が示唆された。そのため、研究３は対象認識モデルを作成し、研究 1 で得られた看護過程における看護
師の思考判断を分析し、その活用可能性を検討した。 
 
論 文 審 査 の 結 果 の 要 旨 
 
看護の理念を、疾病中心や人間中心の看護から、健康中心の看護へと転換しようとする中国の看護学的
背景を受け、本研究は手術及び術後化学療法を受ける乳がん患者への看護実践の実態に基づき、思考支援
ツールを開発したというものである。 
がん専門の最先端医療施設 2 か所で、中国人乳がん患者 6 名に対する看護過程を研究対象とした。研究
者自身を含む 4名の中国人看護師の参加を得て、43場面の看護過程を収集した。本研究では薄井の科学的
看護論を概念枠組みとし、対象患者の健康状態の変化に着目し、健康状態の改善の有無により看護過程を
類別し、健康状態の改善を導く看護師の認識と表現を整理し、文献と照合し加筆修正をしたうえで、看護
内容を示す看護基準を作成した。さらに実践を導く中核となる看護師の認識を抽象化して看護規準を作成
した。そして、健康状態の改善の有無に影響する、看護師の思考判断の差異を明らかにすることこそ必要
と考え、看護師の思考判断の特徴を明らかにする対象認識モデルを作成した。本モデルを、患者の類似状
況において、健康状態が改善した看護過程と、改善が認められない看護過程における看護師の思考判断に
適用し、それぞれの思考判断の特徴と差異が視覚化され、モデルの活用可能性を確認した。 
以上を経て、看護規準と対象認識モデルで構成される思考支援ツールを開発した。 
本研究は、中国において健康中心を目指す看護の先駆けとして位置付けられる。同時に、中国人患者が
抱える対立とその調和に着目して実践を導く看護規準と、看護過程における思考判断を視覚化する対象認
識モデルは、新規性が高く、実践・研究の発展に寄与する学術上価値ある論文である。よって、博士（看
護学）の学位を授与するに値するものと認める。 
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相 楽 有 美                
博 士（看護学） 
千大院看護博甲第１５４号 
平成２６年９月２６日 
学位規則第４条第１項該当 
身体侵襲を伴う診療場面における医師と看護師間相互行為の解明 
（主査）教 授  舟 島 なをみ         
（副査）教 授  岩 﨑 弥 生   教 授  眞 嶋 朋 子 
    准教授  中 山 登志子 
 
 
論 文 内 容 の 要 旨 
 
本研究の目的は、身体侵襲を伴う診療場面における医師と看護師間相互行為のパターンを解明し、診療
目標を達成した医師と看護師間相互行為の特徴を考察し、診療目標達成を支援できる看護職者養成に向け
て提言することである。 
第 1 に、参加観察法（非参加型）を用いてデータ収集し、医師が患者、看護師との相互行為を通し身体
侵襲を伴う診療をしている 23場面を選定した。医師の行動を質的帰納的に分析し「身体侵襲を伴う診療場
面における医師行動」を表す【計画に沿った診療進行と進行阻害要因発出による診療一時中断と再開】等
20概念を創出した。 
第 2 に、参加観察法（非参加型）を用いてデータ収集し、身体侵襲を伴う診療場面の医師、看護師、患
者の相互行為 28 場面を選定した。選定した場面を「身体侵襲を伴う診療場面における医師行動」を表す
20 概念と修士論文の成果「身体侵襲を伴う診療場面における看護師行動」を表す 19 概念を用いて分析し
医師と看護師間相互行為７パターンを解明した。 
第 3 に、診療目標達成場面と未達成場面を構成する相互行為を比較した。目標達成場面の相互行為パタ
ーンは、問題未然防止による目標達成直進型、手段変更による目標達成直進型、目標達成過程と問題解決
過程の並進を伴う問題解決型、目標達成過程の中断再開を伴う問題解決型であった。目標未達成場面の相
互行為パターンは、手段変更無効による目標達成過程の中断再開型、問題未解決下での目標達成過程強行
型、手段無効と問題頻発を伴う目標達成過程断続型であった。 
診療目標を達成した医師と看護師の相互行為には次の特徴があった。 
①問題を未然に防止する。 
②問題を確実に解決する。 
③状況に応じた手段を用いる。 
診療目標達成を支援できる看護職者養成に向けて次の示唆を得た。 
①本研究結果を用い身体侵襲を伴う診療進行の全体を理解する。 
②問題の未然防止、問題解決、状況に応じた手段変更に向けて能力を修得、向上する。 
 
 
 
論 文 審 査 の 結 果 の 要 旨 
 
身体侵襲を伴う診療は、合併症や予期せぬ傷害を発生する危険があり、危険の回避に向け看護師が果た
す役割は重要である。看護師がその役割を適切に果たし、医師と協同して診療目標を達成するために医師
と看護師の相互行為パターンに関する知識は不可欠である。しかし、このような観点から行われた研究は
国内外ともに存在せず、相互行為に関する知識は不足している。 
本研究は、身体侵襲を伴う診療場面の医師と看護師間相互行為パターンを解明し、診療目標達成場面の
医師と看護師間相互行為の特徴を考察することを目的とした。この目的達成に向け、次の３段階を経た。
第１段階：質的帰納的分析を通して、「身体侵襲を伴う診療場面の医師行動」を概念化した。第２段階：第
１段階の成果と修士論文の成果「身体侵襲を伴う診療場面の看護師行動」概念を用いて、医師と看護師の
相互行為７パターンを解明した。第３段階：診療目標達成場面と未達成場面を構成するパターンの相違を
明らかにした。また、考察を通して、目標達成できた相互行為が問題の未然防止、確実な問題解決、適切
な手段の実施という３つの特徴を持つことを明らかにした。 
本研究の学術的価値は、診療進行の多様な過程を理解するための知識として相互行為７パターンと、診
療目標達成を確実に導くために必要な看護師による支援の方向性３点を見出した点にある。また、本研究
は、診療中の看護師行動の概念化、医師行動の概念化、両概念を用いた相互行為 41場面の分析、各場面の
比較という複数の段階にわたり緻密な分析を通して研究成果を累積しており、これにより精度の高い結果
を産出している。 
以上より、本研究を博士（看護学）論文に値するものと認める。 
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論 文 審 査 委 員 
菅 野 久 美                
博 士（看護学） 
千大院看護博甲第１５５号 
平成２６年９月２６日 
学位規則第４条第１項該当 
外来化学療法を受けるがん患者の心身緊張緩和を促進する看護実践指針
の開発 
（主査）教 授  眞 嶋 朋 子 
（副査）教 授  山 本 利 江    教 授  岡 田   忍 
    教 授  正 木 治 恵 
 
 
 
論 文 内 容 の 要 旨 
 
外来化学療法を受けるがん患者の心身緊張緩和を促進する看護実践指針の作成を目的に実施した。
先行研究(外来化学療法を受けるがん患者の心身緊張と対処過程)の結果に基づき、アセスメントおよび
介入の焦点を抽出した。さらに、文献および理論を加え、4 つの看護実践目標【Ⅰ 心身緊張緩和に関
連する背景が明らかとなる】【Ⅱ 心身緊張の気づきと緩和方略の獲得する】【Ⅲ 考えや行動を変容す
る利点を知り，意思決定できる】【Ⅳ 考えや行動について自信とその手応えを得る】を設定し，具体
的な援助内容を含む看護実践指針を作成した。 
以上のことから、本研究における看護実践指針は、外来化学療法を受けるがん患者の心身緊張の気づ
きと緩和を促進することが示唆された。 
 
本研究の目的は、外来化学療法を受けるがん患者の心身緊張緩和を促進する看護実践指針を開発す
ることである。外来化学療法を受けるがん患者の心身緊張緩和を促進する看護実践指針の作成および
有効性の検証、精錬のため、以下の 2 段階（研究 1、研究 2）の研究を実施した。 
＜ 研究 1 ＞ 
＜ 研究 2 ＞ 
外来化学療法を受けるがん患者の心身緊張緩和を促進する看護実践指針の有効性の検証と精練を目
的とし、複数ケーススタディによる縦断的研究を実施した。研究対象は、術後補助療法を目的とした
外来化学療法を導入する成人がん患者 8 名(男性 3 名、女性 5 名)である。研究 1 で作成した実践指針に
基づいて看護実践を行い、看護目標の達成度、対象者の考えや行動の変化、心身緊張を示す客観的デ
ータを評価指標とした。データは、質的帰納的に個別事例および全体分析され、測定された客観的デ
ータはこれらを補完した。 
結果、各事例において設定した看護目標が達成され、心身緊張緩和を示す行動の変容が現れていた。
これは、対象者の背景とともに心身を同時に捉えたアセスメントにより、心身緊張の気づきとその方
略を獲得し実施するための看護援助による成果であった。また、この結果より看護目標および心身緊
張緩和を促進するための具体的な援助内容が導出され、指針の精錬へと繋がり、今後の課題と方向性
が明らかとなった。 
論 文 審 査 の 結 果 の 要 旨 
 
がん薬物療法は、がん治療の効果を高め、患者の生命予後を改善させる効果があるが、その有害事象は
患者に心身の緊張をもたらし、生活の質に影響を与えている。    
本研究は、外来化学療法を受けるがん患者の心身緊張緩和を促進する看護実践指針を開発することを目
的に、研究１では、「外来化学療法を受けるがん患者の心身緊張と対処過程」を明らかにし、その成果から、
【心身緊張緩和に関連する背景が明らかとなる】【心身緊張の気づきと緩和方略を獲得する】など 4 つの看
護実践目標を導き、文献検討および理論を用いて、具体的な援助内容を含む看護実践指針を提示した。 
研究２では、研究１で作成した看護実践指針を、術後補助化学療法を受ける乳がんおよび消化器系がん
患者 8 名に適用し、看護実践指針の適用可能性、看護目標達成度等から評価を行った。その結果、対象者
全員に看護実践指針が適用可能であり、看護目標が達成されたことが明らかとなった。また、看護実践指
針で使用された心身緊張を客観的に把握するための筋電図等の測定用具は、筋緊張を視覚的に患者と共有
するうえで活用可能であることが示された。 
本研究は、具体的な実践指針、評価項目、指針を適用する患者の選択条件が提示されており、外来化学
療法の場での活用が可能であり、ランダム化比較試験の基盤となる研究成果が示されていることから、学
術的に価値ある論文と評価する。 
よって、博士（看護学）の学位を授与するに値するものと認める。 
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論 文 審 査 委 員 
天 野   薫               
博 士（看護学） 
千大院看護博甲第１５６号 
平成２６年９月２６日 
学位規則第４条第１項該当 
がん治療を受けながら下降期を生きる人々の自己の回復に着目した看護
援助モデルの開発 
（主査）教 授  正 木 治 恵         
（副査）教 授  山 本 利 江   教 授  眞 嶋 朋 子 
    准教授  石 橋 みゆき 
 
 
論 文 内 容 の 要 旨 
 
本研究の目的は，『がん治療を受けながら下降期を生きる人々の自己の回復に着目した看護援助モデル
（以下，看護援助モデル）』を考案し，実践振り返り表を用いて，看護援助モデルの実行可能性と有用性を
検討することである。 
自己の回復は，「環境との相互作用の中で，全体としてのその人が，相互関係を持つ他者と共に生きる人
としての在り方を見出す潜在力を現す様」と定義した。 
 
第 1 段階  看護援助モデルの考案 
がん治療を受けながら下降期を生きる人々を対象とした一次研究の援助記録および文献から，対象の自
己の回復，看護師の援助の発展，『看護師の振り返り』を含む相互作用を構成要素とする看護援助モデルを
考案した。 
 
第 2 段階  実践振り返り表の作成 
看護師の振り返りによって看護援助モデルに示す実践を促進し，看護援助モデルの実行可能性・有用性
を検討するためのツールとして『実践振り返り表』を作成し，がん看護ならびに end of life care の専門家
6 名によってその妥当性を検討した。 
 
第 3 段階  看護援助モデルの実行可能性と有用性の検討 
看護援助モデルの実行可能性と有用性を検討するために，研究者は，がん治療病棟の看護師 5 名が 2 週
間～2 ヶ月間患者に援助する過程で，実践振り返り表の記入を基にした 2～3 回の談話と実践振り返り表使
用前後の半構成面接を個別に実施し，データを質的帰納的に分析した。 
結果，看護師は，がん治療を受けながら下降期を生きる人々への援助に不全感を感じる一方で，対象と
の豊かな関係性を築きつつ，対象のその人らしさに向けた主体的な援助や自己の回復への感性を高めるこ
とが可能になる点で，看護援助モデルは有用かつ実行可能であることが示された。 
 
本研究で開発された看護援助モデルは，内省的思考を促進する実践振り返り表を用いることで，看護師
が自身の実践を意味づけ，自己の回復に着目した全人的ケアの方向性を確認できるモデルとして位置づけ
られる。 
論 文 審 査 の 結 果 の 要 旨 
 
本研究は、『がん治療を受けながら下降期を生きる人々の自己の回復に着目した看護援助モデル（以下、
看護援助モデル）』の開発を目的に、治癒が見込めない人々の全人的ケアの視点となる自己の回復に着目し、
対象の自己の回復が、看護師との相互作用を通して、どのように発展しうるのかを明らかにしようとした
ものである。 
本研究では、がん治療を受けながら下降期を生きる人々への援助経過記録と文献検討から看護援助モデ
ルを考案し、看護師の内省的思考によって、看護師が看護援助モデルに示す実践ができるよう促進するた
めのツールとして実践振り返り表を作成した。この実践振り返り表は、がん看護ならびに end of life care
の専門家 6 名により妥当性を確保している。そして、がん治療病棟の看護師 5 名が 2 週間～2 ヶ月間患者
に援助する過程で、研究者が実践振り返り表の記入を基にした 2～3 回の談話と実践振り返り表使用前後の
半構成面接を個別に実施し、データを質的帰納的に分析し、看護援助モデルの実行可能性と有用性を検討
した。結果、看護師は、がん治療を受けながら下降期を生きる人々への援助に不全感を感じる一方で、対
象との豊かな関係性を築きつつ、対象のその人らしさに向けた主体的な援助や自己の回復への感性を高め
ることが可能になる点で、看護援助モデルは有用かつ実行可能であることが示された。 
本研究で開発された看護援助モデルは、内省的思考を促進する実践振り返り表を用いることで、看護師
が自身の実践を意味づけ、自己の回復に着目した全人的ケアの方向性を確認できるモデルとして位置づけ
られる点で新規性が高く、意味を見出すことが困難な人々の援助方法論として実践・研究の発展に寄与す
る学術上価値ある論文である。よって、博士（看護学）の学位を授与するに値するものと認める。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 氏 名 
学位（専攻分野）  
学 位 記 番 号  
学位記授与の日付 
学位記授与の要件 
学 位 論 文 題 目  
 
論 文 審 査 委 員  
陳 香延 
博 士（学 術） 
千大院工博甲第学２０号 
平成２６年９月２６日 
学位規則第４条第１項該当 
生活文化としての台湾大甲藺工芸に関する調査・研究  
―台湾大甲地域における内発的発展計画の導出 
（主査）教 授  寺内 文雄 
（副査）教 授  福川 裕一    教 授  佐藤 公信 
    教 授  植田 憲 
 
 
論 文 内 容 の 要 旨 
 
 大甲藺工芸は、台湾中西部に位置する大甲地域において創出され発展した工芸である。人口の多くが中
国大陸からの移民もしくはその子孫で構成される台湾において、数少ない独自の工芸の一つである。しか
しながら、今日の急速な近代化の下で消失の危機を迎えており、その対策が急務である。 
 本研究は、大甲藺工芸の生活工芸としての特質や発展史を整理・把握するとともに、大甲藺工芸を中心
とした今後の大甲地域の発展に向けた指針ならびに具体的方策を導出することを目的としたものである。 
 文献調査ならびに当該工芸に参与してきた人びとへの聞き取り調査に基づき、以下の諸点を明らかにし
た。 
（１）大甲藺工芸は、当該地域の人びとが、生活工芸の材としての野生の大甲藺を見出し、それを日々の
生活のなかで制作・使用するとともに、より良質な材・製品を育成するなかで生活文化として形成された。
（２）大甲藺工芸産業の歴史は、黎明期・発展期・最盛期・衰退期・復興期の５つに分けられ、とりわけ、
最盛期に至る過程においては、当該地域の人びとの生活向上への意欲と実践が重要な役割を担った。 
（３）大甲藺工芸に関する生活文化は、当該地域の資源の全体活用に基づき形成されたものである。 
 また、上記の知見ならびに生活者らへの質問紙調査に基づき、当該地域の発展に向けた指針として以下
を得た。 
（１）大甲藺工芸の持続へ向けた人びとの関心を高める。 
（２）伝統工芸を通して心の豊かな生活と地域の実現を図る。 
（３）民官学連携に基づく内発的地域振興の可能性を模索する。
論 文 審 査 の 結 果 の 要 旨 
 
 大甲藺工芸は、台湾中西部に位置する大甲地域において創出され発展した工芸である。人口の多くが中
国大陸からの移民もしくはその子孫で構成される台湾において、数少ない独自の工芸の一つである。しか
しながら、今日の急速な近代化の下で消失の危機を迎えており、その対策が急務である。 
 本研究は、大甲藺工芸の生活工芸としての特質や発展史を整理・把握するとともに、大甲藺工芸を中心
とした今後の大甲地域の発展に向けた指針ならびに具体的方策を導出することを目的としたものである。 
 文献調査ならびに当該工芸に参与してきた人びとへの聞き取り調査に基づき、以下の諸点を明らかにし
た。 
（１）大甲藺工芸は、当該地域の人びとが、生活工芸の材としての野生の大甲藺を見出し、それを日々の
生活のなかで制作・使用するとともに、より良質な材・製品を育成するなかで生活文化として形成された。
（２）大甲藺工芸産業の歴史は、黎明期・発展期・最盛期・衰退期・復興期の５つに分けられ、とりわけ、
最盛期に至る過程においては、当該地域の人びとの生活向上への意欲と実践が重要な役割を担った。 
（３）大甲藺工芸に関する生活文化は、当該地域の資源の全体活用に基づき形成されたものである。 
 平成 26 年 7 月 30 日に本審査会を開催し、上記論文についての発表ならびに内容に関する質疑応答を行
った。その結果、総じて、大甲藺工芸の生活文化としての特質が明らかにされるとともに、今後のあるべ
き姿が導出されており、学術的に高い価値を有していると判断された。 
以上述べたように、審査委員会は本論文が博士（ 学術 ）の学位に値するものと判断した。  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 氏 名 
学位（専攻分野）  
学 位 記 番 号  
学位記授与の日付 
学位記授与の要件 
学 位 論 文 題 目  
 
論 文 審 査 委 員  
鄭 聖珉 
博 士（工 学） 
千大院工博甲第工１７８号 
平成２６年９月２６日 
学位規則第４条第１項該当 
高強度鋼材によるアンダーマッチング溶接継手の鉄骨造建物への適用可
能性に関する研究 
（主査）教 授  和泉 信之 
（副査）教 授  小林 謙一  准教授  平島 岳夫 
教 授  原田 幸博 
 
 
論 文 内 容 の 要 旨 
 
 建築構造用高強度鋼材 H-SA700 の溶接継手では、高強度鋼用の一般的な溶接材料を用いると溶着金属の
降伏応力が母材のそれを下回るアンダーマッチング継手になる可能性が高い。日本の現行法令では建築架
構にアンダーマッチング継手を用いることはできないが、オーバーマッチング継手と同等の構造性能を確
認できれば適用できる可能性がある。本研究の目的は、高強度鋼材によるアンダーマッチング溶接継手の
構造性能を明らかにし、建築架構への適用性を検証することである。本研究による知見は二点にまとめら
れる。(1)溶接条件・継手形状などを試験パラメータとする低サイクル疲労試験で高強度鋼材のアンダーマ
ッチング完全溶込み溶接継手の低サイクル疲労性能を調べ、オーバーマッチング継手と同等の性能がある
ことを確認した。併せて、有限要素解析でアンダーマッチの程度が試験体のひずみ分布に及ぼす影響を明
らかにした。(2)高強度鋼による高層建築架構を対象として、縮約質点系の地震応答から梁端溶接部の局所
ひずみ応答を推定して既往実験で得られた疲労曲線を用いるアンダーマッチング溶接継手の疲労性能照査
フローを提案した。提案フローにより、建築構造設計に用いられる標準的な地震動と継続時間の長い東北
地方太平洋沖地震における加速度記録のいずれに対しても、Miner 則による累積疲労損傷比の値は十分小
さく、アンダーマッチング溶接継手が十分な耐疲労性能を有することが確認できた。 
 
  
論 文 審 査 の 結 果 の 要 旨 
 
  建築構造用高強度鋼材 H-SA700 の溶接継手では、高強度鋼用の一般的な溶接材料を用いると溶着金属
の降伏応力が母材のそれを下回るアンダーマッチング継手になる可能性が高い。日本の現行法令では建築
架構にアンダーマッチング継手を用いることはできないが、オーバーマッチング継手と同等の構造性能を
確認できれば適用できる可能性がある。本研究の目的は、高強度鋼材によるアンダーマッチング溶接継手
の構造性能を明らかにし、建築架構への適用性を検証することである。本研究による知見は二点にまとめ
られる。(1)溶接条件・継手形状などを試験パラメータとする低サイクル疲労試験で高強度鋼材のアンダー
マッチング完全溶込み溶接継手の低サイクル疲労性能を調べ、オーバーマッチング継手と同等の性能があ
ることを確認した。併せて、有限要素解析でアンダーマッチの程度が試験体のひずみ分布に及ぼす影響を
明らかにした。(2)高強度鋼による高層建築架構を対象として、縮約質点系の地震応答から梁端溶接部の局
所ひずみ応答を推定して既往実験で得られた疲労曲線を用いるアンダーマッチング溶接継手の疲労性能照
査フローを提案した。提案フローにより、建築構造設計に用いられる標準的な地震動と継続時間の長い加
速度記録のいずれに対しても、Miner 則による累積疲労損傷比の値は十分小さく、アンダーマッチング溶
接継手が十分な耐疲労性能を有することが確認できた。 
 7月 16日に開催された公聴会では、予備審査において議論された点を中心に審査委員との質疑が行われ
た。その結果、本論文は高強度鋼材によるアンダーマッチング溶接継手の鉄骨造建物への適用可能性を示
した学術的かつ工学的に有用な論文と認められ、かつ最終試験についても審査委員が全員一致して合格と
判定した。 
以上述べたように、審査委員会は本論文が博士（ 工学 ）の学位に値するものと判断した。 
  
  
 氏 名 
学位（専攻分野）  
学 位 記 番 号  
学位記授与の日付 
学位記授与の要件 
学 位 論 文 題 目  
 
論 文 審 査 委 員  
西沢 鉄雄 
博 士（工 学） 
千大院工博甲第工１７９号 
平成２６年９月２６日 
学位規則第４条第１項該当 
建築ストック活用事例における６要因を用いたストック活用コストの実
態に関する研究  ―ファンド物件 10事例の実施施工を通して― 
（主査）教 授  小林 秀樹 
（副査）教 授  柘植 喜治  教 授  福川 裕一 
教 授  中山 茂樹 
 
 
論 文 内 容 の 要 旨 
 
 近年建築ストック増大により、その活用への対応が迫られる社会状況にある。これらストック活用促進
には、既存中古建築の価値を判断するコスト分析が事業判断の指標として重要であるが、既往研究には明
確な論述が少なく、実証的研究による活用コストの実態が明らかになっていない点に着目した。  
 本研究の重要なポイントは劣化対策、改修対策および法対策を主要 3 要因として一括して論じているこ
とである。これまで劣化対策と改修対策を一括して論じている既往研究は多く見られたが、この新たな知
見としての法対策を加えて論じた研究は見当たらない。主要３要因に加えて、その重合部３要因を組み入
れ、活用コストは全６要因で分類可能であると仮説を立てた。 
 研究の目的は、ファンド物件 10事例を対象にストック活用コストが上記６要因を用いて分類が可能かど
うかを試行してストック活用コストの実態を明らかにするものである。 
 結論として、６要因によって試行分類したところ、すべてのコストを客観的に分類でき、主要３要因が
重合部３要因を介して互いに相関する一体的コストになることが明確になった。7月 22日の本審査で指摘
されたように、今後環境対策コストや耐震対策コストを研究することによって完成度の高いコスト分析の
可能性を秘める論文となる。  
                                             
 
  
論 文 審 査 の 結 果 の 要 旨 
 
  近年建築ストック増大により、その活用への対応が急務である。こうしたストックの活用促進には、既
存中古建築の価値を評価するコスト分析が事業判断の指標として重要であるが、既往研究には明確な論述
が少なく、活用コストの実態が明らかになっていない。  
 本研究はこの点に着目して、ファンド物件 10事例をサンプルとしてストック活用コストが下記６要因を
用いて分類可能か否を分析して、その実態を明らかにしたものである。これまで劣化対策と改修対策につ
いて論じる既往研究は多く見られたが、法対策を加えて論じた研究は無い。そこで劣化対策、改修対策お
よび法対策を主要 3要因として一括して論述することを試行した。 
 主要３要因に加えその重合部３要因を組み入れ、活用コストが全６要因で分類可能であると仮説を立て事
例を検証した。その結果これまでの劣化対策や改修対策とは異なる実態を確認できた。こうして導かれた
知見により事例を考察した結果、すべてのコストを客観的に分類でき、主要３要因が重合部３要因を介し
て互いに相関する一体的コスト分析になることを明らかにした。 
  2014 年 7 月 22 日に開催された公開審査会において論文発表と質疑が行われ、論文内容は、独創性、客
観性、有用性を満たしており、博士論文として高い価値を有していると認められた。また環境対策コスト
や耐震対策コスト要因を加えることにより汎用性の高いコスト分析の可能性が示唆され今後の展開が期待
される。 
以上述べたように、審査委員会は本論文が博士（ 工学 ）の学位に値するものと判断した。 
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学 位 記 番 号  
学位記授与の日付 
学位記授与の要件 
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論 文 審 査 委 員  
QUIROZ TORRES Luis Gabriel 
博 士（工 学） 
千大院工博甲第工１８０号 
平成２６年９月２６日 
学位規則第４条第１項該当 
Evaluation of seismic performance of residential buildings in Lima, 
Peru: A case study of buildings constructed with thin RC walls and 
confined masonry walls（ペルー・リマ市における建物耐震性評価に関
する研究 －薄壁式構造物と枠組みレンガ造構造物を対象として－） 
（主査）教 授  中井 正一 
（副査）教 授  山崎 文雄  教 授  原田 幸博 
准教授  丸山 喜久 
 
 
論 文 内 容 の 要 旨 
 
 Lima is the capital and the largest city of Peru. It is located in a seismic-prone region belonging 
to the Pacific Ring of Fire where earthquakes are generated by subduction process between the Nazca 
plate and the South American plate. The history of Lima has shown that earthquakes with major 
magnitude have hit the city. The latest big earthquake occurred in 1974.  
In Lima city, low-rise dwellings are usually constructed based on confined masonry (CM) walls. 
Between 1998 and 2004, mid- and high-rise buildings composed with thin reinforced concrete (RC) 
walls were constructed without seismic design codes. These structures have not been tested under 
severe seismic conditions, and their real behaviors are still unknown. 
The objective of the present research is to evaluate the seismic performance of CM dwellings and 
thin RC wall buildings. To achieve this objective, fragility functions were constructed considering 
calibrated numerical models based on test results. The seismic performance is evaluated by 
estimating the probability of being in various damage states under the three seismic hazard levels. 
A weighted mean damage was also employed for the evaluation of seismic performance. 
 
  
論 文 審 査 の 結 果 の 要 旨 
 
 
 本論文は，ペルーで 1990 年代後半から設計基準が制定される 2004 年までの間に建設された薄壁式鉄筋
コンクリート（RC）構造物と，低層住宅として広く用いられている枠組みレンガ造構造物を対象とした建
物耐震性の評価を目的としたものである．構造部材の載荷実験の結果をもとに数値モデルを構築し，解析
によって実験結果が再現されることを検証している．さらに，構築した数値モデルを利用し，薄壁式構造
物に関しては中層（5階）および高層（10階）の建物モデルを，枠組みレンガ造構造物に関しては 1階～3
階建ての建物モデルをそれぞれ仮定し，非線形地震応答解析を行っている．4 段階の被害レベルを設定し
た建物被害関数を構築することにより，設計基準が未整備な時期に建設された薄壁式 RC構造物と枠組みレ
ンガ造構造物の耐震性能を評価している．また，地震に脆弱である枠組みレンガ造構造物については，そ
の補強方法およびそれに伴う効果を定量化した．2014 年 7 月 29 日に学位論文本審査会を実施し，論文提
出者による研究発表と審査委員の質疑への応答状況を通じて，論文提出者の研究能力および専門学術性を
評価した．さらに，論文提出者の研究業績等の審査を行ったところ，学位取得の要件が満足されているこ
とを確認した． 
以上述べたように、審査委員会は本論文が博士（ 工学 ）の学位に値するものと判断した。 
  
  
 氏 名 
学位（専攻分野）  
学 位 記 番 号  
学位記授与の日付 
学位記授与の要件 
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論 文 審 査 委 員  
王  時惠 
博 士（工 学） 
千大院工博甲第工１８１号 
平成２６年９月２６日 
学位規則第４条第１項該当 
The Integrated Solution Design Process Model Research     
（統合的なソリューションのデザインプロセスモデルに関する研究） 
（主査）教 授  植田  憲 
（副査）教 授  寺内  文雄 園芸学研究科教授 高垣  美智子 
教 授  渡邉  誠 
（審査協力者）准教授  小野  健太 
 
 
論 文 内 容 の 要 旨 
 
 本論は、新たなデザイン領域であるサービス・デザインのプロセスと、これまでの工業デザインのプロ
セスとの相違点を明らかにし、サービス・デザインのプロセスを体系化することを目的としている。さら
に、体系化したサービス・デザインのプロセスを、具体的なパーソナル・モバイル・プロダクトのデザイ
ンプロセスに適用し、その有効性について検証するものである。 
 まず、本論では、過去のデザインプロセスに関する研究と、サービス・デザインの専門家へのインタビ
ューにより、８段階のプロセスを明らかにした。その８つとは、「ビジネス提案」「基本技術提案」「サービ
ス戦略事項の決定」「デザイン企画」「詳細デザインおよび設計」「ソフトウエア等開発」「製品試作」「最終
決定と量産準備」である。さらに、「サービス戦略事項の決定」「ソフトウエア等開発」などは、サービス・
デザイン特有のプロセスであり、以下の要求項目、 「サービスの詳細提案」「サービスデザインテーマ」
「ユーザーエクスペリエンス」「UI のデザイン仕様」「UI とプロダクトのリンク」「ハードウェアとソフト
ウェアの詳細仕様決定」の６つを明らかにし、プロセスを体系化した。 
 この結果をもとに、パーソナル・モバイル・プロダクトとして、家族のコミュニケーションに寄与する、
小型の家庭内における小型の情報提示端末をデザインし、提案したプロセスに基づいたデザインプロセス
についての、検証をプロのデザイナーに対して実施した。その結果、プロセスの妥当性と有効性が検証で
きた。 
 
  
論 文 審 査 の 結 果 の 要 旨 
 
 本論は、新たなデザイン領域であるサービス・デザインのプロセスと、これまでの工業デザインのプロ
セスとの相違点を明らかにし、サービス・デザインのプロセスを体系化することを目的としている。さら
に、体系化したサービス・デザインのプロセスを、具体的なパーソナル・モバイル・プロダクトのデザイ
ンプロセスに適用し、その有効性について検証するものである。 
 まず、本論では、過去のデザインプロセスに関する研究と、サービス・デザインの専門家へのインタビ
ューにより、８段階のプロセスを明らかにした。その８つとは、「ビジネス提案」「基本技術提案」「サービ
ス戦略事項の決定」「デザイン企画」「詳細デザインおよび設計」「ソフトウエア等開発」「製品試作」「最終
決定と量産準備」である。この８段階のそれぞれを細分化し、最終的には８２のステップを明らかにし、
過去のデザインプロセスは、４５ステップ、サービス導入後は６２ステップ、さらにそれを最適化した後
に４８ステップで全デザインプロセスを包含することが分かった。 
 さらに、「サービス戦略事項の決定」「ソフトウエア等開発」などは、サービス・デザイン特有のプロセ
スであり、以下の要求項目、 「サービスの詳細提案」「サービスデザインテーマ」「ユーザーエクスペリエ
ンス」「UI のデザイン仕様」「UI とプロダクトのリンク」「ハードウェアとソフトウェアの詳細仕様決定」
の６つを明らかにし、プロセスを体系化した。 
 この結果をもとに、パーソナル・モバイル・プロダクトとして、家族のコミュニケーションに寄与する、
小型の家庭内における小型の情報提示端末をデザインし、提案したプロセスに基づいたデザインプロセス
についての、検証をプロのデザイナーに対して実施した。その結果、プロセスの妥当性と有効性が検証で
きた。  
 ７月３１日に本審査会を開催し、論文発表と論文内容に関する質疑を行った結果、本研究は学術的に高
い価値を有していると認めた。 
以上述べたように、審査委員会は本論文が博士（ 工学 ）の学位に値するものと判断した。 
  
  
 氏 名 
学位（専攻分野）  
学 位 記 番 号  
学位記授与の日付 
学位記授与の要件 
学 位 論 文 題 目  
 
 
論 文 審 査 委 員  
李 振鵬 
博 士（工 学） 
千大院工博甲第工１８２号 
平成２６年９月２６日 
学位規則第４条第１項該当 
DESIGN REQUIREMENTS STUDY OF THE HOME PLANT FACTORY -Through the 
research of the home plant factory in China 
（家庭用植物工場のデザイン要件研究-中国の消費者を事例として） 
（主査）教 授  寺内 文雄 
（副査）教 授  植田 憲 園芸学研究科教授 高垣 美智子 
教 授  渡邉 誠 
（審査協力者）准教授  小野 健太 
 
 
論 文 内 容 の 要 旨 
 
 本論は、新たな家庭用製品の一つであり、ユーザーの多様性に対応することが必要な一方、さらなる技
術革新で、多様な製品展開が予測できる家庭用の植物工場について、新たな技術要件の提案を伴う製品開
発におけるデザイン要件を明らかにし、プロトタイプを製作することで、デザイン要件の有効性と妥当性
を明らかにしたものである。 
 本研究では、まず現状の家庭用植物工場、約 50種類について、それに用いられている構成要素を用いて
外観でインの類似性により分類し、５つのグループを得ることができた。一方で、家庭用植物工場の一番
のターゲットであることが予想される中国においてアンケートを実施した。アンケート内容は、野菜にお
ける食の安全性と家庭用植物工場に関するユーザーの意識を分類した。具体的な調査は、中国の家庭４０
件に対してアンケートを実施し、どのような家庭用植物工場に興味があるかを明らかにした。その結果、
中国の家庭用植物工場のユーザーは、４つに分類でき、その中でも最も家庭用植物工場に興味のあるユー
ザーの要求条件が、他のガーデニングとは全く異なるデザインやメインテナンスが要望されていることが
分かった。これらを基に、本論では、小型化と水槽を持たない家庭用植物工場の開発が必要であるとの見
解を得て、超音波プレートを利用した家庭用植物工場を提案し、機能モデルを制作して育成実験を行ない、
水槽型と同程度の育成が可能であることを得た。以上のことより、家庭用植物工場におけるデザイン要件
とそれに即した技術要件を提案することができ、未来の家庭用植物工場のデザイン要件を明らかにすると
ともに、その有効性と妥当性を明らかにすることができた。 
 
  
論 文 審 査 の 結 果 の 要 旨 
 
 本論は、新たな家庭用製品の一つであり、ユーザーの多様性に対応することが必要な一方、さらなる技
術革新で、多様な製品展開が予測できる家庭用の植物工場について、新たな技術要件の提案を伴う製品開
発におけるデザイン要件を明らかにし、プロトタイプを製作することで、デザイン要件の有効性と妥当性
を明らかにしたものである。 
 本研究では、まず、家庭用植物工場の一番のターゲットであることが予想される中国においてアンケー
トを実施した。アンケート内容は、野菜における食の安全性と家庭用植物工場に関するユーザーの意識を
分類した。具体的な調査は、中国の家庭４０件に対してアンケートを実施し、どのような家庭用植物工場
に興味があるかを明らかにした。その結果、中国の家庭用植物工場のユーザーは、４つのユーザーグルー
プに分類でき、その中でも最も家庭用植物工場に興味のあるユーザーの要求条件が、他のガーデニングと
は全く異なるデザインやメインテナンスが要望されていることが分かった。最終的には、３つの植物工場
に対する要求の異なるユーザーグループを抽出した。一方で、現状の家庭用植物工場、約 50種類について、
それに用いられている構成要素を用いて外観の類似性により分類し、４つのグループを得ることができた。
これら、ユーザーグループとを照らし合わせ、３つのユーザーグループに最適な植物工場の構成要素を明
らかにした。そしてこの結果をもとに、小型化と水槽を持たない家庭用植物工場の開発が必要であるとの
見解を得て、超音波プレートを利用し、プロトタイプを構築し、小型でありながら通常の培養液層型と同
様に育成できることを確認した。以上のことより、家庭用植物工場におけるデザイン要件を抽出するとと
もに、新たな超音波プレート利用型の家庭用植物工場への利用に関する有効性を明らかにすることができ
た。 
 ７月３１日に本審査会を開催し、論文発表と論文内容に関する質疑を行った結果、本研究は学術的に高
い価値を有していると認めた。 
以上述べたように、審査委員会は本論文が博士（ 工学 ）の学位に値するものと判断した。 
  
  
 氏 名 
学位（専攻分野）  
学 位 記 番 号  
学位記授与の日付 
学位記授与の要件 
学 位 論 文 題 目  
論 文 審 査 委 員  
梁 馨 
博 士（工 学） 
千大院工博甲第工１８３号 
平成２６年９月２６日 
学位規則第４条第１項該当 
仮想環境による機械製造における技能の高効率訓練 
（主査）教 授  森田 昇 
（副査）教 授  勝浦 哲夫  教 授  三科 博司 
教 授  中本 剛 
（審査協力者）千葉大学名誉教授 加藤 秀雄 
 
 
論 文 内 容 の 要 旨 
 
 仮想現実感（Virtual Reality、以降、VR と記す）システムを用いた技能訓練は様々な分野で有効であ
ると考えられる。例えば、身体に危険が及ぶ恐れがある場合でも被訓練者一人で安全に練習できる、低い
コストで反復練習ができる、被訓練者の技能レベルを定量的に評価できる、技能訓練に不適切な動きを検
知できる、等々の利点が挙げられる。そのため、古くから多くの VR訓練システムの開発事例がある。しか
し、多くのシステムの開発において現実感の高度化に捉われ、訓練効率やコストパフォーマンスの点から
検討した事例は少ない。本研究では、VRシステムの非現実的な作業環境をも構築できるという特性を活用
し、高効率で技能を修得させるシステムを提案し、その性能について検討することを目的とする。具体的
には、訓練の始めは現実的ではないが容易な作業条件で訓練し、技能が向上するにつれて徐々に現実的な、
すなわち難しい条件で訓練する方法を提案している。作業の対象としては、機械製造における二つの技能
的な作業である中ぐり旋盤作業と手溶接作業をとりあげ、それぞれに対する高効率技能訓練システムを構
築し、被訓練者による訓練実験を行った。その結果、両対象作業において提案する高効率技能訓練システ
ムは、疲労が少なく、高い技能を修得できることが確認された。 
 
  
論 文 審 査 の 結 果 の 要 旨 
 
 仮想現実感（Virtual Reality、以降、VR と記す）システムを用いた技能訓練は様々な分野で有効であ
ると考えられる。例えば、身体に危険が及ぶ恐れがある場合でも被訓練者一人で安全に練習できる、低い
コストで反復練習ができる、被訓練者の技能レベルを定量的に評価できる、技能訓練に不適切な動きを検
知できる、等々の利点が挙げられる。そのため、古くから多くの VR訓練システムの開発事例がある。しか
し、多くのシステムの開発において現実感の高度化に捉われ、訓練効率やコストパフォーマンスの点から
検討した事例は少ない。本研究では、VRシステムの非現実的な作業環境をも構築できるという特性を活用
し、高効率で技能を修得させるシステムを提案し、その性能について検討することを目的とした。具体的
には、訓練の始めは現実的ではないが容易な作業条件で訓練し、技能が向上するにつれて徐々に現実的な、
すなわち難しい条件で訓練する方法を提案している。作業の対象としては、機械製造における二つの技能
的な作業である中ぐり旋盤作業と手溶接作業をとりあげ、それぞれに対する技能訓練システムを構築し、
被訓練者による訓練実験を行った。その結果、両対象作業において提案する技能訓練システムは、疲労が
少なく、高効率で、高い技能を修得できることが確認された。 
 平成 26年 7月 7日に本審査委員会（公開論文発表会）を開催し、提出された論文内容の説明を受けた後、
質疑および討論を行い、本論文が、学術的、工学的に価値のあるものと認められた。 
以上述べたように、審査委員会は本論文が博士（ 工学 ）の学位に値するものと判断した。 
  
  
 氏 名 
学位（専攻分野）  
学 位 記 番 号  
学位記授与の日付 
学位記授与の要件 
学 位 論 文 題 目  
論 文 審 査 委 員  
石井 琢郎 
博 士（工 学） 
千大院工博甲第工１８４号 
平成２６年９月２６日 
学位規則第４条第１項該当 
内視鏡映像を用いた尿道内部における尿流動態評価指標の開発 
（主査）教 授  兪 文偉 
（副査）教 授  劉 浩    教 授  五十嵐 辰男 
准教授  中口 俊哉 准教授  下村 義弘 
 
 
論 文 内 容 の 要 旨 
 
 蓄排尿に関する諸症状の多くは、患者の生活の質を著しく低下させるものであり，適切な治療選択が必
要である。しかし、下部尿路の変化が尿道内の尿移送にあたえる影響と排尿症状との関連は、これまであ
まり検討されていない。本研究は、下部尿路の形状変化と排尿症状との関係を、尿道内尿流の数値計算に
よって明らかにし、排尿症状の新たな指標の確立を通じて、診療支援システムの開発を目的とするもので
ある。 
本研究では、SolidWorks®により構築した尿道モデルを用いて、尿道内の尿流変動を数値解析により検討し、
前立腺部尿道形状変化による流体エネルギーの損失が排尿症状に関連することを確認した。次いで膀胱内
に挿入した膀胱尿道鏡を、尿道方向へ等速で引き抜く際の映像を用いて仮想尿道モデルを構築する手法を
開発し、これを用いて尿道内の内部流れの解析を行った。その結果、尿道形状による尿流への影響を数値
化する手法を提案し得た。さらに前立腺肥大症患者の、尿道内平滑筋弛緩薬内服前後の膀胱尿道鏡映像か
ら構築した尿道モデルを用いて、本手法と従来の検査手法の関連性を検討したところ、尿道内腔性状に関
連のあるパラメータとの有意な相関を確認した。本研究は尿道内での詳細な流体の変動を可視化できるた
め、これまで困難であった排尿症状の責任部位の同定や、尿道部に対する治療に関する評価を可能にし、
排尿障害患者の治療効率の向上に貢献するものと期待される。 
 
  
論 文 審 査 の 結 果 の 要 旨 
 
 蓄排尿に関する諸症状の多くは、患者の生活の質を著しく低下させるものであり、適切な治療選択が必
要である。しかし、下部尿路の変化が尿道内の尿移送にあたえる影響と排尿症状との関連は、これまであ
まり検討されていない。本研究は、下部尿路の形状変化と排尿症状との関係を、尿道内尿流の数値計算に
よって明らかにし、排尿症状の新たな指標の確立を通じて、診療支援システムの開発を目的とするもので
ある。 
本研究では、SolidWorks®により構築した尿道モデルを用いて、尿道内の尿流変動を数値解析により検討し、
前立腺部尿道形状変化による流体エネルギーの損失が排尿症状に関連することを確認した。次いで膀胱内
に挿入した膀胱尿道鏡を、尿道方向へ等速で引き抜く際の映像を用いて仮想尿道モデルを構築する手法を
開発し、これを用いて尿道内の内部流れの解析を行った。その結果、尿道形状による尿流への影響を数値
化する手法を提案し得た。さらに前立腺肥大症患者の、尿道内平滑筋弛緩薬内服前後の膀胱尿道鏡映像か
ら構築した尿道モデルを用いて、本手法と従来の検査手法の関連性を検討したところ、尿道内腔性状に関
連のあるパラメータとの有意な相関を確認した。本研究は尿道内での詳細な流体の変動を可視化できるた
め、これまで困難であった排尿症状の責任部位の同定や、尿道部に対する治療に関する評価を可能にし、
排尿障害患者の治療効率の向上に貢献するものと期待される。 
平成 26年 7月 16日に開催された公開論文発表会および本審査委員会にて、論文内容の発表と質疑を行い、
本論文が学術的、工学的に価値のあるものと認められた。 
以上述べたように、審査委員会は本論文が博士（ 工学 ）の学位に値するものと判断した。 
  
  
 氏 名 
学位（専攻分野）  
学 位 記 番 号  
学位記授与の日付 
学位記授与の要件 
学 位 論 文 題 目  
 
 
 
論 文 審 査 委 員  
菅 良太郎 
博 士（工 学） 
千大院工博甲第工１８５号 
平成２６年９月２６日 
学位規則第４条第１項該当 
Evaluation of the Interaction between Electromagnetic Waves and the 
Human Body using Biological Tissue-Equivalent Phantom at HF and VHF 
Bands（HF-VHF帯における生体等価ファントムを用いた電磁波と人体相互
作用の検証） 
（主査）教 授  八代 健一郎  
（副査）教 授  山本 悦治   教 授  兪 文偉 
准教授  齊藤 一幸   准教授  高橋 応明 
 
 
論 文 内 容 の 要 旨 
 
 近年，人体近傍での使用を前提とした電磁波技術を応用した機器の普及に伴い，それらから発生する電
磁波と人体との相互作用を定量的かつ客観的に評価する必要性が高まってきている．しかしながら，電磁
波と人体の相互作用を定量的に評価するために，人体を用いて実験的に検討を行うことは困難である．そ
こで，生体等価ファントムと呼ばれる，生体組織と電気的特性（比誘電率，導電率）が等価な模擬人体が
用いられている．生体組織の電気的特性は，組織の種類や使用周波数により異なるため，用途に応じたフ
ァントムを用意する必要がある．そのため，様々な研究機関でファントムに関する研究が行われており，
多種多様なファントムが開発されている．これまで開発されたファントムは，VHF 帯以上の周波数におけ
る電気的特性を模擬したものが大半を占めており，HF 帯以下の周波数用ファントムに関する検討はほとん
どない． HF 帯においても，人体と電磁界との相互作用を定量的に評価するためには，この周波数帯にお
ける人体の電気的特性を模擬したファントムを開発することが必要である． 
  そこで本論文では，HF帯における人体の電気的特性を模擬したファントムを開発することを目的とし，
検討を行った．まず，HF帯における電気定数測定法を検討し，測定結果の妥当性を確認した．次に，ファ
ントムを試作し，HF帯において生体組織の電気的特性を模擬するファントムの組成を明らかにした．最後
に，ファントムを用いて電磁波と人体の相互作用を定量的に評価した． 
  
論 文 審 査 の 結 果 の 要 旨 
 
 近年，人体近傍での使用を前提とした電磁波技術を応用した機器の普及に伴い，それらから発生する電
磁波と人体との相互作用を定量的かつ客観的に評価する必要性が高まってきている。しかしながら，電磁
波と人体の相互作用を定量的に評価するために，人体を用いて実験的に検討を行うことは困難である。そ
こで，生体等価ファントムと呼ばれる，生体組織と電気的特性（比誘電率，導電率）が等価な模擬人体が
用いられている。生体組織の電気的特性は，組織の種類や使用周波数により異なるため，用途に応じたフ
ァントムを用意する必要がある。これまで開発されたファントムは，マイクロ波帯以上の周波数における
電気的特性を模擬したものが大半を占めており，HFおよび VHF帯のファントムに関する検討はほとんどな
い。人体と電磁界との相互作用を定量的に評価するためには，この周波数帯における人体の電気的特性を
模擬したファントムを開発することが必要である。 
 本論文では，HFおよび VHF 帯における人体の電気的特性を模擬したファントムを開発することを目的と
し，検討を行っている。まず，電気定数測定法を検討し，測定結果の妥当性を確認している。次に，生体
組織の電気的特性を模擬するファントムの組成を明らかにし，半固体ファントムを試作，検証している。
最後に，ファントムを用いて MRIなどでの電磁波と人体の相互作用を定量的に評価している。 
 平成 26 年 7 月 23 日に公開論文発表会および本審査委員会を開催し，提出された論文内容の説明を受け
た後，質疑および討論を行った。その結果，本論文で提案された HFおよび VHF帯の生体等価ファントムは，
人体と電磁波との相互作用を定量的評価するのに有効であると考えられ，審査委員会は全員一致で本論文
が博士（ 工学 ）の学位に値するものと判断した。 
  
  
 氏 名 
学位（専攻分野）  
学 位 記 番 号  
学位記授与の日付 
学位記授与の要件 
学 位 論 文 題 目  
 
論 文 審 査 委 員  
方波見 彰仁 
博 士（工 学） 
千大院工博甲第工１８６号 
平成２６年９月２６日 
学位規則第４条第１項該当 
進化分子工学を用いたスクアレン合成酵素のサイズ特異性および反応特
異性の改変 
（主査）教 授  岸川 圭希 
（副査）教 授  幸本 重男    教 授  関 実 
教 授  齋藤 恭一   准教授  梅野 太輔 
 
 
論 文 内 容 の 要 旨 
 
 スクアレン合成酵素 (SQS) はコレステロールやホパノイドなどに代表される数万ものトリテルペノイ
ドの生合成の最初のステップを触媒する酵素であり, コレステロール調整剤の標的としても，その反応メ
カニズムに大きな関心が注がれてきた。また SQS は, トリテルペノイド生合成経路の骨格サイズを厳格に
C30に規定する役割を担っており, SQSのサイズ特異性を改変できれば非天然骨格を持つ多くの新規テルぺ
ノイド生合成経路の構築が可能となる。しかし，SQS の酵素活性をハイスループットに評価することが難
しく，これまで本酵素の工学は困難であった。 
 本研究では,SQS の進化工学的な機能改変を試みた。まず，大腸菌内のスクアレンの蓄積を検出する SQS
の機能スクリーニング系を開発した。次にこの手法を用いて，ヒト由来 SQS のランダム変異ライブラリの
中から, 基質サイズの認識特異性や反応特異性に関わる複数のアミノ酸残基を特定した。これらのアミノ
酸変異を組み合わせ, C35, C40, C45, C50 などの自然界には存在しない骨格を持つスクアレン様化合物の
合成活性を得た。これに前駆体供給酵素やスクアレンの環化酵素（スクアレン/ホペンサイクラーゼ）を追
加発現することで, 種々の非天然環状テルぺノイド生合成経路の構築に成功した。また，ヒト SQS のサイ
ズ変異体を更にライブラリ化し, フィトエン合成活性に対する機能スクリーニングをしたところ, フィト
エン合成とスクアレン合成を同時に，しかも特異性高くつくる変異体を得た。これらの変異体の解析によ
って，スクアレンとデヒドロスクアレンの作り分け機構に関する知見を得た。 
  
論 文 審 査 の 結 果 の 要 旨 
 
 スクアレン合成酵素 (SQS) はコレステロールやホパノイドなどに代表される数万ものトリテルペノイ
ドの生合成の最初のステップに関与する酵素であり, コレステロール調整剤の標的としても，その反応メ
カニズムに大きな関心が注がれてきた。また SQS は, トリテルペノイド生合成経路の骨格サイズを厳格に
C30に規定する役割を担っており, SQSのサイズ特異性を改変できれば非天然骨格を持つ多くの新規テルぺ
ノイド生合成経路の構築が可能となる。しかし，SQS の酵素活性をハイスループットに評価することが難
しく，これまで本酵素の機能改変は困難であった。 
 本研究では,SQS の進化工学的な機能改変を試みた。まず，大腸菌内のスクアレンの蓄積を検出する SQS
の機能スクリーニング系を開発した。次にこの手法を用いて，ヒト由来 SQS のランダム変異ライブラリの
中から, 基質サイズの認識特異性や反応特異性に関わる複数のアミノ酸残基を特定した。これらのアミノ
酸変異を組み合わせ, C35, C40, C45, C50 などの自然界には存在しない骨格を持つスクアレン様化合物の
合成活性を得た。これに前駆体供給酵素やスクアレンの環化酵素（スクアレン/ホペンサイクラーゼ）を追
加発現することで, 種々の非天然環状テルぺノイド生合成経路の構築に成功した。また，ヒト SQS のサイ
ズ変異体を更にライブラリ化し, フィトエン合成活性に対する機能スクリーニングをしたところ, フィト
エン合成とスクアレン合成を同時に，しかも特異性高くつくる変異体を得た。これらの変異体の解析によ
って，スクアレンとデヒドロスクアレンの作り分け機構に関する知見を得た。 
 平成 26 年 7 月 29 日に公開論文発表会および本審査委員会を開催し，提出された論文内容の説明を受け
た後，質疑応答および討議を行った。その結果，審査委員会全員一致で本論文は学術的に価値あるものと
判断した。 
以上述べたように、審査委員会は本論文が博士（ 工学 ）の学位に値するものと判断した。 
  
  
 氏 名 
学位（専攻分野）  
学 位 記 番 号  
学位記授与の日付 
学位記授与の要件 
学 位 論 文 題 目  
 
論 文 審 査 委 員  
孫 道来 
博 士（工 学） 
千大院工博甲第工１８７号 
平成２６年９月２６日 
学位規則第４条第１項該当 
Studies on conversion of biomass-based materials into value-added 
chemicals（バイオマス由来原料の有用化合物への変換に関する研究） 
（主査）教 授  島津 省吾 
（副査）教 授  坂本 昌巳 教 授  町田 基 
教 授  佐藤 智司 
（外部審査委員）東京大学大学院総合文化研究科教授  尾中 篤 
 
 
論 文 内 容 の 要 旨 
 
 本論文は、近年、地球温暖化や石油枯渇などの環境問題対策として注目が集まっているバイオマス資源
の有効利用を目的とした資源変換、具体的には、グリセリン、ブタジエンの有用化合物への変換に関する
ものである。論文は３つに大別でき、第一に、グリセリンの脱水・水素化反応による 1，2－プロパンジオ
ールの合成について、副生成物であるエチレングリコールを抑制する目的で、アルミナ担持銀銅複合触媒
を調製した。水素化平衡を生成物側に移行させる目的で、反応管中の触媒相の位置を変えて触媒層温度分
布に傾斜をつけて触媒反応を行い、最適反応条件で 98.3%の 1，2－プロパンジオール収率を達成した。第
二に、グリセリンの有効利用の一環として、1，2－プロパンジオールの脱水によるプロパナールの合成を
行った。コークの生成による触媒活性劣化を抑制するため、メタル担持した固体酸触媒を調製した。含浸
法で銀をシリカアルミナ触媒に添加することにより、劣化の原因となる触媒の強酸点の量が減少すること
が明らかとなった。水素流通下、２％の銀を担持したシリカアルミナ触媒を用いて実験を行った場合、触
媒劣化が見られず、銀の添加は触媒劣化の抑制に効果あることを明らかにした。第三に、ブタジエンを用
いたディールス・アルダー反応について、溶媒、温度、圧力の影響を検討した。溶媒の添加は原料濃度を
低下させ、反応の進行に不利であることが明らかとなった。ブタジエンの二量化反応について、4－ビニル
シクロへキセンの生成に有利な反応条件を見出し、92％以上の選択率で 4－ビニルシクロへキセンを合成
することができることを明らかにした。 
 
  
論 文 審 査 の 結 果 の 要 旨 
 
 本論文は、近年、地球温暖化や石油枯渇などの環境･エネルギー問題対策として注目が集まっているバイ
オマス資源の有効利用を目的とした資源変換、具体的には、グリセリン、ブタジエンの有用化合物への変
換に関するものである。論文は３つに大別でき、第一に、グリセリンの脱水・水素化反応による 1，2－プ
ロパンジオールの合成について、副生成物であるエチレングリコールを抑制する目的で、アルミナ担持銀
銅複合触媒を調製した。水素化平衡を生成物側に移行させる目的で、反応管中の触媒相の位置を変えて触
媒層温度分布に傾斜をつけて触媒反応を行い、最適反応条件で 98.3%の 1，2－プロパンジオール収率を達
成した。第二に、グリセリンの有効利用の一環として、1，2－プロパンジオールの脱水によるプロパナー
ルの合成を行った。コークの生成による触媒活性劣化を抑制するため、メタル担持した固体酸触媒を調製
した。含浸法で銀をシリカアルミナ触媒に添加することにより、劣化の原因となる触媒の強酸点の量が減
少することが明らかとなった。水素流通下、２％の銀を担持したシリカアルミナ触媒を用いて実験を行っ
た場合、触媒劣化が見られず、銀の添加は触媒劣化の抑制に効果あることを明らかにした。第三に、ブタ
ジエンを用いたディールス・アルダー反応について、溶媒、温度、圧力の影響を検討した。溶媒の添加は
原料濃度を低下させ、反応の進行に不利であることが明らかとなった。ブタジエンの二量化反応について、
4－ビニルシクロへキセンの生成に有利な反応条件を見出し、92％以上の選択率で 4－ビニルシクロへキセ
ンを合成することができることを明らかにした。 
 平成 26 年 7 月 29 日 16:10 から公開論文発表会および本審査委員会を開催し、研究発表内容の検討と質
疑応答を行った。ＦＡ論文４報、国際会議口頭発表１件を確認した。その結果、審査委員全員一致で本論
文は学術的に価値あるものと判断した。 
以上述べたように、審査委員会は本論文が博士（ 工学 ）の学位に値するものと判断した。 
  
 
 
 
 氏 名 
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学 位 記 番 号 
学位記授与の日付 
学位記授与の要件 
学 位 論 文 題 目 
 
論 文 審 査 委 員 
KANOKTIP PANSUKSAN 
博 士（学 術） 
千大院園博甲第学４８号 
平成２６年９月２６日 
学位規則第４条第１項該当 
Bioactivity of genetically modified Mitracarpus hirtus 
（遺伝的に改変した Mitracarpus hirtus の生物活性） 
（主査）教 授  三吉 一光 
（副査）教 授  中村 郁郎    教 授  佐藤 隆英 
    教 授  木庭 卓人    教 授  高垣美智子 
（外部審査委員）マヒドン大学理学部講師 Kanyaratt Supaibulwatana 
（外部審査委員）千葉大学名誉教授    三位 正洋 
 
 
論 文 内 容 の 要 旨 
 
Biotechnology plays an important role in clone improvement. In present study, Agrobacterium-mediated 
transformation and polyploidy induction using colchicine treatment were applied to Mitracarpus hirtus, 
the common herbaceous weed, which could be the new chance for pharmaceutical source. Tetraploid M. hirtus 
was induced by colchicine treatment (0.1 % w/v) from excised shoots. Leaflets of all plants obtained 
after colchicine treatment were collected 3 months after sub-cultures at 1 month intervals and confirmed 
tetraploid by flow cytometric analysis and observation of metaphase chromosomes. Exact chromosome numbers 
of tetraploid (CC102, CC110) was 2n=4x=56, while 2n=2x=28 was observed in diploid (WT1). Tetraploids 
were smaller leaves length, lower density and bigger size of guard cell, shorter plant, higher number 
of shoot, higher upper part fresh weight and leaves weight than diploid. Methanolic extract (2mg/disc) 
of diploid and tetraploid leaves were tested against Staphylococcus aureus (G+), Bacillus subtilis (G+) 
and Escherichia coli (G-) using disc diffusion method. As the results, tetraploid showed higher effect 
on growth inhibition than diploid on both tested strains.  Another genetic modification was established 
by Agrobacterium rhizogenes A13-mediated transformation into excised leaves. Root regenerations were 
observed from both non-transformed (46.7 %) and transformed leaves (45.3 %). Screening the putative 
transfromant by PCR analysis, and confirmation by Southern blotting of rol gene showed the expression 
in all transgenic lines. Growth characteristics of hairy root in liquid MS media was investigated under 
16 h photoperiod of 60 ± 5 μmol m-2s-1 PPF. Fresh weight of transgenic roots was 3.8 – 5 times higher 
than that of non-transgenic line at 48 days-age of cultivation. The effect of elicitation on antibacterial 
activity was studied by application of 200 µM MeJA, 5 mg.L-1 CPPU and 5 g.L-1 NaCl. Extracts of treated 
roots were tested against Bacillus subtilis (G+) and Samonella typhi (G-) using disc diffusion method. 
Only hairy root treated with 5 mg.L-1 CPPU enhanced bioactivity against B. subtilis. The results in this 
study clearly indicated that methanolic extracts of M. hirtus showed higher effect on growth inhibition 
against gram-positive than gram negative bacteria and CPPU was recommend using as elicitor for bioactivity 
enhancement.
                    
論 文 審 査 の 結 果 の 要 旨 
 
本論文は論文要旨のように薬用植物 Mitracarpus hirtus の倍数体および毛状根の機能成分について研
究したものである。本論文は平成 26 年 6 月 27 日に提出され、その後上記７名の審査委員により論文の内
容および構成等の観点から慎重に審査された。 
 平成 26年 7月 31日に、公開論文発表会を開催し、論文の発表と論文内容に関する質疑応答を行った。
発表会の後に審査会を開催し、以下の結果を得た。 
 本研究は以下の点が学術論文として評価できる。本研究では、Mitracarpus hirtusをコルヒチン等で
処理し４倍体を初めて作出することに成功した。得られた４倍体の中には放線菌に対する抗菌物質を生産
する個体が認められた。また、Agrobacteriumu rhizogenes を用いて Mitracarpus hirtus の毛状根を作
出し、合成サイトカイニン (CPPU)を処理したところ、6つの新規な二次代謝物が生産されることを発見し
た。以上の研究成果は、Mitracarpus hirtus を用いた薬用物質の生産に関する優れた内容を含んでいる。 
 発表会の質疑応答を経た審査会において軽微な修正点の指摘があったが、修正の確認を行った上で、
学位論文に値すると判断した。 
 以上により申請者が博士（学術）の学位に値する専門分野における学識を有することを確認した。ま
た、本論文の内容に関する英語論文の２報が Plant Cell, Tissue and Organ Culture 誌に公表されたこ
とを確認した。 
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論 文 審 査 委 員 
敦 宇 
博 士（学 術） 
千大院園博甲第学４９号 
平成２６年９月２６日 
学位規則第４条第１項該当 
Study on the regional hydrological and hydrochemical processes effected by the 
human activities in the North China Plain 
（中国華北平原における広域水文・水質特徴およびそれに関わる人間活
動の影響について） 
（主査）教 授  本條 毅 
（副査）教 授  唐 常源     教 授  犬伏 和之 
    准教授  高橋 輝昌 
 
 
論 文 内 容 の 要 旨 
 
本研究では半乾燥地域の水環境に与える人間活動の影響を評価するために、中国華北平原にある Xiaohe
流域を選び、地下水流動とそれに関わる地表水との関係の把握、地表水・地下水の水質変化、特に硝酸イ
オンおよびフェノール類の内分泌かく乱物質（EDCs）の起源、挙動、遷移を明らかにすることを目的とし
た。2010 年 3 月と 10 月に二回にわたって現地調査が行われた。地表水と地下水中の主要イオン、硝酸態
窒素、安定同位体、窒素同位体、フロン類(CFCs)、EDCs を測定・解析し、以下のような重要な結果が得ら
れた。 
質量収支のアプローチを用いて、塩化イオン濃度、水素および酸素同位体データから、地表水が地下水に
涵養する平均割合は 50-60% であることが分かった。また、CFCs結果は研究地における地下水涵養年齢が 
22.5 から 39.5 年の間で変動したことを示唆した。それを基づき、地下水鉛直流動速度が約 1.8-3.5m/年
であることを推定した。調査地域地下水中の硝酸態窒素濃度が 9.42-156.61 mg L–1の範囲に分布していた。
都市汚水灌漑地域では 80 m より浅い地下水中の硝酸態窒素濃度がほとんど飲用水基準を超え、その窒素
同位体は生活排水および動物糞尿の特徴を示した。また、Xiaohe河においてフェノール類の内分泌かく乱
物質（EDCs）の起源は都市由来であり、その 22.6-54.2 ％は河川水の浮遊粒子状物質(SPM) に吸着されて
いることを判明した。最後、統合効果モデルに基づき、水生生物に対する EDCsの潜在的な環境リスクが評
価された。
                    
論 文 審 査 の 結 果 の 要 旨 
 
本論文は別紙（論文要旨）のように中国華北平原における河川水と地下水の水質の特徴及びその相互関
係について研究したものである。本論文は平成 26 年 6 月 27 日に提出され、その後上記 4 名の審査委員に
より論文の内容および構成等の観点から慎重に審査された。 
 平成 26年 7月 28日に、公開論文発表会を開催し、論文の発表と論文内容に関する質疑応答を行った。
発表会の後に審査会を開催し、以下の結果を得た。 
 本研究では、塩素イオン、CFCs、酸素水素同位体を用いて、地下水への地表水の貢献率およびその涵
養年代を定量的に算出した。それに基づき、都市排水灌漑に起因する土壌および地下水の主要イオン変化
を評価した。農地土壌中の硝酸塩含有量の垂直分布から、地下水灌漑地域と比べると、汚水灌漑は地下水
中の硝酸濃度変化と密接に関連していることがわかった。また、窒素同位体を用いて、地下水中窒素の起
源を判定した。さらに、河川水および懸濁物質のフェノール類の内分泌かく乱物質（EDCs）変化を調べ、
河川生態に対するその影響効果を評価した。以上のような成果は、学術的に評価できる。 
 しかし、発表会の質疑応答を経た審査会において，文章表現および図の記入ミスがあると判明した。
これに関しては修正が軽微であり、修正確認を行い、学位論文に値すると判断した。 
 以上より申請者が博士（学術）の学位に値する環境保全分野における学識を有すること、および外国
語についても英語で原著論文を書いたことから、その英語の能力をもつことを確認した。さらに、本論文
の内容に関する論文が Fresenius Environmental Bulletin および Environmental Earth Sciences に公表
されていることを確認した。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
氏 名 
学位（専攻分野） 
学 位 記 番 号 
学位記授与の日付 
学位記授与の要件 
学 位 論 文 題 目 
 
論 文 審 査 委 員 
童阿瑪 
博 士（学 術） 
千大院園博甲第学５０号 
平成２６年９月２６日 
学位規則第４条第１項該当 
中国西寧市における都市住民の民族の違いからみる自然体験と緑地利用
に関する研究 
（主査）教 授  章 俊華 
（副査）准教授  古谷 勝則    教 授  木下 勇 
    教 授  赤坂 信     准教授  高橋 輝昌 
 
 
論 文 内 容 の 要 旨 
 
近年、中国チベット高原の青海省では、西部大開発の影響で、急激な都市化が進行し、自然環境の破壊
が進み、自然に触れながらの生活ができる場所が極めて少なくなってきている。中国でも、都市への人口
の集中に伴い、都市居住環境が悪化し、環境問題が発生している。都市の環境を改善するために、1993年
頃から積極的な都市緑化が進んでいる。しかし、現在でも、人口の多い中国では都市緑地が不足している。
本研究では、西寧市の市街区域において、自然体験を指標とした中国西寧市の緑地利用に対する意識を民
族別に明らかにすることを目的とした。西寧市の市民と学生を対象に、アンケート調査を行った。また学
生を対象にグループディスカッションとイメージスケッチ調査を行った。 
第２章では青海民族大学の学生を対象に、記憶に残っている遊びと自然体験を民族別に明らかにした。
さらに、自然体験の民族間の違いを具体的な数値で示すことができた。 第３章では,青海省の西寧市の市
民を対象に,身近な自然体験の活動対象と活動内容を民族別・職業別に明らかにした。さらに,自然体験の
活動内容を体験場所別に整理した。また，自然体験活動が盛んであるかどうかを 10 年前と現在で比較し，
具体的な数値を示すことができた。第４章では，西寧市の市街区域において，民族別に市民の緑地におけ
る体験内容とその印象を明らかにした。今後も西寧市において，公園緑地の整備・管理を進めていく必要
があり，可能であれば民族の特性に配慮した整備も検討すべきである。
                    
論 文 審 査 の 結 果 の 要 旨 
 
本論文は中国西寧市における都市住民の民族の違いから見る自然体験と緑地利用を明らかにすることを
目的とした。西寧市の市民と学生の合計 1,383 名を対象に 2,341 件のアンケートを行った。都市住民の身
近な自然体験の場所と内容、さらにその 10年間における変化について研究したものである。 
 本論文は平成 26 年 6 月 27 日に提出され、その後 5 名の審査委員により論文の内容および構成等の観点
から慎重に審査された。本審査会を平成 26年 7月 24 日 16 時 30分から 17 時 40 分までＥ棟 102号室で、
本審査委員全員が参加して開催した。公開発表会のため，学内学生３名と，一般参加１名の合計 4 名が聴
講した。発表会の後に審査会を開催し、以下の結果を得た。 
 多民族国家である中国の特性を生かし、同じような環境下における自然体験の民族間の違いや過去１０
年間で緑地面積が２倍に増加したことにより自然体験がどのように変化したかを明らかにしようとした点
は、貴重な情報を提供しており、評価できる。 しかし、発表会の質疑応答を経た審査会において以下の
４点の課題が明らかとなった。１）西部大開発による環境や人の変化を加筆すること。２）目的に「都市
住民」をいれること。３）調査手法を加筆修正すること。４）日本語のネイティブチェックを受けること。
これら課題に対しては修正が軽微であり、修正確認を行い、学位論文に値すると判断した。以上より申請
者が博士（学術）の学位に値する専門分野における学識を有すること、および外国語についても試験の結
果、日本語と英語の能力をもつことを確認した。さらに、本論文の内容に関する論文がランドスケープ研
究（公益社団法人日本造園学会発行）に公表されていることを確認した。 
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学位記授与の日付 
学位記授与の要件 
学 位 論 文 題 目 
論 文 審 査 委 員 
田村 匡嗣 
博 士（農 学） 
千大院園博甲第農６０号 
平成２６年９月２６日 
学位規則第４条第１項該当 
米飯粒の構造的特性と消化性に関する研究 
（主査）教 授  松岡 延浩 
（副査）教 授  椎名 武夫    教 授  江頭 祐嘉合 
    教 授  犬伏 和之 
（審査協力者）准教授  小川 幸春 
 
 
論 文 内 容 の 要 旨 
 
食品の消化性を in vitroで評価する研究法では，実験を簡略化するため，通常は事前に対象となる食品
を粉末状あるいはスラリ状に調製して実験に供試する．しかし米飯のように加工後も粒構造を維持する食
品については，それら構造的な特性を考慮した上で消化性を検討する必要がある．本研究は，加工操作や
咀嚼によって変化する米の構造的特性がその消化性に及ぼす影響の解明を目的とし，新たな計測評価技術
の確立とともに構造的な特性と消化性の関係について検討したものである．炊飯後の米飯粒表面には，炊
飯液中に溶出したデンプン等の成分が付着物として積層する．それらの構造は米飯粒の食味とともに消化
性にも関係する．そこで本研究では顕微画像のデジタル処理による米飯粒構造の観察技術を確立した．そ
の結果，炊飯条件の違いによる表面付着層厚の変化および糊化程度の異なる米粒の組織構造変化などが可
視化，解析可能となった．同時に炊飯時の米飯テクスチャ形成過程も調査した．次に in vitroでの人工消
化試験を適用して，米飯の粒構造や糊化の程度が消化性に及ぼす影響について検討した．その結果，粒構
造はデンプンの消化速度に，また糊化の程度は平衡消化率に関係することが示された．また，玄米粒果皮
構造の酵素浸透性が搗精度による消化性差にも関与していることも示された． 本研究の結果，米飯粒の構
造的特性はその消化性に影響を及ぼすことが明らかとなった．
                    
論 文 審 査 の 結 果 の 要 旨 
 
本論文は別紙（論文要旨）のように米飯粒の構造的特性と消化性の関係について研究したものである。
本論文は平成２６年６月２７日に提出され、その後上記５名の審査委員により論文の内容および構成等の
観点から慎重に審査された。 
 平成２６年７月７日に、審査委員も含めて２４名が参加した公開論文発表会を開催し、論文の発表と
論文内容に関する質疑応答を行った。発表会の後に審査会を開催し、以下の結果を得た。 
 本研究は、米飯粒の構造的な特徴を解析するための新たな可視化計測法の確立とともに、その技術を
適用することで構造的な特性と消化性の関係を明らかにした点が評価できる。特に、粒や細胞組織の構造
的な特性と消化性の速度論的な関係を明らかにした点に新規性があり、将来の展開も期待されるため、博
士論文として評価できる。なお、審査員より画像解析法の詳細な解説と将来的な発展性について指摘があ
ったが、修正が軽微であり、対応を行えば、学位論文に値すると判断した。 
 以上より申請者が博士（農学）の学位に値する専門分野における学識を有すること、および外国語に
ついても試験の結果や論文作成によって、その英語の能力をもつことを確認した。さらに、本論文の内容
に関する論文が Journal of Cereal Science (56(2), 404-409, 2012)、Food Structure (1(2), 164-170, 
2014)、Journal of Food Quality (37, 177–184, 2014)、美味技術学会誌(12(2), 30-36, 2013)にそれぞ
れ公表されていることを確認した。また、論文に関わる研究内容についてさらに２編が公表予定であるこ
とを確認した。 
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論 文 内 容 の 要 旨 
 
本研究は，農産系バイオマス資源である稲わらを粗原料とした実規模でのバイオエタノール生産につい
て，効率に関する側面からの諸課題を検討したものである．稲わらベールの長期大量貯蔵の結果，腐敗に
よって 140日間で 20%以上の損失が生じたとともに，乾物 1kg当り 12円の貯蔵コストも必要であることが
示された．そこで，晴天日が続く冬季の関東地方で圃場乾燥試験を実施したところ，20日程度で含水率 20%
に調製できることが明らかとなった．また，長期間圃場に放置しても収量低下や灰分付着などの品質劣化
は少なかった．一方，稲わらからバイオエタノールを生産するためのパイロットプラントを商業的想定規
模の 1/40スケールで作製し，ラボスケールでの実験の再現性確認や各処理プロセスにおける収率等を検討
した．その結果，本研究で適用したプラントでは処理量が 3000BDkgを超えると平衡状態に達することが明
らかとなった．以上の結果を踏まえて，稲わらの CO2 固定量および水田から稲わらを持ち出すことによる
NH4 発生抑制量を試算するとともに，インベントリ分析によってバイオエタノール生産プロセスから排出
される CO2 縮減方策等を検討した．これにより，稲わらのバイオエタノール化処理は環境負荷低減に大き
く寄与することが示された．また，一定のスケールアップと燃料用エタノール以外の併産により，プロセ
スの採算性も確保可能であることが示唆された．
                   
論 文 審 査 の 結 果 の 要 旨 
 
本論文は別紙（論文要旨）のように稲わらを粗原料とした実規模でのバイオエタノール生産について検
討したものである。本論文は平成２６年６月２７日に提出され、その後上記６名の審査委員により論文の
内容および構成等の観点から慎重に審査された。 
 平成２６年７月８日に、審査委員６名を含む１９名が参加した公開論文発表会を開催し、論文の発表と
論文内容に関する質疑応答を行った。発表会の後に審査会を開催し、以下の結果を得た。 
 本研究は、稲わらからのバイオエタノール生産の有効性および問題点を原料収集過程から実規模で検証
するとともに、インベントリ分析によって CO2 収支や生産に関わるコスト構造を明らかにした点に新規性
があり、学術論文として評価できる。一方で、数値データを取り扱う際の誤差範囲の明確化、圃場乾燥環
境を比較する際の気候条件の多様化、インベントリ分析のための設定条件の多層化、文献記載法の統一な
どの点が課題として指摘された。しかしながら、それらの修正は軽微であり、対応を行えば学位論文に値
すると判断した。 
 以上より申請者が博士（農学）の学位に値する専門分野における学識を有すること、および平成２６年
７月３１日に実施した外国語についても試験の結果や論文作成によって、その英語の能力をもつことを確
認した。また、本論文の内容に関する論文が Energy Science & Engineering (2(1), 39-45, 2014)、農作
業研究(49(1), 37-44, 2014)、農業生産技術管理学会誌(20(4), 119-125, 2014)にそれぞれ公表されてい
ることを確認した。 
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論 文 内 容 の 要 旨 
 
本研究は、都市水系と庭園池泉の両者を着眼点とし、庭園デザインを都市の環境との関係から捉え直す
ことを目的とする。本論では、①都市と庭園の双方の背景にある都市立地からの観点、②庭園池泉と都市
水系との関係からの観点、③水際デザインを決定する都市および庭園の水際利用からの観点の、３つの方
向から分析することで、都市と庭園池泉デザインの関係性を総合的に考察する。 
その結果、都市の立地からの観点では、江戸の武家屋敷庭園群において、都市の拡大により立地条件が
増えたことで、庭園もそれに呼応し立地特有のデザインが発達したことを明らかにする。次に都市水系の
観点では、甘楽町小幡の庭園群において、分水と合流を繰り返して機能分化を図った都市水系の工夫によ
り庭園池泉が成立しており、微地形の高低差を利用した分水機構が庭園池泉意匠に特徴を与えていること
を明らかとする。水際利用の観点では、蘇州私家庭園群において、水際デザインと水際利用との相関を建
築形態と護岸デザインの関係から明らかにし、蘇州独自の水際デザインが成立する背景に都市土木技術の
確立とそれに伴う都市文化の成熟があることを明らかにする。 
以上の結果から、都市の立地、都市の水系、都市の文化のそれぞれの観点から庭園をみることで庭園意
匠が都市環境と密接な関係にあることともに、庭園デザイン研究を都市環境との関係からとらえ直す重要
性を論ずる。
                    
論 文 審 査 の 結 果 の 要 旨 
 
本論文は別紙（論文要旨）のように、庭園の都市環境要素としての価値に光を当てることで、庭園研究
における新たな観点の可能性を示した研究である。本論文は平成 26 年 6 月 27 日に提出され、その後上記
6名の審査委員により論文の内容および構成等の観点から慎重に審査された。 
平成 26 年 7 月 22 日に、公開論文発表会を開催し論文の発表と質疑応答を行った（参加者は審査委員６
名の他、研究科教員３名、外部社会人６名、学内外学生３０名）。発表会の後に審査会を開催し、以下の結
果を得た。 
本研究は、学術論文として以下のように評価された。第一に、従来の伝統庭園研究が、個別領域として
独立する傾向にあったのに対し、庭園を都市研究と結びつけた点で、その着眼点の重要性とアプローチの
独自性とが認められる。第二に、具体的着眼点を庭園の池泉に絞り、多角的な視点から庭園との関係を見
いだし普遍性の高い考察に進めている。第三に、古地図資料を定量分析可能なデータとするなどの工夫に
より、実証的プロセスを達成している。 
予備審査会においては、総合考察を深め本研究の価値を明確化することが期待された。これに対し、1)
立地、機構、生活の３観点の普遍性、２）現存伝統庭園に対しての展開可能性、3)庭園から都市へのデザ
イン的波及、4)庭園の多様化の具体性についての記述が深まり、その点に関するプレゼンテーションもよ
くなされたことを審査会として認めた。また発表後の公開質疑応答においても、研究の位置づけと今後の
展開について議論されるなど申請者の立脚点が明快であった。 
以上より申請者が博士（農学）の学位に値する専門分野における学識と将来性を有すること、および外
国語についても規定を満たす能力をもつことを確認した。本研究の内容に関し既に学会等へ公表されてい
るものは審査規定を満たし、さらに今後公表できる内容を有していることも確認された。 
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論 文 審 査 委 員 
王 倩娜 
博 士（農 学） 
千大院園博甲第農６３号 
平成２６年９月２６日 
学位規則第４条第１項該当 
GIS-based Spatial Planning of Renewable Energy: towards Future Sustainable 
Society 
（GIS を利用した再生可能エネルギーの空間計画に関する研究：持続可能
な社会の構築に向けて） 
（主査）教 授  小林 達明 
（副査）教 授  木下 勇     准教授  柳井 重人 
    准教授  木下 剛 
（外部審査委員）環境リモートセンシングセンター 教授 近藤 昭彦 
 
 
論 文 内 容 の 要 旨 
 
Renewable Energy drives energy structure towards a sustainability level by providing a sustainable 
approach to energy generation, and contributing to mitigation of the green effect in the long term. 
Its spatial distribution is strongly affected by geographic and topographic factors. Therefore, 
the exploration and supply of Renewable Energy should be carefully planned at the local or regional 
levels based on different factors. Also, with the increasing scale and number of Renewable Energy 
facilities, the visual impact of these should be taken note of and addressed. Geographic Information 
Systems (GIS) have proved to be a useful tool for regional Renewable Energy potential estimation 
and support for decision-making in energy planning. However, the full introduction of GIS-based 
approach in support of spatial planning for Renewable Energy at regional level has not been well 
utilized until now. In this context, this study aims to: 1) present a GIS-based approach in support 
of spatial planning for Renewable Energy at regional level, by providing information on regional 
potentials and restrictions to different energy stakeholders; 2) consider the impact of Renewable 
Energy facilities on landscape, such as the visual impact of wind turbines; and 3) preliminary study 
on Renewable Energy’s role in sustainability. The proposed approach is expected to be applied to 
other Japanese municipalities or regions, and other regions worldwide in support of spatial planning 
for Renewable Energy. This study highlights that some concepts of spatial planning, such as 
consideration for balancing spatial development with social, economic, and ecological requirements, 
applicable in the Renewable Energy planning field. 
                    
論 文 審 査 の 結 果 の 要 旨 
 
本論文は別紙（論文要旨）のように GISを利用した再生可能エネルギーの空間計画について研究（検討）
したものである。本論文は平成２６年６月２７日に提出され、その後上記５名の審査委員により論文の内
容および構成等の観点から慎重に審査された。 
平成２６年８月１日に、公開論文発表会を開催し、上記審査委員 5 名に加えて学生および外部の参加者
7 名の参加を得て論文の発表と論文内容に関する質疑応答を行った。発表会の後に審査会を開催し、以下
の結果を得た。 
本研究は以下の点が学術論文として評価できる。土地利用計画を含む空間計画という地域計画の方法に
エネルギー計画を組み込み、エネルギー地産地消に向けて、開発に適した再生可能エネルギー資源の利用
の方向性を GIS を利用して計画手法として展開する可能性を示した点はこれまでにない研究としての新規
性が評価できる。特に福島県のように原発事故後に多くの困難を抱える地域において脱原発の方向を示し
ている点は社会的に見てもたいへん意義ある論文である。 
しかし、発表会の質疑応答を経た審査会において以下の課題が明らかとなった。１）これをどう使うか、
ボトムアップのアプローチを意識したならば、その点が明記されること。シナリオ設定の意味もその点も
含めて明記すること。２）図が小さくて読み取れない箇所が散見される。３）計算式、図やデータの引用
にはしっかりと出典を明記すること。 この課題に対しては修正が軽微であり、修正確認を行い、学位論
文に値すると判断した。 
以上より申請者が博士（農学）の学位に値する専門分野における学識と能力を有すること、および外国
語についても試験の結果、その英語と日本語の能力をもつことを確認した。さらに、本論文の内容に関す
る論文が Civil and Environmental Research, Sustainability の二誌に公表されていることを確認した。 
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論 文 審 査 委 員 
LUTFAR RAHMAN 
博 士（農 学） 
千大院園博甲第農６４号 
平成２６年９月２６日 
学位規則第４条第１項該当 
Architectural development of shaded saplings of evergreen broad-leaved tree 
species in Japan: analyses of branch growth and current-year shoot structure. 
（日本産常緑広葉樹稚樹における樹形発達：一次枝成長と当年シュート
構造の解析） 
（主査）教 授  本條 毅 
（副査）教 授  藤井 英二郎     准教授  百原 新 
    准教授  梅木 清 
 
 
論 文 内 容 の 要 旨 
 
Branch growth and current-year shoot structure were examined to understand species-specific 
strategies for architectural development of four evergreen broad-leaved tree species (Castanopsis 
sieboldii, Cinnamomum tenuifolium, Machilus thunbergii, and Neolitsea sericea) growing in a 
temperate Japanese forest. In the first part, a hierarchical Bayesian approach was used to model 
two elements of branch growth: a qualitative component whether braches produce new annual shoots 
ASn and a quantitative component (mass of ASn). The two components were influenced by slightly 
different factors; the probability that a branch would produce ASn was affected by initial branch 
size, relative branch height, relative light intensity at branch tip, and maximum light intensity 
within the branch framework of a single saplings. The mass of ASn was influenced by initial branch 
size, relative branch height, branch inclination and relative light intensity at the branch tip. 
The two components of branch growth should be considered separately when tree architectural is 
modeled. Interactive responses among branches within individual saplings were detected. Some 
among-species differences were found in branch growth responses to the explanatory variables used 
in the analysis. In the second part, current-year shoot structure of the four evergreen broad-leaved 
tree species was examined. The following differences were found: Compared with the other species, 
saplings of C. sieboldii had more horizontal current-year shoots that are relatively uniformly 
distributed in crowns. With these architectural traits in current-year shoots, saplings of C. 
sieboldii under shaded conditions can avoid strong self-shading and increase the efficiency of light 
interception. In contrast, saplings of the other species typically had longer and more vertical 
current-year shoots that are concentrated in upper parts of crowns. With these architectural traits 
in current year shoots, saplings of the other species can shift their foliage upward from lower 
shaded spaces to higher sun-lit spaces. 
                    
論 文 審 査 の 結 果 の 要 旨 
 
本論文は別紙（論文要旨）のように常緑広葉樹稚樹の樹形形成について研究したものである。本論文は
平成 26 年 6 月 26 日に提出され、その後上記 4 名の審査委員により論文の内容および構成等の観点から慎
重に審査された。 
平成 26 年 7 月 30 日に、公開論文発表会を開催し、論文の発表と論文内容に関する質疑応答を行った。
発表会の後に審査会を開催し、以下の結果を得た。本論文は以下の点が学術論文として評価できる。1) こ
れまで，あまり研究されてこなかった常緑樹の樹形形成について，複数の観点（一次枝の成長と当年シュ
ートの構造）から明らかにしたこと。2) 一次枝の成長を質的な側面（成長するか否か）と量的な側面（ど
れくらい成長するか）に分けて解析し，両側面は別々に扱われるべきであることを明らかにしたこと。3) 枝
の成長に個体レベルの制御が関与していることを確認したこと。4) 同様の光合成特性を持つ被陰された常
緑広葉樹稚樹の中でも異なる樹形形成が見られることを明らかにしたこと。しかし、発表会の質疑応答を
経た審査会において以下の課題が明らかとなった。1) 葉の大きさ・配置，幹の傾き，成育地の地形が常緑
広葉樹稚樹の樹形形成に影響を与えている可能性があることを今後の研究課題に追加すること。2) 多様な
樹形を持つ樹種に研究対象を広げる必要があることを今後の研究課題に追加すること。この課題に対する
修正は軽微であり、修正確認を行い、学位論文に値すると判断した。以上より申請者が博士（農学）の学
位に値する専門分野における学識（問題発見能力，研究遂行能力，論文作成能力）を有すること、および
外国語についても試験の結果、その（ベンガル語，英語，日本語）の能力をもつことを確認した。さらに、
本論文の内容に関する論文が Environmental Information Science に公表されており，Trees- Structure 
and Functionに受理されていることを確認した。 
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論 文 内 容 の 要 旨 
 
論文内容は次の順序で考察を進める。 
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 章結  
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第 1 節 USIS 科学情報映画  
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 補論  メディアによる暮らしの表象―『暮らしの手帖』と『リカちゃんハウスの展覧会』 
終章  
 
序章 
Ⅰ.問題の所在 
敗戦から高度経済成長期社会に至る間、戦後女性の周縁化と主婦化に大きな影響を及ぼした要因の一つ
に女性の住宅問題があった。住いは、単に身体のシェルターであるだけでなく、人として尊厳と自主独立
を保ち、自由なライフスタイルの選択を可能にする生活の第一の足場である。 
男女平等理念を掲げた GHQ の戦後婦人政策と新憲法の成立は、様々な女性の権利、とりわけ女性の相
続や経済的権利を保障したが、それらは戦後女性にとって長く紙上のものに過ぎなかった。戦後社会は戦
前を連続して依然男系長子の相続を社会慣行とし、女性の自立の基盤である経済的諸権利を認めることな
く、戦後女性を家庭という家族空間に取り残したまま高度経済成長社会へと向かったからである。 
無論敗戦直後の逼迫した都市の住宅問題は女性の住い以前に、戦後家族の問題であった。またこれまで
確固たる経済的基盤を許されず、住まいを自己決定する機会を持てなかった女性たちにも、生家あるいは
婚家を自らの住宅とする社会通念があった。ゆえに戦後女性に限らず女性の住宅問題はいつの時代も家族
の住宅問題と複雑に絡み合い、重層構造を成す。 
この戦後女性と家族の住宅問題は、戦後の極端な住宅不足と占領期に大量流入したアメリカの家族家庭
像の豊かなイメージを受けて戦前の住宅概念から大きく変容する。そこに民主主義啓蒙教化の役割を担っ
た占領期 CIE 民間情報教育局映画と、ポスト占領期のアメリカ国務省による USIS 映画の映画表象による
国民生活底辺へのアメリカナイゼ―ションの影響があったと考える。これらの映画表象は、豊かな海外の
情報が自由に入手できるようになるずっと前に、戦後すぐ 1946 年に始まり、占領期では延べ 15 億 3000
万人の観客を動員し、冷戦期では 1980 年代まで教育現場では利用され続けた。 
本論はこの二つの映画計画を分析対象に、占領期 7 年間、続く冷戦期約 20 年間、ほぼ１/4 世紀にわた
って国民生活の底辺で行われたアメリカによる対日文化戦略の歴史的意義を問い、映画という表象を通じ
てアメリカがどのように日本の戦後家族の規範構築に関わり、家族の舞台背景である住空間にジェンダー
を組み込んでいったかを問題とする。 
住宅が家族の空間である以前に、人としてアイデンティティ確立に不可欠の生活の場であることを先に
述べた。特にその住宅を獲得する経済的手段から疎外されてきた女性にとって、まず住宅という生活の場
を手にすることが人生の経営の重要な一歩であったといえる。いつの時代にも女性の生活史はまさに安住
の地としていかに生活の場すなわち住宅を確保するかに集約されたといえる。戦後この女性と住宅の切り
結びに大きな影響を与えたのがアメリカ対外文化戦略の拠点 CIE/USIS 映画によるアメリカの豊かな家庭
生活の映像イメージであったと想定する。 
占領下で展開された GHQ/CIE 民間情報教育局映画の役割は、GHQ 戦後改革の先鋒を担って敗戦国日本
に民主主義啓蒙をはかり、合わせて民主的家族の創出を目論むものであった。だがその大義の背後には、
共産主義の浸透を防ぐという大きな対日文化戦略の課題が内包され、極言すれば今大戦の軍事体制を支え、
人的・物的両面での供給源となった農村の親米化を促進し、当時日本の人口の大半を抱えた農村から戦後
家族を再構築する試みであった。国家構成の最小単位である家族から共産主義に対する「太平洋の防波堤」
を築く戦略である。 
そこで最も分かり易い「眼で視る民主主義」としてアメリカの清潔で豊かな家庭生活が紹介されたので
ある。この映像による親米化は、生活に密着した家族の住宅映像から着手された。このアメリカによる家
族と住空間の映画表象に戦後住空間のジェンダー性が明確となるのである。 
USIS 映画は占領期では CIE 映画と称されるがアメリカでは一貫して USIS 映画である。ここでは占領
期の CIE 映画と冷戦期の USIS 映画とに時代区分し、戦後日本における展開と活動からそのジェンダー性
を再考する。 
 
1. GHQ/CIE 民間情報教育映画（1946 年～1952 年 ） 
2．USIS 教育映画（1952 年～1972 年） 
 
Ⅱ.先行研究 
これまで住空間研究は、おおよそ建築学領域と家族論領域から行われてきた。建築領域では、戦前戦後
を通じて「同潤会」や農村住宅の研究があり、戦後の公共住宅研究では公団 51C 型住宅の研究が代表的で
ある。西山夘三の｢食寝分離論｣や今和次郎の｢考現学｣などが特出されるが、家族論の蓄積はなお一層厚く
なされてきた。今日ではこの境を越えて、上野千鶴子や西川祐子、海外ではアメリカのドロレス･ハイデン
などによる建築と家族論のコラボレーションが盛んとなる。 
住宅問題の考察には戦後メディアの発展と隆盛に伴って今一つの検証領域、視覚表象の領域がある。本
論はその事例として、占領期・冷戦期に実施されたアメリカの対外文化戦略としての CIE/USIS 教育映画
を取り上げ、その考察と検証を軸に置く。 
これまで CIE/USIS 映画関する研究は、戦後日本に与えた影響の肯定的側面から行われ、まず CIE 映画
研究が教育史の領域から着手された。阿部彰による戦後日本の視聴覚教育制度確立に大きな貢献を果たし
た点を評価したものであった。同様に家庭科教育の領域で柴静子は、農村女性の生活改善に大きく貢献し
た CIE 女性担当官の足跡を辿り、国内製作 CIE 映画製作の考察と検証を進めた。おそらく実質的には上
記以外 CIE/USIS 映画の研究は 2000 年以前では本格化されず、アメリカ本国でもその全容はおろかフィ
ルム確保も定かとはなっていない。 
阿部･柴両研究から十数年を隔てアメリカの対外文化戦略の文脈で研究に着手したのは、東京大学情報学
環の吉見俊哉と愛媛大学大学院の土屋由香である。2004 年に桐生市からの大量の CIE 映画フィルム発見
に伴い、複数の大学からなる研究グループが CIE 映画研究にスタートした。現在ここでは政治･社会・経
済・文化のあらゆる分野から超域的に映画計画全体の検証が行われつつある。しかし CIE/USIS 映画研究
の現状はまだ緒に就いたばかりであるといえるだろう。 
 
Ⅲ.本論の先行研究における位置 
本論は阿部彰の研究に示唆を受け、さらに表象研究としては先の東京大学情報学環の対外文化戦略の文
脈で行われた研究を依拠とする。 
これら先行諸研究では、CIE/USIS 映画の功績や戦略性分析の二つに重点が置かれ、今日ではアメリカ
の対外文化戦略分析が研究の中心となっている。だが受容者側の実態研究と各々の映画内容に関する詳細
分析は行われていない。その第一の理由は表象の受容検証が困難であるという大きな障害のためである。
映画によるイメージがどのように人々に記憶され、また影響を及ぼしたか、単なる観客数の集計では実証
することが出来ない。先行諸研究はこれを熟知し、その功績と戦略性の文脈から考察が進められてきたの
である。 
しかし映像の持つ最も大きな影響力が発揮される場は、人々の日々の生活に密着した表象領域にある。
プロパガンダとしてアメリカ映画が敗戦後すぐ開始され、膨大な人々がこれを受容した。これは確かな歴
史的事実である。そして今日それらアメリカの家庭生活によく似た生活を人々は日々の生活の中で普通に
営んでいる。ここにその影響を考察する余地と可能性があると想定する。 
本論は占領下で展開された CIE/USIS 映画リストの全容をほぼ確定した。同時にアメリカ公文書館に残
る CIE フィルムを上回るタイトルとフィルムの所在を地方視聴覚ライブラリーその他に確認する。 
以上の調査と先行研究を踏まえ、CIE/USIS 映画に展開される豊かなアメリカの家族と住空間映像が戦
後女性に与えた影響を考え、これらの映画表象が戦後住空間ジェンダー生成の過程で果たした役割を検証
する。さらに戦後女性の積極的関与も含め、戦後家族と女性が着地したこの豊かな住空間は、どのような
女性周縁化の役割を果たすに至ったかを考察する。本論は表象領域だけでなく、その USIS 映画の概要解
明ではこれまでの諸研究に先行するものと考える。 
 
第一章 視覚化される民主主義―CIE 教育映画の検証  
この章では 1946 年～1952 年の CIE 映画活動概要を、機材･組織･フィルム配布･映画内容と構成等から
時系列で考察する。CIE 映画は当初アメリカのフィルムだけでは十分な供給が賄えず、イギリスをはじめ
連合各国の教育映画を登用する。中盤以降これに日本映画の製作を加えた。映画活動の実際は各都道府県
の視聴覚機関が実施し、全体は GHQ/CIE が厳しく管理運営し、各上映会には詳細な報告義務とノルマが
課せられた。 
占領期CIE映画はその映写機の略称から｢ナトコ｣映画と呼ばれるほど娯楽に飢えた人々によって国民生
活には得難い娯楽として定着した。そのプロパガンダ性を超えて受容され歓迎されたのである。これによ
り「民主主義のセールスマン」と称された CIE は日本の民主化にアメリカ文化戦略史上稀にみる成功を収
めたといわれている。この活動は GHQ の目指す封建的家族制度の早急な排除には達しなかったが、農村
では農地改革と合わせて日本の親米化に成功する。アメリカ国立公文書館には占領期だけで延べ 15 億人以
上の観客を動員した文書記録が原文のまま一次資料として残る。  
この章では、映画活動展開の状況を概観する。GHQ/CIE 側の活動は地方の農山村僻地から国民生活の
底辺に民主主義を啓蒙教化して、農村に残る軍国主義的風潮を一掃し、合わせてその背後で軍事体制を支
えてきた農村の封建的家族制度にメスを入れる計画であった。そこで農村の底辺に位置する女性の解放を
啓蒙の主眼とし、生活改善の実際を指導する天然資源局と連携して、台所の改善を中心とする農村の生活
改善普及活動から着手する。いわゆる「カマドの改善｣である。戦後住空間の変容はこのカマドの改善にス
タートする。CIE 映画で豊かなアメリカの家庭生活や清潔な住宅イメージを受容した戦後女性はこの「カ
マドの改善」を超えてそのはるか先、映像に見る豊かな住空間を眼差し、高度成長期にはこのアメリカの
住宅に酷似する戦後住宅の原型を現出するのである。 
では CIE 映画ではどのようなイメージの提示が行われたか、この章では 4 本の映像分析を精密に行う。
このアメリカの家庭生活を模倣した戦後家族は占領期に続いて冷戦期には消費の主体として大きな役割を
担うのである。 
またこれらアメリカの家族映画の背後には占領期/冷戦期を通して夥しい反共映画が登場する。共産主義
浸透の脅威も戦後家族の肖像を書き換える大きな要因ともなり、アメリカの占領期民主主義の特徴の一つ
となる。 
 
第二章 戦後住空間と家族のメディア・USIS 映画 
冷戦期、アメリカ国務省は CIE 教育映画のシステム・機材・戦略等を全て引き継ぐ。この章では戦後住
空間と家族のメディアとして活躍した USIS 映画について述べる。 
アメリカ広報文化庁(USIA)のもとで USIS 映画として再出発した USIS 映画は占領下における日本民主
化の歴史的成功を背景に、映画を対共産主義防衛の有効は手段とみなし、変動するアジアを含めて世界規
模で活動を開始する。CIE 映画が提供した世界の情報に加えて、アメリカは USIS 映画に最新の科学情報
映画を都市の人々や教育現場に 1970 年代初めまで提供し続け、その受容は 1980 年代まで記録される。 
この国務省/USIA の教育映画計画は、占領期に自由主義社会の結束を諮るアメリカ対外文化戦略の要で
あった。このUSIS映画の発信した科学情報はポスト占領期の日本にもCIE映画に劣らない影響を及ぼす。
科学の発展による豊かな生活を、表象として映像に視覚化し、戦後は終わったとする人々の気運に新たな
豊かで清潔な美しい生活への欲望を喚起する。 
CIE 映画では受容者に映画の全体を明らかにする目録は提示されていない。受容者は USIS 映画におい
て初めて純然たる任意の受容者としてフィルムの全容に触れることが出来た。そこでこの章の分析では
「USIS 映画目録」の検証に重点を置く。この映画目録は 1970 年まで作成され、発行は 17 年間で計 8 冊
になる。USIS 映画の内容とアメリカの対外文化戦略の変化を知る重要な資料と考える。 
筆者はこれら映画目録と CIE/ USIS 映画フィルムの全国調査の成果を基にし、今日まで明らかにされて
いなかった冷戦期 USIS フィルムリストの日本における全容を把握した。そこでは USIS 映画には世界経
済で重要な位置を占める多国籍企業と呼ばれる多くのアメリカ大企業がフィルムを提供している事実が判
明する。 
映像分析には日本の受容動向を検証するため、受容者のアメリカへの視線として民放の海外取材番組で
USIS 映画に登録されたフィルム、またアメリカからの視線として USIS 映画に登用された企業映画を作
品分析に加える。 
さらに補論として日本側の受容状況を検証し、数少ない USIS 映画の受容動向を以下の資料から考察する。 
 
1. 琉米文化会館日誌記録 
2. 新潟県公文書刊所蔵・佐藤嘉市文書 
3. せんだいメディアテークに残存する図書カード 
4. 岡山視聴覚史 
 
1.と 3.は筆者が調査段階で発見したもので、現在未整理の状態で残存する未公刊資料である。2.の新潟県
公文書刊所蔵・佐藤嘉市文書は、占領期から冷戦期を記録する貴重なこれも未公刊資料である。岡山視聴
覚史は、USIS 映画と特定はできないが、1960 年代冷戦期の教育現場 16ｍｍフィルム受容の実体が記録さ
れる。2010、11 年の筆者調査では残存する CIE/USIS フィルムを一番多く所蔵するのが岡山視聴覚ライ
ブラリー(現・三学ぱる)であった。残存状況は傍証に値するタイトル数と保存状態を維持する。USIS 受容
の記録は正確には現時点で 1.～3.までのこの三点のみである。これらの資料から見る日本の受容動向を再
考する。 
 
第三章 戦後住空間のジェンダー ・家族と衛生 
この章では企業映画の USIS 映画への参入と、USIA と国家戦略に参画した大企業の相互利用と連帯が
戦後住空間と家族に及ぼした影響を考える。大企業が提供した企業映画は USIA によって編集され、世界
80 か国に 41 言語で翻訳されて年間延べ 5 億人の観客が動員されたという。 
この時期の特筆すべき事項は、冷戦の激化に伴う宇宙開発の熾烈な競争と科学技術の飛躍的発展によって、
人々の暮らしに「科学」が登場したことにある。ではこの企業提供の科学情報映画はどのような戦後家族
と住空間を映像に作り出したか。この問題を三章考察の中心とする。 
「人々の暮らしを変える科学の話」というナレーションで始められる『科学時報』シリーズと関連の科
学情報映画は USIS 映画の半数近くにのぼる。それらが提供する科学情報は、戦後家族の生活空間に表面
的なモノの量や美で贖えない清潔の美を求めてゆく。つまり身体の外部から内部へ、ミクロの領域の清潔
と衛生であり、果てしない消費の勧めである。単なる住空間の清潔と衛生を超え、家族身体の衛生へと消
費を増幅させる。結果として USIS 期の科学情報映画の横溢は日本の高度経済成長社会のモノの消費を拡
大し、その後の衛生消費社会を生み出す契機を作ったことになる。個人の住宅消費は生涯獲得収入から見
ると一見莫大だが永続するものではない。衛生消費こそ少子高齢化社会の次世代消費を担う大きな領域と
なる。 
補論としてアメリカの親米化戦略の流れに追髄した日本メディアを分析し傍証に加える。戦後女性に大
きな影響力を持った婦人生活誌『暮らしの手帖』と住宅に対するアメリカへの憧憬イメージの世代間継承
に貢献した女児玩具、｢リカちゃん｣人形の住空間を取り上げた。二つのメディアは、その住宅表象を横軸
で同世代間の共有を可能にし、縦軸で母子間に連続させて戦後住空間のジェンダー構築に深く関与したと
考える。 
 
終章 
このような歴史的展開をしてきた CIE/USIS 映画による家族と住宅表象は、戦後家族と女性の住空間を
どこに着地させたかを再確認する。確かに法制上とはいえ戦後改革の初期活動を担った CIE ニューディー
ル左派の活躍は戦後女性の解放を実現し、その理念は CIE 映画の初期映像上に確認することが出来る。し
かしこれらの CIE 担当官たちが交代しまたは本国召還になると、USIA の映画政策は次第に初期理念を薄
める。アメリカの共産主義防衛という対外文化戦略の文脈からすれば、戦後住空間のジェンダー化路線は
戦後改革の開始以前にすでに予定されたものであったと考えねばならない。映像は豊かさへの憧憬を住空
間と消費に集約し、アメリカの中流家庭と家族の複製を親米化の根幹とする。今日、日本の戦後家族の住
宅の原型はほとんどここにあるいえるだろう。すでに 1960 年代のアメリカではこの中流家庭の増産によ
って消費を拡大し経済と社会の安定をはかる動向は、限界に達し退潮の兆しを見せ始めていた。戦時ロー
ジー達の主婦化を問題としたウーマン・リヴの抬頭である。だが 1960 年代の日本社会は一億総中流と自
称し、まだアメリカを眼差していた。映像記録に見る人々の住空間はまだ貧しく、人々の住宅願望は新し
いジェンダー視点による運動の波を男女ともに看過したのである。 
住宅バブルが 90 年代に崩壊してもなお日本におけるアメリカンドリーム現象は世代間に継承されてい
る。日本の住宅は欧米に比べ耐用年数が極端に短く、公共福祉住宅を望めない戦後日本の住環境では住宅
の需要が飽和状態に達しても低レベル低価格の住宅供給は続くのである。加えて家族の身体の健康の維持
管理には身体の衛生消費 
が必要とされる。平均寿命が高くなるにつれ人々の関心は次第に身体の健康と衛生に向かってゆく。少子
高齢化時代に対応できる省力で衛生を確保できる様々住設備や次々開発される機器が必要である。電子機
器、洗剤・サプリメントその他諸々の衛生消費である。 
占領期 CIE 映画の衛生は台所・食物摂取の衛生と便所すなわち排泄の衛生に終始したが、この基本概念
は USIS 映画の科学映画の登場によって高次元へと高められてゆく。人々の視線は眼に見える衛生消費か
ら眼に見えない究極の衛生消費へ向かうのである。 
衛生とは清潔は食物摂取の口から排泄までをあらゆる消費で覆うものである。住宅消費を勧めて高度成
長期社会を実現したアメリカの豊かな暮らしの映像は、住空間はもちろん身体の外側から内部までを支配
する究極の消費・衛生に行き着いたと考える。 
では再びそこに重複される戦後女性の住空間とはなんであったかが問われねばならない。高度経済成長
期社会では美しい暮らしの生活空間が入手できたが、戦後女性の存在はあくまで住宅と家族身体の衛生管
理者であった。少子高齢化時代に入ると、食事と排泄の世話を主体とする高齢者介護は、再びその住宅内
の女性の家事労働に戻された。戦後女性の住空間はアメリカンドリームというイメージによる幻想空間で
あった。このジェンダー化された戦後住空間は、「豊かな暮らしと住い」を確保しようとした女性との共
犯関係に生まれた所産であり、戦後女性はその代替として自主自立という最も大きな自由を喪失したので
ある。 
論文内容の要旨は以上の通りである。 
 
 論 文 審 査 の 結 果 の 要 旨 
 
 本論文は、第二次世界大戦後の占領期、さらに 70 年代へと続く冷戦期において、アメリカが重視したメ
ディアとそれを用いた視聴覚教育の中で重要な位置を占める映画に注目し、日本における CIE/USIS 映画
の展開の把握を試みるものである。本論文の功績の一つは、連合国軍最高司令官総司令部（GHQ/SCAP）
民間情報（CIE）が占領期に上映した CIE 映画、および占領終結後とともに合衆国広報文化交流庁（USIA、
53 年 8 月アメリカ国務省から独立）の管轄下に置かれ、アメリカ大使館が統括する全国 13 ヶ所のアメリ
カ文化センターや都道府県視聴覚ライブラリーで上映された USIS 映画について、保存状態を各地で調査、
リストを作成したことである。筆者はその中から、自身の関心に従い 300 本を超える映画を視聴し、言葉
（字幕）と映像が伝えるメッセージを表象分析の手法を用いて読み解いた。本論文の目的は、民主的国家
構築と防共体制の確立の目的に沿ってアメリカが展開するこれらの映画に、住宅を舞台とする清潔で豊か
な家庭生活のイメージ、関連する科学情報がふんだんに提供され続けたことを浮かび上がらせ、これらの
表象が戦後の日本女性の自意識の構築と社会編成に深く関与したことを、ジェンダーの視点から明らかに
することである。 
 論文は 3 章構成をとる。第 1 章「視覚化される民主主義―CIE 教育映画の検証」では、農村における生
活（台所）改善、ダイニングキッチンの提唱、そして女性の団結等をテーマとする CIE 映画群に注目する。
家族内における家父長的権威の解体と女性の地位の向上、意識改革を訴える啓蒙的短編映画が、実際には
台所／キッチンや衛生に特化した役割へと女性を押しやる役割を担っていたと論じた。その背景として、
アメリカが防共体制確立のために日本の戦後家族の再編と安定を緊要な課題と認識していたことをあげる。
また占領初期の CIE 映画には、アメリカ製と匹敵するほどの数のイギリスの映画が含まれているものの、
アメリカの意向を踏まえた CIE の編集追加があることを明らかにし、その背景には、個人による住宅購入
を基本とするアメリカ型の住宅復興計画の推進があったことを示唆した。第 2 章「戦後住空間と家族のメ
ディア・USIS 映画」では、USIS 期の映画の中に、清潔で豊かな家庭生活という「理想」を実現するアメ
リカの家庭と女性を称揚する作品の増加が見られることに注目、映画製作に多くの企業が関与したことを
踏まえながら映像分析をおこなう。冷戦下の映画においては、科学の家庭利用が謳われ、家電製品や家庭
用品が映像の中核を占めていくと筆者は指摘する。さらに補論では、各都道府県に残されたフィルムの貸
し出し記録の調査等を通じて、これらの映画の受容者を明らかにすべく試みた成果を提示する。その結果、
今日確認できうる限りの記録を追うことでテレビ局や企業による利用があったことを明らかにし、USIS
映画が、多様なメディアの発達著しい 60 年代以降の日本社会においても、いまだ一つのモデルとして機能
していたと論じた。第 3 章「戦後住空間のジェンダー：家族と衛生」では、USIS 期にシリーズ化された
「科学時報」を中心に取り上げ、暮らしと身体にかかわる「理想」が、衛生（清潔）によって完成すると
いうイメージが重層的に送り出される様相を捉える。そしてその「理想」の実現、衛生と美しさの維持に
は、女性を要とする家族の「消費」が不可欠であるというメッセージが発信され続けたと筆者は主張する。
補論として『暮らしの手帳』と「リカちゃんハウス」を対象とする考察を加え、国内メディアが USIS 映
画のメッセージを継承、また共時的に展開した可能性をも示唆している。 
本研究の意義は、映画表象を手がかりとして、戦後日本の住宅政策、「衛生」概念の広がりと「消費」との
関連性を浮かび上がらせ、かつ戦後「解放」されたはずの女性が「主体的」に私的領域に再編成される様
相に迫ろうとした点にある。日本で上映された両映画のリスト作成により進展する研究状況に寄与し、独
自の見解を提示する本論文は、学位論文にふさわしい内容を備えていると評価した。 
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論 文 内 容 の 要 旨 
 
言語は自らの内在的な力とほかの言語との接触によって変化すると言われる。本研究では接触による変
化と及び漢語副詞に注目し、漢語とモンゴル語チャハル方言の接触による言語変化について漢語動詞と副
詞の借用を中心に分析を行った。 
接触する二つの言語或いは幾つかの言語の間には借用を含む様々な接触現象が起こるが、借用現象はな
ぜ起こる理由や動機についてよく言われるのは、受け入れ言語におけるギャップを埋めるということや源
泉言語の威信によるものである。前者は新しい文化などの受け入れに伴って、人々は自らの言語にない言
葉を他言語から借用し、自分の言葉の欠如している部分を補うための借用である。このような現象はほと
んどすべての言語に見られる現象であり、本研究で言及するモンゴル語チャハル方言で見ると、モンゴル
人の文化や生活にかつてなかった概念を漢語やほかの言語から借用してきている。本研究のデータにもよ
く見られる例を挙げると、チャハル方言の口語では漢語の“di 的/的车”「タクシー」が‘dii’として借用
され、「タクシーに乗る」ことが漢語の“da di 打的”から‘da di xiix ’或いは‘di da‐x’のように借
用される。そして、借用動機のもう一つは言語の社会的優位性と言われるが、それは文化や経済などの社
会的な面で優位に立つ言語がそうでない言語に影響を与え、社会的に弱い立場にある言語が優位にある言
語から借用することである。例えば、二つの言語 A と B において、もし言語 A が支配階級に置かれている
言語であったり、或いは B に比べて文化や経済など社会的に様々な面で優位な立場であったりする場合は、
言語 B の話者が言語 A を習得するのであり、言語 A の話者が言語 B を習得することは起こりにくいので
ある。その結果、言語 B が言語 A に借用することは起こるが、逆に言語 A が B に借用することは起きな
い。本論で言及する、漢語は中国では主体言語であり、その周りの小数民族言語には様々な影響を与えて
おり、それらの小数民族言語は借用によりそれぞれ異なる言語現象や変化を見せている。漢語の影響を受
ける内モンゴルのモンゴル語はその一つの例であり、主体言語である漢語がモンゴル人に習得され、様々
な形でモンゴル語の中に取り入られている。勿論、内モンゴルの中でも方言や地域によって漢語の影響を
受ける程度には差がある。例えば、モンゴル語に漢語を借用することで従来からよく言われてきたのは東
部方言のホルチン方言である。この方言はやくから漢文化と接触してきたゆえに、口語中には大量に漢語
を取り入れている。そのため、ほかのモンゴル語の方言と比べると漢語との接触現象に関する研究がより
進んでいるのである。これは本研究が中部のチャハル方言の漢語との接触現象に注目した理由の一つであ
る。 
ここまで「なぜ借用が起こるのか」という問題について言及したが、ここから、言語接触研究によく持
ち上げられるもう一つの問題について紹介したい。それは、実際借用が起きる時に何が、即ちどのような
言語要素が借用されるのかという問題である。何が借用されるかという問題については、言語状況や話者
の言語に対する態度などによってそれぞれの言語で大きく異なる。よく言われるものとしては、まず、新
しい概念などの導入に伴い語彙の借用が起こることであり、語彙のなかでも一般的に非基礎語彙が基礎語
彙よりも借用されやすいと言われ、名詞が動詞などよりも借用されやすいと言われる。また、構文上では、
いわゆる「語順」が借用によって変更されることもよく知られており、文法機能語が語彙などよりも借用
されにくいと言われる。さらに、音声とその体系に関しては借用してきた音が後に言語の中で音韻的対立
を起こしたり、もともとあった対立が壊れたりするなどのことが起こりうるなどの現象が挙げられる。 
 このように言語の様々な要素が借用されうる中で、動詞の借用は接触現象の研究の中で非常に注目を集
め、重要視されてきたテーマの一つである。そのため、動詞借用についての研究も数多くなされてきた。
その中でも「動詞は動詞として借用されるのか」というのが大きな論点となり、Moravcsick を代表とする
「動詞は動詞として借用できない」と提唱する研究者とそれに反対する「動詞は動詞として借用できる」
と提唱する研究者がこの問題について議論を広げてきた。さらに動詞はどのようにして借用されているの
かという問題についても研究がなされてきたが、本論は Muysken(2000)と Wohlgemuth(2009)を動詞借用
ストラテジーの理論を基に、モンゴル語チャハル方言における動詞の借用ストラテジーを考察した。 
本論は録音調査で得られたデータを基にモンゴル語チャハル方言における漢語動詞の借用状況を明らか
にした。まず、モンゴル語が漢語動詞を借用するストラテジーについて、【漢語＋接尾辞】【漢語＋‐d/‐l】
【漢語＋xii‐】の三つに分類したが前者の【漢語＋接尾辞】ストラテジーに【漢語＋屈折接辞】【漢語＋ア
スペクト/ヴォイス】二つの下位ストラテジーがあることが分かった。【漢語＋接尾辞】形の借用方法では
借用される漢語がモンゴル語の語幹のような働きをすることから、漢語はモンゴル語の中で動詞として借
用できることを証明した。従って、本論は、「動詞は動詞として借用できる」という提唱を支持する。また
ストラテジー【漢語＋‐d/‐l】と【漢語＋xii‐】借用方法から、モンゴル語はこの手法を用いる際に漢語
を名詞として扱っていることを明らかにし、さらに同じ漢語が【漢語＋接尾辞】では動詞として借用され、
【漢語＋xii‐】と【漢語＋‐d/‐l】では名詞として借用されることが分かった。これによって、同じ漢語
がチャハル方言の中で名詞としても、動詞としても扱われていることを明らかにした。これらを踏まえて、
筆者がまとめたこの三つの借用ストラテジーとその下位ストラテジーについて、Muysken(2000)と
Wohlgemuth(2009)の借用ストラテジーの中での位置づけを行った。チャハル方言における借用ストラテ
ジー【漢語＋接尾辞】は Muysken(2000)がいう【1. 挿入動詞】のと Wohlgemuth(2009)がいう【1. 直接
挿入】に相当すると考えられる。しかし、モンゴル語はゼロ接辞の形で、語幹そのままが命令形になるた
め、借用される漢語も接尾辞などを付けずにゼロ接辞の形で命令を表すことができる。そのため、命令の
意味で借用される漢語は一見モンゴル語の接尾辞を後続させていないように見えるのだが、それはモンゴ
ル語の文法に従いゼロ接辞の形になったことであり、Muysken が言う【1. 挿入動詞】の【1) 原形動詞の
借用】とは異なる。従って、ゼロ接辞の形で借用される命令を表す漢語の借用ストラテジーも【漢語＋接
尾辞】である。チャハル方言における借用ストラテジー【漢語＋‐l/‐d】については Muysken(2000)がい
う【1. 挿入動詞】の【3) 語幹の改造】と Wohlgemuth(2009)がいう【2. 間接挿入】に相当し、【漢語＋xii‐】
は Muysken(2000)がいう【2. 借用複合動詞】の【2) 名詞化】と Wohlgemuth(2009)がいう【3. 軽動詞ス
トラテジー】に相当すると考えられる。 
動詞の借用についてここまで考察してきたが、実は言語接触現象を見る上で人々はつい名詞や動詞、形
容などの借用に注目しがちだった。これについてディクソン(2001:34)は「人々は自分たちの言語を辞書の
項目、即ち名詞、動詞、形容詞のような開いた体系の語に照らして考えがちだ。つまり、言語を語彙項目
と統一視し、さらに民族的アイデンティティーを示す指標として操作しようとする。逆に文法範疇または
形式については同様の意識はもっておらず、そこで起きている変化はほとんど気付くこともない」と述べ
ている。そのため、動詞の借用に関する研究に比べると副詞の借用に関する研究はそれほど多くあげられ
ず、モンゴル語と漢語の接触現象に関する研究も筆者の調査した限り、まだ文献が確認されてない状況で
ある。そのため、本研究はチャハル方言の口語に借用される漢語副詞の“也”、“就”を由来すると思われ
る‘jəə’‘ʤuu’について考察を行った。その結果、まず‘jəə’が借用されることによって、‘jəə’に前置す
る動詞が形動詞や副動詞の変化形だけではなく、語幹形のままで現れるという、本来ならモンゴル語に存
在しない現象を起こしたことを明らかにした。そして、ある動作が起こらないことを強調する場合、本来
モンゴル語では小辞‘ʧ’を用いて、【動詞(形動詞変化形など)＋ʧ＋否定】の形をとるのに対し、‘jəə’を用
いる場合は漢語の構文と同じように【動詞語幹＋jәә＋動詞（否定）】の形を取らなければならないことも
明らかにした。最後に、同じ文法的・意味的役割を果たす場合、‘jəə’と‘ʧ’ははっきりしたスタイル上の
使い分けをし、口語では借用されてきた‘jəə’が用いられ、文語ではモンゴル語固有の小辞‘ʧ’が用い
られることも明らかになった。一方、漢語副詞“就”に由来すると思われる‘ʤuu’がモンゴル語にもたら
した変化は、‘jəə’ほど著しくないが、モンゴル語の数多くの副詞や情態詞が口語では ‘ʤuu’一つに代
用されることになった。また、‘ʤuu’で事柄の程度を強調する時には、強調される要素に前置されるが、
従来のモンゴル語では取り立て詞が強調される要素に後置する。この規則を壊し、‘ʤuu’が前置して強調
の役割を果たすことは、‘ʤuu’によって新たな規則がモンゴル語に加えられたと考えられる。 
 本研究は、内モンゴルのモンゴル語における漢語との接触現象について、その研究が東部方言に集中し
がちであった状況を打開し、さらにモンゴル語ではほとんど言及されてこなかった副詞などの閉じたクラ
スの借用現象についての考察を試みた。また動詞の借用に関しては、今までの研究では見られなかったモ
ンゴル語チャハル方言の特有の借用手法を明らかにし、動詞借用に関する理論研究にも微力ながら貢献が
できたのではないかと考える。 
 
 
論 文 審 査 の 結 果 の 要 旨 
 
イリチ氏の論文は、中国内モンゴルの都市部で話されているモンゴル語チャハル方言の口語における漢
語からの借用現象について、言語接触理論の視点に基づき、動詞と副詞に焦点を置いて分析したものであ
る。 
チャハル方言は内モンゴルの標準語的な方言であるが、モンゴル語文語に基づいたモンゴル文字による
正書法は、口語の音の実態を正確には表し得ない。そこでイリチ氏はまずチャハル方言口語の音韻分析（音
素分析）を行い、それに基づいて設定した表記によって、二十数時間に及ぶ自然会話を収録、テキストを
作成する膨大な作業をまず行った。このような現代モンゴル語口語の会話テキストは資料自体大変貴重で
ある。 
しかし氏の研究の特徴は、記述的研究にとどまらず、歴史言語学・接触言語学の観点から一般言語学的
にこの問題を考察したことにある。それらの分野の先行研究においては、ある言語の動詞を別の言語で名
詞化という手順を経ずに動詞として借用することは不可能であるという説と、可能であるという説に分か
れている。イリチ氏は上記の会話テキストにおける、モンゴル語における漢語からの借用のパターンを精
査することで、それを「漢語＋動詞接尾辞」「漢語＋出名動詞接尾辞」「漢語＋xii-（日本語の「する」）に
あたるもの」という３つのストラテジーに分類し、さらにどのような動詞がこれらのストラテジーによっ
て借用されているかを整理して、次のような差異があることを明らかにした。 
１．「漢語＋動詞接尾辞」は 1 音節語に用いられる割合が高く、2 音節語は「漢語＋xii-」に比べると少な
い。 
２．「漢語＋出名動詞接尾辞」は生産性が低く、「化石化」した表現に用いられている。 
３．「漢語＋xii-」は圧倒的に 2 音節語に用いられている。 
４．「漢語＋xii-」で借用される 2 音節語は動賓構造（動詞＋目的語）のものが多くを占める。 
そして、このうちの「漢語＋動詞接尾辞」は、漢語動詞をモンゴル語の動詞語幹と全く同等のものとし
て取り入れる生産的な手段であり、動詞を動詞として借用することが可能であるという説の優位性を示す
ことに成功した。 
さらに、副詞においても jəə と ʤuu というふたつの副詞をとりあげ、これらが「也」と「就」という漢
語に由来することを実証した上で、それらの副詞がモンゴル語の文法構造にも影響を与えていることを示
した。これは従来まったく指摘されていなかった問題である。 
モンゴル語における漢語借用は、漢語圏との接触地域にあるホルチン地方などで進行していることが知
られており、それらの地域における研究は進んでいるが、これまで漢語の影響が比較的少ないと見られて
いたチャハル方言地域においても、単なる語彙の借用と解釈できる名詞だけではなく、文法構造そのもの
を変換させる可能性のある動詞の借用が進んでおり、さらに副詞の借用が実際に文法構造に影響を与えて
いることを実証的に示したのは、本論文の大きな功績であり、理論的にも、また中国における言語政策に
関連する基礎資料としても大きな意味を持っている。 
以上の点から審査委員会では、本論文を千葉大学人文社会科学研究科博士論文として十分な水準に達し
たものと認め、全員一致で合格と判定した。 
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論 文 審 査 委 員  
RATIH FITRIA PUTRI 
博 士（学 術） 
千大院融博甲第学９号 
平成２６年９月２６日 
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（副査）教 授  久世 宏明   教 授  J. T. Sri Sumantyo 
    特任准教授  入江 仁士 
（外部審査委員）理学研究科教授 建石 隆太郎 
 
 
 
論 文 内 容 の 要 旨 
 
広域自然災害をマッピングするには多大な労力とコストが必要であるため、とくに熱帯地域では自然災
害データベースの構築が遅れている。リモートセンシング技術の進展により、減災への貢献が期待されて
いる。本研究は、地滑りや地盤沈下または地殻変動などの災害発生にともなう地表面変化を監視し、高精
度に解析することを目的として実施した。本研究の対象地域は、インドネシア・ジャカルタ首都特別州の
市街地およびジョグジャカルタ特別州のカヤンガン流域である。差分干渉合成開口レーダ（DInSAR ）手法
を活用して 2 時期の観測から得られた SAR の複素データより位相情報を抽出し、地表面の沈下または隆起
を高精度に測定した。地表面被覆の特性を考慮して、ジャカルタ市街地では Xバンドの TerraSAR-X画像を
使用し、流域の地滑り解析には Lバンドの ALOS PALSAR 画像を使用した。その結果、それぞれの地域にお
ける最大の年間変動量は 17.5 cm/yearおよび 57.9 cm/yearであることが明らかになった。これらの衛星
データによる結果は、同時期に実施した地上検証の結果とも整合するものであった。本研究では、DInSAR
手法においてバンドを適切に選択することにより、熱帯地域においても立ち入りが困難な地域を含め、広
範囲での地表面変化の監視と解析が可能であることを明らかにした。  
論 文 審 査 の 結 果 の 要 旨 
 
広域自然災害をマッピングするには多大な労力とコストが必要であるため、とくに熱帯地域では自然災
害データベースの構築が遅れている。リモートセンシング技術の進展により、減災への貢献が期待されて
いる。本研究は、地滑りや地盤沈下または地殻変動などの災害発生にともなう地表面変化を監視し、高精
度に解析することを目的として実施した。本研究の対象地域は、インドネシア・ジャカルタ首都特別州の
市街地およびジョグジャカルタ特別州のカヤンガン流域である。差分干渉合成開口レーダ（DInSAR ）手法
を活用して 2 時期の観測から得られた SAR の複素データより位相情報を抽出し、地表面の沈下または隆起
を高精度に測定した。地表面被覆の特性を考慮して、ジャカルタ市街地では Xバンドの TerraSAR-X画像を
使用し、流域の地滑り解析には Lバンドの ALOS PALSAR 画像を使用した。その結果、それぞれの地域にお
ける最大の年間変動量は 17.5 cm/yearおよび 57.9 cm/yearであることが明らかになった。これらの衛星
データによる結果は、同時期に実施した地上検証の結果とも整合するものであった。本研究では、DInSAR
手法においてバンドを適切に選択することにより、熱帯地域においても立ち入りが困難な地域を含め、広
範囲での地表面変化の監視と解析が可能であることを明らかにした。  
 以上述べたように、審査委員会は本論文が博士（ 学術 ）の学位に値するものと判断した。 
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論 文 内 容 の 要 旨 
 
 良好な透明性をもち、適度な導電性を有する透明導電性フィルムは、半導体素子のパッケージングや帯
電防止目的のために利用されることから多くの検討例がある。論文申請者の研究室でも、これまで、濃緑
色のカルバゾール電解重合膜と金属との固相反応によって透明導電性フィルムが得られることが見出され
ている。しかし、電解重合法では、最終的にフィルムの形態でしか得られないので、フィルムの成形に自
由度が少ないこと、固相反応では電解重合膜の膜厚によって金属の量を厳密に定める必要があること等の
問題点があり、工学的応用は困難であった。 
 本研究では、カルバゾールの N-置換誘導体を用いた化学重合法によって可溶性重合体を得ることができ、
しかもその重合体の溶液に金属を単に投入するだけで（投入量を特に定めることなく）、透明導電材料塗布
液を作製することができた。そして、その塗布液をコーティングすることによって自在の面積及び膜厚の
透明導電性フィルムを作製することができ、上記の課題を解決することができた。本論文では、可溶性重
合体の合成方法と化学構造の同定の詳細を論じるとともに、分光学的・電気化学的・熱的・電気的物性の
測定を通して、ハイブリッド化反応の化学について考察した。特にハイブリッド化が重合体の上記特性の
すべてを向上させる要因について議論した。さらに、置換基をアルキル基とした場合に高導電性を示すゲ
ルが得られたことについても言及した。  
論 文 審 査 の 結 果 の 要 旨 
 
 フレキシブルな透明導電性フィルムは、半導体素子のパッケージングや帯電防止目的のために利用され
ることから多くの検討例がある。先行研究では、濃緑色のカルバゾール電解重合膜と蒸着金属との固相反
応（ハイブリッド化反応）によって透明導電性フィルムが得られることが見出されている。しかし、蒸着
を用いる方法では生産性が低いという問題点があった。 
 そこで、本研究では蒸着金属の代わりに 4 種の溶融金属を用い、大気下での接触だけで透明導電性フィ
ルムを開発する新規な手法の提案が行われた。しかしながらそれでもなお、電解重合膜を用いるアプロー
チでは、基板に導電性が必要なこと、生成物がフィルムの形態でしか得られないので、フィルムの成形に
自由度が少ないこと、及び固相反応では電解重合膜の膜厚によって金属の量を厳密に定める必要があるこ
と等の問題点があり、工学的応用に対してさらなる課題が残された。そこで次なるアプローチとして、カ
ルバゾールの N-置換誘導体を用いた化学重合法によって可溶性重合体が合成され、その重合体の溶液に金
属を投入することで透明導電材料塗布液が作製された。その後、塗布液を基板上にコーティングすること
によって自在の面積及び膜厚の透明導電性フィルムが作製され、上記の課題が解決された。本論文では、
可溶性重合体の合成方法と化学構造の同定の詳細を論じるとともに、分光学的・電気化学的・熱的・電気
的物性の測定を通して、ハイブリッド化反応の化学を明らかにした。  
 以上述べたように、審査委員会は本論文が博士（ 工学 ）の学位に値するものと判断した。 
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論 文 内 容 の 要 旨 
 
【目的】 
 多くの先行研究によって統合失調症の暴力の様々なリスクファクターが特定されてきた。
しかし、これらのリスクファクターの異なる社会文化的背景における暴力への影響は不明瞭
なままである。本研究の目的は、精神科救急によって入院した日本人統合失調症患者におけ
る暴力関連因子を探索し、先行研究における結果と比較することである。 
【方法】 
 1986 年〜2005年に東京都立松沢病院に夜間休日の精神科救急によって入院した、入院前に
暴力を認めた日本人統合失調症患者 420 例と、年齢・性別・入院年をマッチさせた非暴力統
合失調症患者 420 例を比較するケースコントロールスタディを行った。診療録を回顧的に評
価し、評価者間信頼性検定を行った。条件付きロジスティック回帰分析を施行し、暴力関連
因子を特定した。 
【結果・考察】 
 精神運動興奮、暴力歴、妄想体系、滅裂思考、幻聴、TCO(Threat/Control-Override)症状、
関係妄想、長期罹病期間が暴力関連因子として特定された。一方、本研究では先行研究で重
要なリスクファクターとされてきた、物質乱用や病前の反社会的エピソードといった反社会
的傾向は有意な暴力関連因子として特定されなかった。 
【結論】 
 日本人統合失調症患者による暴力は、物質乱用や病前の反社会的エピソードといった反社
会傾向というよりは長期罹病期間や精神病症状といった純粋な統合失調症の要素とより強く
関連していることが明らかになった。この結果は、日本人統合失調症患者の暴力関連因子は
他国のそれとは異なることを示している。この結果は、今後の暴力リスク研究は、対象の文
化や人種差を考慮する必要があるということを示している。
 論 文 審 査 の 結 果 の 要 旨 
 
本論文は、精神科救急によって入院した日本人統合失調症患者における暴力関連因子を探
索し、欧米を主体にした先行研究における結果と比較検討したものである。1986年〜2005年
に東京都立松沢病院に夜間休日の精神科救急によって入院した、入院前に暴力を認めた日本
人統合失調症患者 420 例と、年齢・性別・入院年をマッチさせた非暴力統合失調症患者 420
例を比較するケースコントロールスタディによって、日本人統合失調症患者の暴力関連因子
として、精神運動興奮、暴力歴、妄想体系、滅裂思考、幻聴、TCO(Threat/Control-Override)
症状、関係妄想、長期罹病期間を特定した。一方、先行研究で重要なリスクファクターとさ
れてきた、物質乱用や病前の反社会的エピソードといった反社会的傾向は有意な暴力関連因
子として特定されなかった。これらの結果から、日本人統合失調症患者による暴力は、物質
乱用や病前の反社会的エピソードといった反社会傾向というよりは長期罹病期間や精神病症
状といった純粋な統合失調症の要素とより強く関連していることが明らかになった。 
本論文は、本邦初の統合失調症患者による暴力に関する包括的かつ大規模な研究である。
本論文により、日本人統合失調症患者の暴力発生モデルは欧米と異なる可能性があること、
欧米を主体とした暴力のリスクファクター研究の結果を異文化・人種に般化するには慎重で
あるべきことが実証的に証明された。これらの結果は、今後の本邦における統合失調症患者
のリスクアセスメントを考える上で非常に有用な所見となる点で意義のある論文であると認
めた。 
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論 文 審 査 委 員  
寺 田  浩 
博 士（医学） 
千大院医薬博甲第医１０７０号 
平成２６年 ９月２６日 
学位規則第４条第１項該当 
Detection of early signs of relapse in Japanese patients with 
schizophrenia – A 6-month follow-up study using mobile phone 
（日本人における統合失調症患者の早期再発兆候の検出、携帯電話によ
る 6か月間のフォローアップスタディー） 
（主査）教 授  渡邉 博幸 
（副査）教 授  五十嵐 禎人    教 授  橋本 謙二 
 
 
論 文 内 容 の 要 旨 
 
【目的】統合失調症の再発の兆候を早期にとらえて、介入を施す 
ことは有用と考えられる。しかし、ITAREPSは海外で開発されたツールであり、日本人独自で
再発の兆候をとらえるためには、新たに質問紙を見直し、再発の閾値を明確にする必要があ
ると考えた。従って、本研究では、日本人の統合失調症の外来通院患者を対象とし、再発の
兆候を検出するための新たな質問紙を開発と、再発の兆候を示す質問紙スコアの閾値を明確
にすることを目的とした。 
【方法】本研究は前向き、非盲検試験である。前向き６か月を調査期間とした。携帯電話に
週１回ずつ自己評価を行うことを示すメールを送り、携帯電話にて回答を得た。BPRS は受診
時に実施した。前回の IC の回答の総点からその次の総点への変化量を求めて、IC増加の有無
を評価した。 
【結果・考察】各 IC値増加値以上の信号が出た時に再発をとらえる割合を感受性とした。再
発者の IC値増加値毎の信号数の分布、再発に関与した信号数（再発の前後４週間ずつに現れ
た）IC増加値を再発に関与した信号とした。非再発者の IC増加値の分布から、特異性を求め
た。IC値増加値５がカットオフ値とした。以上より、ICが５以上増加したときが、再発早期
兆候を強く疑わせるものであり、早期兆候出現後から４週間は再発注意期間であることが示
された。早期再発兆候の閾値が決まることでその徴候に早期に対応することで再発・再入院
を予防すること、及び、入院した場合の在院期間短縮することを目的とする新しい統合失調
症の治療法を確立できると考えられた。 
【結論】今回の結果から、IC の増加値 5 点以上が検出された場合早期再発兆候を強く疑わせ
るものであり、その後 4 週間は再発注意期間という結果が得られた。
 論 文 審 査 の 結 果 の 要 旨 
 
統合失調症の 5年間での再発率は 80%にも上り，再発を繰り返す毎に，薬物治療反応性の低
下，脳の器質的変化，自殺率の増加を引き起こすと言われている。同疾患の再発防止は，世
界共通の喫緊の臨床課題である。小松ら(Komatsu H, 2013)は，外来通院中の統合失調症患者
に対し，チェコで開発された統合失調症の再発早期兆候検出プログラム(ITAREPS)（Spaniel 
F,2008）を用い，再入院率が改善することを報告している。しかし，ITAREPS は海外で開発さ
れたツールであり，日本人独自で再発の兆候をとらえるためには，新たに質問紙を見直し，
再発の閾値を明確にする必要がある。本研究では，日本人の統合失調症の外来通院患者を対
象とし，再発の兆候を検出するための新たな質問紙を開発と，再発の兆候を示す質問紙スコ
アの閾値を明確にすることを目的とした。方法として，携帯電話の E メールを用い，日本独
自で新たに開発した早期再発兆候の質問紙を統合失調症患者に定期的に送信し回答を得るこ
とで，早期再発兆候の閾値を検討した。その結果，再発の徴候を示す質問紙スコアの閾値が
５点（感度９２% 特異度 ５８％）であることを明らかにした。 
本論文は再発の可能性の高い早期再発兆候の閾値を，携帯電話の E メールでの回答をもと
に明らかにすることで統合失調症の再発率と再入院率の大幅な低下をもたらす可能性を示唆
し，統合失調症の再発再燃を予防し再入院率を低下させるための再発の兆候を示す質問紙の
閾値を明確にしめした意義のある論文と認めた。 
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論 文 審 査 委 員  
千 葉  文 子 
博 士（医学） 
千大院医薬博甲第医１０７１号 
平成２６年 ９月２６日 
学位規則第４条第１項該当 
Age estimation by multidetector CT images of the sagittal suture 
(MDCTを用いた矢状縫合断面による年齢推定の検討) 
（主査）教 授  宇野 隆 
（副査）教 授  羽田 明    教 授  森 千里 
 
 
論 文 内 容 の 要 旨 
 
【目的】頭蓋縫合は加齢に伴い閉鎖するため、頭蓋骨の外板、内板の肉眼的観察による年齢
推定は個人識別の手段として利用されてきた。近年、法医学領域においても、解剖前の全身
評価を目的として CTの利用が普及しつつあるが、CTにより軟部組織が付着した状態で骨の評
価が可能であれば、より簡便に年齢推定材料を得ることが出来る。本研究は、CT 再構成画像
による矢状縫合断面の観察が年齢推定に応用可能か検討した。 
【方法】千葉大学法医学教室で司法解剖前に死後 CTが撮影された、年齢性別既知の 125事例
（男性 64 例、女性 61 例）を検討した。除外項目として、骨化に影響を与えるような既知の
内科的疾患、焼損遺体、頭部外傷、開頭手術後、狭頭症などの奇形を設定した。CTは 16列の
多列検出器型 CT（Eclos, Hitachi Medical Corporation）を使用し、頭頸部を 0.625mm のス
ライス厚で撮影し、三次元画像再構成と多断面再構成像の作製にワークステーション
（SYNAPSE VINCENT）を使用した。矢状縫合を 4 か所に分類し、各部で 20 枚の断面像を再構
成した。断面像は閉鎖の程度で視覚的に 7段階評価し、20枚の断面像の平均値（score A）と
年齢の相関関係を評価した。 
【結果・考察】矢状縫合断面の閉鎖の程度と年齢は、統計学的に有意な正の相関関係を示し
た（score A の相関係数: 0.79）。死亡時年齢を推定するために年齢を従属変数、score A を
説明変数とする直線回帰分析を行った所、95%予測区間は全例で±31.4 歳、男性で±33.6歳、
女性で±29.6歳と、従来の結果（外板の観察で±32歳、内板の観察で±25歳）と比較して優
れたものではなかった。 
【結論】MDCT による矢状縫合断面の評価は可能で、年齢と正の相関を認め、他の手法と組み
合わせることで年齢推定に利用できる可能性が示された。 
 論 文 審 査 の 結 果 の 要 旨 
 
頭蓋縫合は加齢に伴い閉鎖するため、頭蓋骨の肉眼的観察は年齢推定の一手段として利用
されてきた。法医学では近年 CTの利用が普及しつつあるが、CTで軟部組織が付着した状態で
の骨評価が可能であれば、より簡便に年齢推定の材料を得ることができる。本研究では、CT
再構成画像による矢状縫合断面の観察が年齢推定に応用可能かどうかを検討した。年齢性別
既知の 125 事例を対象とし、多列検出器型 CT を用い 0.625 mm 厚で撮影したデータで、三次
元画像再構成と多断面再構成像を作製し検討した。矢状縫合を 4か所に分類し、各部で 20枚
の断面像を再構成し、各断面で閉鎖の程度を肉眼的に 7 段階評価した。縫合の閉鎖の程度の
平均値と死亡時年齢との相関関係を調べた所、統計学的に有意な正の相関関係を示した。年
齢推定のために直線回帰分析を行ったが、95%予測区間は±31.4歳と古典的手法（外板で±32
歳、内板で±25歳）と比較し優れてはいなかった。 
本論文は、MDCT で矢状縫合断面の縫合閉鎖の程度の評価が可能であることを示し、また年
齢との正の相関関係を明らかにし、他の手法と組み合わせることで年齢推定に利用できる可
能性を示した価値ある業績と認められた。 
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論 文 審 査 委 員  
舩 越  う ら ら 
博 士（医学） 
千大院医薬博甲第医１０７２号 
平成２６年 ９月２６日 
学位規則第４条第１項該当 
The influence of tonsillectomy on allergic rhinitis in pediatric 
patients 
（扁桃摘出が小児のアレルギー性鼻炎に及ぼす影響） 
（主査）教 授  下条 直樹 
（副査）教 授  羽田 明    教 授  中島 裕史 
 
 
論 文 内 容 の 要 旨 
 
【目的】口蓋扁桃・アデノイドは、その解剖学的位置や構造から、外来抗原の取り込みに適
し、メモリー細胞を誘導し末梢や他の粘膜に送り込む上皮性粘膜リンパ組織として、共通粘
膜免疫システムに関与する可能性が考えられてきた。扁桃のアレルギー性鼻炎の発症、ある
いは経過に及ぼす影響について検討を行った。 
【方法】対象は、アデノイド口蓋扁桃肥大や反復性扁桃炎のため扁桃摘出術を施行した 2～7
歳の小児（手術群）と、扁桃肥大が無くアレルギー疾患を合併した、同年代の小児（非手術
群）とした。両群ともに、術前もしくは研究参加時と１年後に、診察、血液検査を行った。
手術群では、摘出した口蓋扁桃、アデノイド、術直前に採血した末梢血からそれぞれ単核細
胞を分離し、アレルゲンへの反応や細胞分画を検討した。 
【結果】 
ダニ感作陽性者の扁桃細胞は末梢血単核細胞と異なり、ダニアレルゲン刺激によっても IL-4、
IL-5 産生細胞の誘導をほとんど認めず、アレルゲンに対して低反応性を示した。また、扁桃
内には、高い抑制能を持つとされる CD45RA-Foxp3highactivated regulatory T 細胞（aTreg）
を高い割合で認めた。臨床経過からは、扁桃摘出後のアレルギー性鼻炎患児では、非手術群
のアレルギー性鼻炎と患児と比較して、鼻症状の改善が高い割合でみられた。しかし IgE 抗
体の変化やアレルギー性鼻炎の発症には手術群、非手術群で差は認めなかった。 
【考察】扁桃には aTreg が多数存在し、扁桃内でのアレルゲンに対する免疫応答が抑制され
ていたことから、aTregは扁桃における免疫寛容に関わる可能性が示唆された。しかし、扁桃
摘出後にアレルギー性鼻炎症状の改善を認め、扁桃の抗アレルギー作用は明らかでなかった。
 論 文 審 査 の 結 果 の 要 旨 
 
口蓋扁桃・アデノイドは、上皮性粘膜リンパ組織として共通粘膜免疫システムに関与する
可能性が考えられている。本研究は、共通粘膜免疫システムにおける扁桃のアレルギー疾患
への関与を解明する目的で、扁桃細胞の免疫学的検討や、扁桃摘出によるアレルギー性鼻炎
への影響を prospective に検討した。ダニ感作陽性者から摘出した扁桃から分離した扁桃細
胞は、その末梢血単核細胞と異なり、ダニアレルゲン刺激による IL-4、IL-5産生細胞の誘導
をほとんど認めず、アレルゲンに対して免疫寛容の状態にあることが示唆された。扁桃内に
は高い抑制能を持つとされる CD45RA-Foxp3highactivated regulatory T 細胞（aTreg）を高
い割合で認め、扁桃局所における免疫寛容に関わる可能性が示唆された。共通粘膜免疫シス
テムの観点からは、扁桃は他粘膜にaTregを移送する誘導組織としての役割が考えられたが、
扁桃摘出児の術後のアレルギー性鼻炎症状は、非摘出児の経過と比較して、鼻症状の改善が
高い割合でみられ、鼻粘膜のアレルギー症状に対する免疫細胞の誘導器官としての働きは明
らかではなかった。 
本論文は、扁桃に aTreg が多数存在することを明らかにし、扁桃における免疫寛容に関わ
る可能性を示唆した。 
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論 文 審 査 委 員  
浜 崎  佐 和 子 
博 士（医学） 
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Characteristics of the Chiba Environmental Challenge Chamber 
（千葉環境曝露室の特徴についての研究） 
（主査）教 授  森 千里 
（副査）教 授  中島 裕史    教 授  下条 直樹 
 
 
論 文 内 容 の 要 旨 
 
【目的】花粉症の治療評価は花粉飛散量が年や都市ごとに異なり，各個人が曝露される花粉
量も個々の生活様式で大きく変化するため容易ではない。従来の自然飛散環境下の野外試験
はこれらの条件に左右されるのが課題であり，また鼻粘膜誘発テストは単回曝露であり自然
曝露と症状の出現パターンが異なることが課題であった。曝露室はこれらの問題点を解決し，
季節を問わず常に同じ条件下で花粉を飛散させることを可能にした。千葉環境曝露室の基本
的性能（validation study）を検証した。 
【方法】以下の項目について検討した。・曝露室内の花粉濃度の均一性の確認・スギ花粉濃度
8000 個/m3 で 3 時間曝露した際に誘発される室内および退室後の鼻症状の評価・12000 個/m3
で誘発される症状との比較・花粉濃度 8000 個/m3 で 2時間曝露を 3日間行った際に誘発され
る鼻症状の変化・花粉濃度 8000個/m3で 2 時間曝露を 2週間あけて行った際に誘発される鼻
症状の比較・花粉濃度 8000 個/m3で 2 時間曝露した際に誘発される鼻症状と自然飛散期にお
ける鼻症状との相関 
【結果・考察】 
曝露室内の花粉の濃度は一定に保たれ被験者移動による濃度変化も短時間で復帰した。被験
者の症状は曝露開始後 2 時間でプラトーに達し，花粉濃度 8000 個/m3 と 12000 個/m3 で鼻症
状スコアに差を認めなかった。2時間曝露を 3日間連続で行うと 2日目、3日目では入室時か
ら症状は徐々に重くなったが，2週間空けて再曝露した際には増悪は認められず同程度の症状
が再現性を持って出現した。曝露室内で誘発された症状と自然飛散期の症状を比較したとこ
ろ曝露室内の重症度と自然飛散初期の重症度は一定の相関を認めた。花粉曝露室内と 3 日後
までの症状を併せた重症度は自然飛散期全体の重症度と一定の相関を認めた。 
【結論】今回の検討により，高い精度で一定の花粉飛散が可能な千葉環境曝露室は花粉症の
病態研究，治療評価に非常に適していることが確認された。 
 論 文 審 査 の 結 果 の 要 旨 
 
花粉症の治療評価は花粉飛散量が年や都市ごとに異なり，各個人が曝露される花粉量も
個々の生活様式で大きく変化するため容易ではない。曝露室はこれらの問題点を解決し，季
節を問わず常に同じ条件下で花粉を飛散させることを可能にした。申請者は千葉環境曝露室
（通称曝露室）の基本的な性能とスギ花粉症患者に対する症状誘発についての検討を行った。
曝露室の条件として花粉濃度の均一性が求められるが、検討の結果、曝露室内の花粉の濃度
は 15 分以内に目標濃度である 8000 個/m3 に達し、9 つのエリア間の濃度は±12%以内であっ
た。 
また、花粉濃度を 8000 個/m3に設定し 3 時間曝露を行ったところ、エリア ECC内での被験
者の鼻づまり、鼻水、くしゃみの severity score は曝露開始２時間で plateauに達した。ま
たくしゃみ、鼻かみの回数は有為差をもって増加し、どちらの症状も被験者が ECC を出た後
も持続した。 
花粉濃度 8000 個/m3 と 12000 個/m3 では鼻症状スコアに差を認めず、使用する花粉濃度は
8000 個/m3で可能と考えられた。また 2時間曝露を 3日間連続で行うと 2日目、3日目では入
室時から症状は徐々に重くなったが，2週間空けて再曝露した際には増悪は認められず同程度
の症状が再現性を持って出現した。以上より、花粉非飛散期での曝露室を用いる事で症状の
誘発が可能である事を確認した。最後に、自然飛散期での症状の相関を調べた。自然飛散早
期の TNSS は曝露室内の severity score と r=0.48 と moderate な相関を認めた。また自然飛
散期全期での TNSSは当日及びその後の 3日間の TNSSと moderateな相関を示した。以上より
症状の重症度と曝露室で誘発された症状の重症度は一定の相関を認め、自然飛散期では曝露
条件が多様化せざるを得ない花粉症の研究が、曝露室を用いた均一の条件下で施行可能であ
る可能性が示唆された。 
本論文の検討により、高い精度で一定の花粉飛散が可能な千葉環境曝露室は、花粉症の病
態研究，治療評価を行う施設として非常に適していることが確認され価値ある業績と認めら
れた。 
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論 文 審 査 委 員  
前 川  修 一 郎 
博 士（医学） 
千大院医薬博甲第医１０７４号 
平成２６年 ９月２６日 
学位規則第４条第１項該当 
Examination of P50 suppression in experimental fear 
conditioning/extinction paradigm in panic disorder 
（パニック障害における恐怖消去の P50抑制の検討） 
（主査）教 授  桑原 聡 
（副査）教 授  橋本 謙二    教 授  伊豫 雅臣 
 
 
論 文 内 容 の 要 旨 
 
【目的】古典的条件づけにおける獲得と消去の過程は、パニック症（パニック障害）などの
不安症（不安障害）の病態生理と深く関与していると考えられている。先行研究において感
覚ゲート機構の指標として用いられる、聴性誘発電位 P50 の抑制障害がパニック障害でみら
れることが報告された(Ghisolfi et al., 2006)。健常者においては条件づけの獲得と消去の
過程における聴性誘発電位 P50 の抑制が変化するという現象を報告した(Kurayama et 
al.,2008)。本研究の目的は、パニック障害において条件づけの獲得と消去に伴い、P50 の抑
制の変化が健常者と比べ、どのようなな差異を示すかを検討することである。 
【方法】本研究は、千葉大学倫理審査委員会による承認を得た。対象は書面での同意を得た
パニック障害患者 11名（男性 3名，女性 8 名，年齢 34.8±7.9，PDSS1.60±1.8）、健常者 21
名（男性 11名，女性 10名，年齢 26.1±4.8）であった。古典的条件づけは、ベースライン期、
獲得期、消去期の 3 段階に分け、獲得期に、発光ダイオードの視覚刺激とともに不快な電気
刺激を手首に加え、消去期には視覚刺激のみを与えた。各段階において 500ms 間隔の連続す
る 2つのクリック音に対する聴性誘発電位 P50 を測定し、それぞれを S1，S2とし、その振幅
の比 S2/S1ratioによって P50の抑制を検討した。 
【結果・考察】パニック障害群では健常群に比べ、P50 S2/S1ratio がベースライン期におい
て有意に大きく、先行研究のように P50 抑制障害がみられた。獲得期，消去期においては両
者に有意差が見られなかった。健常者群では，P50 S2/S1ratio がベースライン期と比べ獲得
期で上昇し、消去期では獲得期に比べ減少を示したが、パニック障害患者群では、P50 
S2/S1ratio が全ての段階において大きいままであり、恐怖条件づけと恐怖消去による変化を
認めなかった。 
【結論】パニック障害の病態において、ベースラインでの有意な P50 抑制障害が恐怖条件づ
けによっても変わらず持続することにより、感覚ゲート機構の機能異常が関与している可能
性が示唆された。
 論 文 審 査 の 結 果 の 要 旨 
 
本論文は、パニック障害において条件付けの獲得と消去に伴い、P50 の抑制の変化が健常者
と比べ、どのような差異を示すかを検討することを目的とした。パニック障害患者 11 名(男
性 3名，女性 8名，年齢 34.8±7.9，PDSS1.60±1.8)，健常者 21 名(男性 11名，女性 10名，
年齢 26.1±4.8)に同意を得、古典的条件づけは、ベースライン期，獲得期，消去期の 3 段階
に分け、獲得期に、発光ダイオードの視覚刺激とともに不快な電気刺激を手首に加え、消去
期には視覚刺激のみを与えた。各段階において 500ms 間隔の連続する 2 つのクリック音に対
する聴性誘発電位 P50 を測定し，それぞれを S1，S2 とし，その振幅の比 S2/S1ratio によっ
て P50 の抑制を検討した。パニック障害群では、健常群に比べ、P50 S2/S1ratio がベースラ
イン期において有意に大きく、先行研究のように、P50抑制障害がみられた。パニック障害の
病態において，ベースラインでの有意な P50 抑制障害が恐怖条件づけによっても変わらず持
続することにより，感覚ゲート機構の機能異常が関与している可能性が示唆された。この結
果により、P50抑制(感覚ゲート機構)障害を改善することがパニック障害の症状改善に寄与す
る可能性が示唆された。 
本論文は、パニック障害において P50 抑制(感覚ゲート機構)障害の関与が示された研究で
あり、精神医学および神経生理学分野において大きな意義を持つと考えられる。よって、本
論文は意義があると認められた。 
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論 文 審 査 委 員  
大 森  茂 樹 
博 士（医学） 
千大院医薬博甲第医１０７５号 
平成２６年 ９月２６日 
学位規則第４条第１項該当 
Pain-related evoked brain potential after intra-epidermal selective 
stimulation to Aδ and C fibers in patients with neuropathic pain. 
（Aδと C線維の表皮内選択的電気刺激を用いた神経障害性疼痛の電気生
理学的研究） 
（主査）教 授  清水 栄司 
（副査）教 授  高橋 和久    教 授  磯野 史朗 
 
 
論 文 内 容 の 要 旨 
 
【背景・目的】神経障害性疼痛は慢性化の過程では末梢から中枢までの様々なレベルで興奮
性変化が生じるとされる。表皮内電気刺激法は、疼痛関連線維である小径線維（Aδ線維・C
線維）を選択的に刺激できる新しい手法であり、本研究は、表皮内刺激電極を用いて神経障
害性疼痛患者における Aδ線維及び C線維刺激による疼痛関連誘発電位を評価し、神経障害性
疼痛の病態機序について電気生理学的検討を行った。 
【方法】神経障害性疼痛患者 13名と正常対照 17 名を対象とした。国際 10-20法に基づき Cz
と両耳朶に電極を配置し、手背および足背部において表皮内刺激電極により Aδ線維及び C
線維を選択的に刺激し、それぞれの疼痛関連誘発電位を記録した。検査の評価項目は、刺激
閾値、疼痛関連誘発電位の潜時・振幅及び C/Aδ振幅比を評価した。臨床評価には Visual 
analogue scale（VAS）を用いた。 
【結果】Aδ線維・C 線維での刺激閾値は、正常群と比較し、手背・足背両部位においていず
れも患者群で高い傾向を示した。C線維刺激による疼痛関連誘発電位の潜時や振幅においては、
正常群と患者群間に有意差はみられなかった。Aδ線維刺激による疼痛関連電位の振幅は、正
常群と比較して患者群で低下傾向を認めた（手背刺激 p=0.08）。 C/Aδ振幅比は、正常群と比
較して患者群で増大した（手背・足背刺激 p < 0.05）。また神経障害性疼痛の強い群（VAS 60
以上）は、軽症群（VAS 60 未満）と比較し、C/Aδ振幅比増大の傾向を示した。 
【結論】表皮内電気刺激法を用いた疼痛関連誘発電位において、神経障害性疼痛患者では、A
δ振幅の低下と C/Aδ振幅比の有意な増大を認めた。疼痛症状の強い群では、C/Aδ振幅比増
大の傾向はより強かった。以上より、Aδ線維からの C 線維に対する抑制の減少が疼痛機序の
一因となりうる可能性が示唆された。表皮内電気刺激法を用いた疼痛関連誘発電位は、神経
障害性疼痛の病態機序の推定及び客観的評価に有用な手法となり得ると考えられた。
 論 文 審 査 の 結 果 の 要 旨 
 
神経障害性疼痛は、慢性化の課程では末梢から中枢まで様々なレベルで興奮性変化が生じ
るとされる。疼痛関連電位は、今までレーザー刺激や機械的刺激・化学的刺激など様々な方
法で検討されてきたが、被験者への負担が多く、臨床応用までは至っていない。 
本研究は、神経障害性疼痛の電気生理学的特徴について表皮内電気刺激法を用いて疼痛関
連電位を評価し、神経障害性疼痛の病態機序について電気生理学的検討を行った。健常者に
対して神経障害性疼痛患者は、Aδ線維と C 線維ともに刺激閾値の上昇や Aδ線維の振幅減少
など特異的な反応を示した。また、健常者の検討において、疼痛関連電位の活動電位には、
個人間のバラツキが多いことに着目し、その問題を解決するために、個人内での評価項目を
検討し、C/Aδ振幅比の比較を行った。C/Aδ振幅比は、患者群で有意に増大しており、神経
障害性疼痛の強い群（VAS60 以上）は、軽症群（VAS60 未満）と比較し、C/Aδ振幅比増大の
傾向を示した。神経障害性疼痛の病態では、Aδ線維からの C 線維に対する抑制の減少が疼痛
機序の一因となりうる可能性が示唆された。 
本論文は、神経障害性疼痛の病態機序の推定及び客観的評価に有用な手法であることを示
唆し、今後の臨床応用にとって意義のある論文と認めた。 
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論 文 審 査 委 員  
齊 藤  勇 二 
博 士（医学） 
千大院医薬博甲第医１０７６号 
平成２６年 ９月２６日 
学位規則第４条第１項該当 
62 plays a protective role in the autophagic degradation of 
polyglutamine protein oligomers in polyglutamine disease model flies 
（p62 はポリグルタミン病モデルショウジョウバエにおいてポリグルタ
ミン蛋白質オリゴマーをオートファジー分解することで保護的に作用す
る） 
（主査）教 授  桑原 聡 
（副査）教 授  野村 文夫    教 授  瀧口 正樹 
 
 
論 文 内 容 の 要 旨 
 
【目的】多くの神経変性疾患は異常蛋白質の凝集・蓄積に起因すると考えられているため，
このような異常蛋白質の分解・除去は神経変性疾患全般に共通する治療法の一つとなりうる。
一方，このような異常蛋白質は凝集・蓄積するため，オートファジー分解系を活用する必要
がある。p62はユビキチン化蛋白質を選択的にオートファジー分解に誘導するアダプター分子
と考えられており，p62 を利用することで神経変性疾患の原因蛋白質を選択的にオートファジ
ー分解できる可能性がある。しかし，神経変性疾患の病態における p62 の役割は不明な点が
多い。本研究はポリグルタミン(polyQ)病病態における p62の役割を，ショウジョウバエモデ
ルで解明することを目的とした。 
【方法】PolyQ 病モデルショウジョウバエ MJDtr-Q78 fly に対し，RNAi 法によって p62 やオ
ートファジー関連分子を遺伝学的に機能喪失させた時の影響を調べた。また，p62とオートフ
ァジーを遺伝学的に同時に機能喪失させ両者の関連性を調べた。さらに p62 が polyQ 蛋白質
に及ぼす影響を組織学及び生化学的に評価した。 
【結果・考察】p62やオートファジー関連分子の遺伝学的機能喪失により polyQ蛋白質に起因
する変性は悪化し，細胞質内の polyQ蛋白質凝集体が増加した。また，p62とオートファジー
の両者を同時に機能喪失させても相加的な変性悪化は認めず，p62 はオートファジー分解系を
介して作用すると考えられた。さらに，p62 の機能異常では polyQ蛋白質オリゴマーの分解が
遅延することから，p62 は polyQ 蛋白質オリゴマーをオートファジー分解することにより
polyQ 病病態に対し防御的に働いていることが示唆された。 
【結論】PolyQ病病態において，p62は polyQ蛋白質オリゴマーをオートファジー分解するこ
とで保護的に働くことが示唆された。
 論 文 審 査 の 結 果 の 要 旨 
 
本研究は、神経変性疾患ポリグルタミン病の病原蛋白質である異常ポリグルタミン蛋白質
を分解・除去するという治療法確立を目指して、選択的オートファジー分解に関わるアダプ
ター分子 p62 に着目し、生体でのポリグルタミン病病態における p62 の役割を解明する目的
で解析がなされた。ポリグルタミン病モデルショウジョウバエを用いた遺伝学的な解析によ
り、p62機能異常下ではポリグルタミン蛋白質に起因する変性が悪化し、組織学的な解析では
ポリグルタミン蛋白質凝集体、特に細胞質内の凝集体が増加することを示した。さらに p62
とオートファジー分解を遺伝学的に同時に機能喪失させても相加的な悪化がみられず、生体
内で p62 はオートファジー分解系を介して防御的に機能していることが示された。一方、生
化学的な解析において p62 はオートファジー分解系を介してポリグルタミン蛋白質、特に高
分子オリゴマーの分解に寄与していることが明らかになった。 
本論文は、p62がオートファジー分解系を介してポリグルタミン蛋白質、特に高分子量オリ
ゴマーの分解に関与し、病態に対して保護的に働くことを生体モデルで明らかにした価値あ
る業績と認められた。 
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論 文 審 査 委 員  
田 中  顕 之 
博 士（医学） 
千大院医薬博甲第医１０７７号 
平成２６年 ９月２６日 
学位規則第４条第１項該当 
“Relative expression of hMena11a and hMenaINV splice isoforms is 
a useful biomarker in development and progression of human breast 
carcinoma” 
(hMena11a および hMenaINV 同位体の発現評価はヒト乳癌の発生および進
行を予測する上で有用な手段である) 
（主査）教 授  瀧口 正樹 
（副査）教 授  中谷 行雄    教 授  白澤 浩 
 
 
論 文 内 容 の 要 旨 
 
【目的】選択的スプライシングはある特定の遺伝子から多数の mRNAやタンパク質の同位体の
産生を可能とし、多くの癌遺伝子においても同定されており、発癌の原因または結果と考え
られている。Enabled/vasodilator-stimulated phosphoproteins (Ena/VASP)の一種である
human ortholog of mammalian enabled (hMena)は細胞運動に関与するアクチン制御タンパク
質であり、浸潤性腫瘍細胞に発現する hMenaINV と間葉－上皮変換を示す細胞に発現される
hMena11a などの同位体が存在する。本研究はヒト乳癌手術検体における hMena 同位体の発現
変化の詳細を解析することにより、これら同位体発現の意義を検討した。 
【方法】50 例の浸潤性乳管癌切除検体、45 例の非浸潤性乳管癌切除検体および 10 例の乳管
内乳頭腫の検体を用いた。ホルマリン固定後、パラフィンに包埋された検体から病変部をレ
ーザーマイクロダイセクションで採取し、RNA を抽出後 real-time PCR で各同位体の mRNA 発
現量を計測した。対照群として各検体に含まれた正常乳腺組織を用いた。また上皮系形質と
間葉系形質をそれぞれ表現する培養細胞を用いてウェスタンブロットを行い、同位体の発現
を解析した。 
【結果・考察】hMena11a と hMenaINVの mRNA は乳腺悪性上皮病変においてのみ発現し、正常
組織や良性病変では発現がほとんど認められなかった。また、乳癌切除材料では腫瘍化の初
期から 2 つの同位体発現が同時に起こっていることを示唆し、腫瘍の進展に伴い hMenaINV 
mRNA の発現が増強し、hMena11a mRNA の発現が減弱することが確認された。以上の結果から、
hMena11a と hMenaINVの mRNA 発現解析は、乳管上皮の悪性化および乳癌の進展を予測する有
用なバイオマーカーと考えられ、その測定により、乳癌の進展を予測し、適切な治療方法を
展開できるものと考えられる。さらに、この研究は、がん細胞における選択的スプライシン
グによって派生する同位体の発現様態と生物学的な活性の解明が、癌の診断と治療戦略の進
歩に大きく貢献する可能性を示している。
 論 文 審 査 の 結 果 の 要 旨 
 
Enabled/vasodilator-stimulated phosphoproteins (Ena/VASP) の 一 種 で あ る human 
ortholog of mammalian enabled (hMena)には選択的スプライシングアイソフォームが存在す
ることが知られており、浸潤性腫瘍細胞に発現する hMenaINVと間葉－上皮変換を示す細胞に
発現される hMena11a が存在する。本研究ではヒト乳癌手術検体等における hMenaINV と
hMena11a の発現変化の解析がなされた。レーザーマイクロダイセクションにて浸潤性乳管癌、
非浸潤性乳管癌、乳管内乳頭腫、正常乳腺組織を採取し、RNA を抽出後 real-time PCR にて
hMena11a および hMenaINV の mRNA 量を計測した。hMena11a と hMena INV mRNA は乳腺悪性上
皮病変においてのみ発現し、正常組織や良性病変では発現がほとんど認められなかった。ま
た、悪性化の初期から hMena11a と hMenaINV mRNA が同時に発現していることを示唆され、腫
瘍の進展に伴い hMenaINV mRNA が増加し、hMena11a mRNA が減少することが確認された。また、
それぞれ上皮系形質と間葉系形質を示す培養細胞を用いて hMena11a と hMenaINV タンパク質
を解析したところ、形質との相関が認められた。 
以上、本研究は、hMena11a と hMenaINVアイソフォームが乳管上皮の悪性化および乳癌の進
展を予測する有用なバイオマーカーであることを示した価値ある業績と認められた。 
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論 文 審 査 委 員  
陳  城 
博 士（医学） 
千大院医薬博甲第医１０７８号 
平成２６年 ９月２６日 
学位規則第４条第１項該当 
Interaction between basigin and monocarboxylate transporter 2 (MCT2) 
in mouse testes and sperm 
（精巣及び精子における basigin とモノカルボン酸トランスポーター2 
(MCT2）の相互作用) 
（主査）教 授  市川 智彦 
（副査）教 授  生水 真紀夫    教 授  幡野 雅彦 
 
 
論 文 内 容 の 要 旨 
 
【目的】膜蛋白質ベイシジンは、広範な機能をもち、精子形成にも重要な役割を果たす。ベ
イシジンは、モノカルボン酸トランスポーター1（MCT1）のシャペロンとして機能することが
知られている。本研究は、精巣、精子において、ベイシジンおよび MCT1、MCT2の局在を調べ、
それらの相互作用について解明することを目的とした。 
 
【方法】ICR 系雄マウスを材料として用いた。精巣および精巣上体尾部精子を NP-40 buffer
で溶解し、抗ベイシジン抗体と反応後、免疫沈降した。得られたサンプルを SDS-PAGEし、ベ
イシジンのバンドを切り出し、LC−MS/MS 解析に用いた。また、幼若マウスと成熟マウスの精
巣を、抗ベイシジン抗体、抗 MCT1 抗体、抗 MCT2 抗体を用いて、Western blot および免疫組
織化学染色を行った。精巣上体頭部および尾部からの精子を、蛍光抗体法で染色した。さら
に、抗ベイシジン抗体で免疫沈降し、MCT2が共沈するかどうか Western blot で調べた。 
 
【結果と考察】LC−MS/MS 解析の結果、精巣型および精子型ベイシジン分子にアミノ酸の欠如
が生じ、分子量が変化している可能性が示された。精巣では、ベイシジン陽性反応は、精母
細胞、精子細胞及び精子尾部に、MCT1 陽性反応は、精原細胞、精母細胞、精子細胞表面に、
MCT2 陽性反応は、精子尾部に存在した。精巣上体精子ではベイシジンと MCT2の共存が見られ
た。すなわち、精巣上体頭部精子では精子尾部の主部に、精巣上体尾部精子では精子尾部の
中間部に存在した。一方、MCT1は精巣上体精子において尾部主部の前半部に存在した。また、
MCT2 はベイシジンと共沈することがわかった。以上の結果から、精巣および精子では、ベイ
シジンは MCT1ではなく、MCT2と相互作用していることがわかった。精巣，精子では、特別な
MCT 制御の仕組みがあるのかもしれない．
 論 文 審 査 の 結 果 の 要 旨 
 
本研究は、マウスを用いて、精巣、精子における basigin及び MCT1、MCT2の相互作用を検
討し、精子では、basigin は MCT2と共存、結合していることを明らかにした。 
本論文は、basigin がこれまで報告されている MCT1ではなく、MCT2 のシャペロンであるこ
とを示唆し、精子における糖代謝を理解する上で意義のある論文と認めた。 
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論 文 審 査 委 員  
大 島  郁 葉 
博 士（医学） 
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平成２６年 ９月２６日 
学位規則第４条第１項該当 
Autism spectrum traits in adults affect mental health status via 
early maladaptive schemas 
（成人の自閉症スペクトラム傾向は早期不適応的スキーマを介して精神
的健康状態に影響を与える） 
（主査）教 授  宇野 隆 
（副査）教 授  羽田 明    教 授  森 千里 
 
 
論 文 内 容 の 要 旨 
 
【目的】 
成人の自閉症スペクトラム障害（Autism spectrum disorder; ASD）はうつ病や不安障害など
の精神障害を合併しやすいが、有効な治療法はいまだない。スキーマ療法（Young, 1990）は
主にパーソナリティ障害を中心とした難治性疾患に対する有効な精神療法である。その中核
的概念である早期不適応的スキーマは様々な精神疾患と関連することが報告されているが、
ASD との関連は明らかになっていない。本研究では、ASD傾向と早期不適応的スキーマの関連
性を明らかにすることを目的とした。 
【方法】 
口頭および文書で同意得た首都圏および関西の 342名の成人男女が調査に参加した（男性 112
名,女性 238名，平均年齢 21.36歳，標準偏差 5.17 歳）。それぞれに自閉症スペクトラム指数、
ヤングスキーマ質問紙，GHQ 精神健康調査票に回答を求めた。統計は媒介分析（Baron and Kenny，
1986）を用いた。 
【結果・考察】 
 分析の結果、ASD 傾向が高いと有意に精神的健康状態に影響があることが明らかとなった。
さらに媒介分析の結果、ASD 傾向から直線的に精神的健康状態に影響を与えるのではなく、早
期不適応的スキーマが有意に関連していることから、ASD傾向のある成人は、早期不適応スキ
ーマが媒介して、精神的健康状態が悪化するということが明らかとなった。この結果より、
早期不適応的スキーマを介入のターゲットとするスキーマ療法は、ASD 傾向のある成人の精神
的健康状態の改善に寄与する可能性が示唆された。 
【結論】 
成人の ASD 傾向は早期不適応的スキーマを介して精神的健康状態に影響を与えるということ
が明らかとなった。本研究は非臨床群を用いたことから今後は実際の臨床群の調査とも比較
検討する必要性が考えられた。
 論 文 審 査 の 結 果 の 要 旨 
 
本論文は、成人の自閉症スペクトラム傾向の精神的健康状態に対する早期不適応的スキー
マの関連性を明らかにすることを目的とした。首都圏および関西の 342 名の成人男女が調査
に参加し、それぞれに自閉症スペクトラム指数、ヤングスキーマ質問紙，GHQ精神健康調査票
に回答を求めた。解析方法には媒介分析を用いた。解析の結果、成人においては自閉症スペ
クトラム傾向の高さは、精神的健康に悪影響を及ぼすが、そこには早期不適応的スキーマが
有意に影響を及ぼしていることが明らかとなった。この結果より、早期不適応的スキーマを
介入のターゲットとするスキーマ療法は、成人の自閉症スペクトラム傾向の精神的健康状態
の改善に寄与する可能性が示唆された。 
本論文は、成人の自閉症スペクトラム傾向、早期不適応的スキーマおよび精神的健康度の
関連性を明らかにした初めての研究であり、精神医学および臨床心理学領域において大きな
意義を持つと考えられる。よって、本論文は意義があると認められた。 
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論 文 審 査 委 員  
山 本  憲 子 
博 士（医学） 
千大院医薬博甲第医１０８０号 
平成２６年 ９月２６日 
学位規則第４条第１項該当 
Tumor-suppressive microRNA-29a inhibits cancer cell migration and 
invasion via targeting HSP47 in cervical squamous cell carcinoma. 
(癌抑制型 microRNA-29a は HSP47 を標的遺伝子として子宮頸癌の遊走・
浸潤を抑制する) 
（主査）教 授  市川 智彦 
（副査）教 授  瀧口 正樹    教 授  羽田 明 
 
 
論 文 内 容 の 要 旨 
 
【目的】機能性 RNAの一つである microRNA（miRNA）が、癌の発生・進展・転移に重要な役割
を担っている事が明らかとなってきた。我々が作成した扁平上皮癌・miRNA 発現プロファイル
から、microRNA-29-family（miR-29f:miR-29a/b/c）は様々な癌細胞において発現抑制されて
いる事が認められた。そこで本研究では miR-29a に着目し、子宮頚癌における miR-29a の機
能解析と標的遺伝子の探索を目的とした。 
【方法】子宮頸癌臨床検体における miR-29a の発現を定量 PCR 法により確認した。癌抑制効
果については細胞株に miR-29a を導入し、癌細胞の増殖・浸潤・遊走能について検討した。
miR-29aの標的遺伝子は miR-29a導入細胞株の microarray解析と in silico 解析により探索
した。 
【結果・考察】miR-29aは子宮頸癌臨床検体において発現抑制されていた。機能解析を進めた
ところ、癌細胞の浸潤・遊走に関与している事が示された。標的遺伝子として HSP47 がその
候補であることが明らかとなった。miR-29a 導入細胞株においては HSP47 の発現が mRNA レベ
ル・タンパクレベル共に抑制されていた。ルシフェラーゼアッセイにて HSP47 は miR-29a に
より直接的に制御されていることが示された。HSP47 のノックダウン実験において miR-29a
導入細胞と同様に癌細胞の浸潤・遊走の抑制がみられた。免疫染色にて HSP47 の発現は癌部
で有意に亢進していることが示された。HSP47の発現亢進によりコラーゲンの増加を来し、そ
してコラーゲンからインテグリンなどを介して上皮間葉転換を誘導することが報告されてい
る。miR-29aはこの経路を抑制することで癌抑制機能を示していることが考えられた。 
【結論】子宮頸癌において miR-29a は癌細胞の浸潤・転移に関与する癌抑制型 miRNA として
機能していた。また HSP47 は miR-29aの標的遺伝子の一つであることが示され、miR-29aが制
御する分子ネットワークの一端が明らかとなった。 
 論 文 審 査 の 結 果 の 要 旨 
 
機能性 RNAの一つである microRNA（miRNA）が、癌の発生・進展・転移に重要な役割を担っ
ている事が近年明らかとなってきた。本研究では子宮頸癌における分子ネットワークの解明
を目的に、miR-29aの機能解析と標的遺伝子の探索を行った。miR-29a の発現を定量 PCR法に
より確認したところ、miR-29a は子宮頚癌臨床検体において発現抑制されていた。細胞株に
miR-29aを核酸導入し、癌細胞の増殖・浸潤・遊走能について検討した結果、miR-29aは癌細
胞の浸潤・遊走に関与している事が示された。miR-29aの標的遺伝子は miR-29a導入細胞株の
microarray 解析と in silico 解析により探索し、HSP47 がその候補であることが明らかとな
った。miR-29a 導入細胞株においては HSP47の発現が mRNA レベル・タンパクレベル共に抑制
され、ルシフェラーゼアッセイにて HSP47 は miR-29a により直接的に制御されていることが
示された。HSP47のノックダウン実験において miR-29a導入細胞と同様に癌細胞の浸潤・遊走
の抑制がみられた。免疫染色にてHSP47の発現は癌部で有意に亢進していることが示された。
以上より子宮頚癌において miR-29a は癌細胞の浸潤・転移に関与する癌抑制型 miRNA として
機能し、また HSP47は miR-29aの標的遺伝子の一つであることが示された。 
本論文は、子宮頸癌における miR-29a が制御する分子ネットワークの一端を明らかにした
価値ある業績と認められた。 
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Scebi Joshua Mkhize 
博 士（薬学） 
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学位規則第４条第１項該当 
Synthesis, structure-activity relationships, molecular modelling and 
cytotoxicity of 2-aryl-1,4-naphthoquinone-1-oxime methyl ethers 
through inhibiting tubulin polymerization 
（2-aryl-1,4-naphthoquinone-1-oxime methyl ethers の合成、構造活性
相関、分子モデリングとチューブリン重合阻害による抗癌活性） 
（主査）教 授  石 橋 正 己 
（副査）教 授  西 田 篤 司   教 授  荒 野   泰 
 
 
論 文 内 容 の 要 旨 
 
申請者が所属する研究室では、従来より抗腫瘍活性を有する benzo[c]phenanthridine 型 アルカロ
イドの合成研究を展開している。その際合成中間体として得られた naphthoquinone monooxime 誘
導体が様々な培養細胞株を用いた細胞増殖抑制試験において極めて強い抗腫瘍活性を示すことが明ら
かとなったため、母核化合物に対し官能基変換を行い、より高活性な化合物を探索することとした。
また、本化合物の類縁体は脂溶性が高く、in vivo 試験に適用する事が困難であった事から、より高い
水溶性を有する誘導体の合成も併せて行うこととした。その結果、筆者が合成した化合物には高い抗
腫瘍活性は見られなかったものの、構造活性相関の観点から興味深い知見を得た。 
 また、生化学的な検討の結果、本類縁体は細胞内の微小管を形成するタンパク質である tubulin に
結合し、その重合を阻害する事で細胞増殖を抑制している事が明らかとなっていたため、既に合成さ
れた類縁体も含めて tubulin との docking study を行い、その親和性と結合様式に関して検討を行っ
た。その結果、docking score とそれぞれの化合物の細胞増殖抑制能には高い相関が見られた。また、
導入された官能基と結合部位のアミノ酸残基との相互作用が明らかとなった事から、本研究は更なる
構造活性相関研究に重要な示唆を与えるものである。 
論 文 審 査 の 結 果 の 要 旨 
 
benzo[c]phenanthridine 型 アルカロイドは抗腫瘍活性など様々な生物活性を有することが知られ
ており，創薬化学的な観点から注目を集めている。申請者の所属する研究室においてもその類縁体の
合成研究が展開されており，その際合成中間体として得られた naphthoquinone monooxime 誘導体
が様々な培養細胞株を用いた細胞増殖抑制試験において極めて強い抗腫瘍活性を示すことが明らかと
なったため，母核化合物に対し官能基変換を行い，より高活性な化合物を探索することとした。また，
本化合物の類縁体は脂溶性が高く，in vivo 試験に適用する事が困難であった事から，より高い水溶性
を有する誘導体の合成も併せて行うこととした。その結果、申請者が合成した化合物には高い抗腫瘍
活性は見られなかったものの，構造活性相関の観点から興味深い知見を得た。 
 また，生化学的な検討の結果，naphthoquinone monooxime 誘導体は細胞内の微小管を形成す
るタンパク質である tubulin に結合し，その重合を阻害する事で細胞増殖を抑制している事が明らか
となっていたため，既に合成された類縁体も含めて tubulin との docking study を行い，その親和性
と結合様式に関して検討を行った。その結果，docking score とそれぞれの化合物の細胞増殖抑制能に
は相関が見られた。また，導入された官能基と結合部位のアミノ酸残基との相互作用が明らかとなっ
た事から，本研究は更なる構造活性相関研究に重要な示唆を与えるものであるといえる。 
以上のように，本論文は天然物やその誘導体の創薬化学的展開に関して興味深い知見を得た研究で
あり，博士（薬学）の学位論文として価値あるものと認めた。 
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論 文 内 容 の 要 旨 
 
本研究では，Wnt シグナル阻害作用をもつ新規生物活性天然物の発見を目指して，南方産植物エキ
スからの活性成分の探索を行った。 
培養細胞を用いた TCF/β-catenin 転写活性のスクリーニングにより植物を選別し，タイ産 Curcuma 
comosa（根茎），バングラデシュ産 Scoparia dulcis（地上部），Azadirachta excelsa（果実）より新規ダ
イアリルヘプタノイド 2 種，新規トリキリン型リモノイド 1 種を含む 22 種の化合物を単離し，スペク
トルデータの詳細な解析により構造決定を行った。あわせて得られた化合物の Wnt シグナルへの作用
を解析した。 
A. excelsa から得たリモノイド 4 種は IC50値 121-300 nM という低濃度で，TCF/β-catenin 転写活性を
阻害した。これら化合物は 14,15 位にエポキシ環があり，この部分構造が活性に寄与していると考え
られた。このうち trichillin H は，Wnt 依存性大腸がん細胞である HCT116 および胃がん細胞 AGS に対
して選択的な細胞毒性を示したが，Wnt 非依存性細胞 RKO 細胞と正常細胞 HEK293 に対しては毒性
を示さなかった。本化合物は β-catenin のタンパクレベルを減少させなかったが，Wnt シグナルの標的
タンパクである c-myc を減少させた。 
S. dulcis から得たジテルペノイド scopadulciol は AGS 細胞において細胞毒性を示し，p53 およびプロテ
アソームを介した β-catenin の分解とそれに続く β-catenin の核内での減少により Wnt シグナルを阻害
することが判明した。一方，本化合物は AGS 細胞においてカスパーゼを介して TRAIL 耐性克服作用
を示し，さらに TRAIL との併用により β-catenin の分解を促進することが判明した。 
論 文 審 査 の 結 果 の 要 旨 
 
ウィント（Wnt）シグナル伝達経路は様々な生命現象やがんをはじめとする各種疾患の制御に関
わっていることが知られている。本研究では，Wnt シグナル阻害作用をもつ新規生物活性天然物の
発見を目指して，南方産植物エキスからの活性成分の探索を行った。 
培養細胞を用いた TCF/β-catenin 転写活性のスクリーニングにより植物を選別し，タイ産
Curcuma comosa（根茎），バングラデシュ産 Scoparia dulcis（地上部），Azadirachta excelsa（果
実）より新規ダイアリルヘプタノイド 2 種，新規トリキリン型リモノイド 1 種を含む 22 種の化合物
を単離し，スペクトルデータの解析により構造を決定し，あわせて得られた化合物の Wnt シグナル
への作用を解析した。 
A. excelsa から得たリモノイド 4 種は IC50値 121-300 nM という低濃度で，TCF/β-catenin 転写
活性を阻害した。これら化合物は 14,15 位にエポキシ環があり，この部分構造が活性に寄与してい
ると考えられた。このうち trichillin H は，Wnt 依存性大腸がん細胞である HCT116 および胃がん
細胞 AGS に対して選択的な細胞毒性を示したが，Wnt 非依存性細胞 RKO 細胞と正常細胞 HEK293
に対しては毒性を示さなかった。本化合物は β-catenin のタンパクレベルを減少させなかったが，
Wnt シグナルの標的タンパクである c-myc を減少させた。 
S. dulcis から得たジテルペノイド scopadulciol は AGS 細胞において細胞毒性を示し，p53 および
プロテアソームを介した β-catenin の分解とそれに続く β-catenin の核内での減少により Wnt シグ
ナルを阻害することが判明した。一方，本化合物は AGS 細胞においてカスパーゼを介して TRAIL
耐性克服作用を示し，さらに TRAIL との併用により β-catenin の分解を促進することが判明した。
本研究で得られた活性化合物は，Wnt シグナルに関わるがん等の疾患治療に向けて有用な化合物と
しての貢献が期待される。 
以上のように，本論文は生物活性天然物の探索に関して興味深い知見を得た研究であり，博士（薬
学）の学位論文として価値あるものと認めた。 
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論 文 内 容 の 要 旨 
 
 高周波(RF)バルク波(BAW)共振子の主振動は上下電極に挟まれた圧電薄膜の厚み縦振動によって生じる
が、この構造は導波路としても働き、横方向への板波(Lamb 波)の伝搬はしばしば不要共振を引き起こす。
それらは横モード共振と呼ばれ、その抑圧は RF BAW共振子開発の際の最も重要な課題である。  
 本論文では、RF BAW共振子における不要応答の抑圧へブラッグ反射を利用することを提案する。 
 まず、RF BAW共振子の上部電極上に周期グレーティングを設けることを提案する。その周期性のために
ブラッグ反射が生じるが、その阻止域が横モード共振の生じる周波数帯を包含するようにグレーティング
の幅や周期を設定すると、不要応答がなく、品質係数(Q)の大きな良好な共振特性が得られることを示す。  
 次に上部電極を周期的に切断したスロット構造の利用を検討した。この場合も、適切な設計のもとで、
不要応答がなく、Q が大きな良好な共振特性が得られる。また、切断した電極間の相互接続により、結合
共振子フィルタ(CRF)が構成できることを示し、また実際に広帯域な CRFが構成できることを理論的に明ら
かにした。 
 さらに、ブラッグ反射器を RF BAW共振子構造端に配置し、それによる Qの向上についても検討した。そ
して、ブラッグ反射器の配置により、構造端からの S1モードによるエネルギー漏れが低減され、その結果、
Qが大幅に向上することを明らかにした。 
  
論 文 審 査 の 結 果 の 要 旨 
 
 高周波(RF)バルク波(BAW)共振子の主振動は上下電極に挟まれた圧電薄膜の厚み縦振動によって生じる
が、この構造は導波路としても働き、横方向への板波(Lamb 波)の伝搬はしばしば不要共振を引き起こす。
それらは横モード共振と呼ばれ、その抑圧は RF BAW共振子開発の際の最も重要な課題である。  
 本論文では、RF BAW共振子における不要応答の抑圧へブラッグ反射を利用することを提案する。 
 まず、RF BAW共振子の上部電極上に周期グレーティングを設けることを提案する。その周期性のために
ブラッグ反射が生じるが、その阻止域が横モード共振の生じる周波数帯を包含するようにグレーティング
の幅や周期を設定すると、不要応答がなく、品質係数(Q)の大きな良好な共振特性が得られることを示す。  
 次に上部電極を周期的に切断したスロット構造の利用を検討した。この場合も、適切な設計のもとで、
不要応答がなく、Q が大きな良好な共振特性が得られる。また、切断した電極間の相互接続により、結合
共振子フィルタ(CRF)が構成できることを示し、また実際に広帯域な CRFが構成できることを理論的に明ら
かにした。 
 さらに、ブラッグ反射器を RF BAW共振子構造端に配置し、それによる Qの向上についても検討した。そ
して、ブラッグ反射器の配置により、構造端からの S1モードによるエネルギー漏れが低減され、その結果、
Qが大幅に向上することを明らかにした。 
 7月 16日に公開論文発表会並びに本審査委員会を開催し、提出された論文内容の説明を受けた後、質疑
および討論を行った。その結果、以上の内容は工学的価値を十分に有するものであり、審査委員会は全会
一致で、本論文が博士（ 工学 ）の学位に値するものと判定した。 
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論 文 内 容 の 要 旨 
 
The effect of three different drying methods on the physical and chemical attributes of fruits 
and vegetables was investigated using: hot air, microwave (MW) and vacuum drying. The drying 
experiments were carried out in the range 40 - 70°C for hot air drying, 500 - 800 W for MW drying 
and 30 - 60°C at a pressure of 3 kPa for vacuum drying. The fruits and vegetables including okra, 
green bell pepper, apple and banana  were selected for the experiments.  
The drying characteristics, the decomposition rates of the AsA and the TCD of okra during hot 
air, MW and vacuum drying were examined. An exponential model was suitable to describe the kinetics 
of changes of moisture content during hot air, MW and vacuum drying of okra. The AsA contents were 
measured and a first-order reaction equation was used to calculate the decomposition rate of AsA.  
The TCD changes during hot air, MW and vacuum drying were also measured. Changes in the total 
chlorophyll and AsA contents and the TCD of blanched green bell peppers during drying were 
investigated. The kinetics of the dehydration of unblanched and blanched green bell peppers at 60°C 
were also determined. The decomposition rates of the total chlorophyll, AsA and TCD followed first 
order reaction kinetics.  
The drying characteristics, the TCD, the shrinkage, the surface hardness and the electrical 
impedance of apple and banana during vacuum drying were conducted.  The TCD followed first order 
reaction kinetics. The shrinkage, the surface hardness and the electrical impedance were also 
reported. 
                    
論 文 審 査 の 結 果 の 要 旨 
 
 本論文は別紙のように三つの異なった乾燥方法が青果物の品質に関わる物理的、化学的性質に及ぼす影
響について研究したものである。本論文は平成 26 年 6 月 27 日に提出され、その後上記 4 名の審査委員に
より論文の内容および構成等の観点から慎重に審査された。 
 平成 26 年 7 月 30 日に Skype を用いて公開論文発表会を開催し、論文の発表と論文内容に関する質疑応
答を行った。発表会の後に審査会を開催し、以下の結果を得た。 
 本論文は従来熱風乾燥により経験的にのみ行われていた青果物の乾燥を、真空、マイクロ波乾燥を行っ
て、各乾燥法における色彩変化、表面硬度、収縮、電気インピーダンスといった物理的性質を詳細に測定
し、理論的に解析してこれらを予測しうるモデルを求めた。また、アスコルビン酸やクロロフィルの変化
に代表される化学的性質についても同時に測定、理論解析を行って青果物の乾燥を品質の面からも総合的
に研究している点で、新規性にとみ、実用的で博士論文として評価できる。 しかし、発表会の質疑応答
を経た審査会において、行った研究を並列に述べるだけではなく、一つの学位論文として研究の目的、お
よび得られた結果がどのように社会に貢献できるかのような記述がなく、全体像が見えづらいとのことで
あった。しかし、この課題に対し修正が軽微であり、対応を行えば、学位論文に値すると判断した。 
 以上より申請者が博士（学術）の学位に値する専門分野における学識と研究能力を有し、外国語につい
ても試験の結果、十分その能力をもつことを確認した。さらに、本論文の内容に関する論文が、１報は
Journal of Food Processing  and Technology, Volume 3, No. 10, 1-7 (2012)に公表され、他の１報は
Food Science and Technology Research, Volume 20, No. 4, 775-783 (2014)に印刷中であることを確認
した。 
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学位規則第４条第２項該当 
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論 文 内 容 の 要 旨 
 
新機能大気圧走査電子顕微鏡(大気圧 SEM)を開発した。試料室が大気に解放されているため、これまで
不可能であった１気圧下の試料を試薬滴下など外部から操作しながら動的に観察すること、および、蒸発
現象など試料体積が急速に変化する現象を動的に観察することが可能となった。また、特殊ディッシュを
開発し、その結果、電解液中の電気化学反応、あるいは、ハンダの融解や凝固など大気圧下における試料
の温度変化を世界で初めて SEM で観察することに成功した。 
材料系だけでなく、大気に解放された試料室上で様々な細胞を安定に培養可能であり、通常の電子顕微
鏡観察に必要な 1 日程度を要する試料の脱水・乾燥などの煩雑な試料前処理なしに、最速 20 分程度の薬
液の入れ替えだけで、これらの様々な細胞を「簡単かつ迅速」に観察できるようになった。観察の大幅な
高速化により、マイコプラズマ肺炎菌やガンの術中検査の可能性を示した。大気圧 SEM と光学顕微鏡(光
顕)を組み合わせた「光顕・大気圧 SEM 複合システム」も開発した。これにより、一台の装置で相関顕微
法を行えるようになり、例えば蛍光ラベルと光顕でタンパク質の位置を特定し、その後大気圧 SEM で同部
位を高い空間分解能で簡単に観察できるようになった。 
ナノ材料を用いて、最新の高分解能 SEM の性能を確認した。低着地電圧での観察により、観察時のダメ
ージやチャージを低減するとともに、表面近傍の観察を実現できた。また、電場と磁場を組み合わせた対
物レンズの利用により、低着地電圧でも高い空間分解能の観察を実現できた。さらに、エネルギーフィル
タを備えたスルーザレンズ検出システム(TTL 検出システム)により、原子番号が異なる２つの化合物の形
態をそれぞれ観察できた。  
論 文 審 査 の 結 果 の 要 旨 
 
  本博士論文は、新機能大気圧走査電子顕微鏡および高分解能走査電子顕微鏡の開発とその応用に関して
述べている非常に優れた論文である。 
液体（気体）は電子を扱うのに必要な真空と元来相容れないものであるため、これまで限られた条件下で
の電子顕微鏡によってのみ観測が可能であった。論文提出者は片面が大気に解放され、反対面が窒化シリ
コン薄膜によって真空と遮られている特殊な試料ホルダーを作製し、それを用いた大気圧走査電子顕微鏡
を開発した。この新規電子顕微鏡を用いた応用例として、これまで不可能であったナノメートルスケール
の空間分解能での外部からの試料操作や急激な温度変化など複数の測定結果を示している。また、新規開
発されたこの試料ホルダーでは細胞などの観測を通常の走査電子顕微鏡観測に必要な前処理なしで行える
ため、簡単かつ迅速な観察ができるようになることでマイコプラズマ肺炎菌やガンの術中検査など大気圧
走査電子顕微鏡の今後のさらなる可能性を議論している。論文提出者はその他、大気圧走査電子顕微鏡の
大気側に光学顕微鏡を設置して組み合わせ、組織同定後に高分解能測定が可能となる複合システムも開発
した。 
高分解能走査電子顕微鏡に関しては、電場と磁場を組み合わせた対物レンズなどを開発することによって、
試料へのダメージやチャージングを軽減できる低着地電圧での高い空間分解能の実現を成功した結果を述
べている。また、エネルギーフィルターを有する検出器を用いることによって構成材料別に検出が可能と
なったが、これは今後ナノ材料研究に多いに役立つことが期待できる。 
 以上述べたように、審査委員会は本論文が博士（ 工学 ）の学位に値するものと判断した。 
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論 文 審 査 委 員  
藤 本  善 英 
博 士（医学） 
千大院医博乙第４９号 
平成２６年 ９月２６日 
学位規則第４条第２項該当 
Usefulness of Corsair Microcatheter to Cross Stent Struts in 
Bifurcation Lesions 
（冠動脈分岐部病変においてバルーン不通過のステントストラットで
のマイクロカテーテル（コルセア）の有用性についての検討） 
（主査）教 授  松宮 護郎 
（副査）教 授  横手 幸太郎    教 授  宇野 隆 
 
 
論 文 内 容 の 要 旨 
 
【背景】経皮的冠動脈インターベンション（PCI）施行時にステントを留置した分岐部病変に
おいてステント留置部から出ている側枝を閉塞または狭窄させてしまうことが多い。その時
は側枝にワイヤーを通してステントストラットをバルーンで拡張するが、あらゆる手段を使
ってもバルーン自体がストラットを通過しないことがある。 
【目的】ステントストラットをバルーンが不通過であった時にコルセアマイクロカテーテル
によりステントストラットを拡張する方法を開発し、その有用性の証明を目的とした。 
【方法と結果】2010 年 1 月から 2012 年 8 月に 2511 人、2886 病変に対して PCI を施行した。
765 の分岐部病変において側枝の処理が必要であった。側枝へのワイヤー通過後、27 人、29
病変(3.8%）でバルーンが不通過であった。そのうち 13病変(45%)は左冠動脈主幹部の分岐部
病変であった。コルセアは 28 病変（97%）でステントストラットを通過することができた。
通過できなかった 1例は VISIONステントの再狭窄に Xience Vステントを留置しステントが 2
枚重ねになっている病変であった。しかし、この症例でも側枝の血流は TIMI Ⅱから TIMI Ⅲ
への改善が認められた。コルセアが通過した後はすべての病変においてバルーンが通過でき
た。 
【考察】冠動脈分岐部病変にステントを留置した時に側枝の処理は重要である。ステントス
トラットにワイヤー通過後、既出のあらゆる方法を駆使してもバルーンが通過しないことが
ある。コルセアは慢性完全閉塞病変に対する PCI 施行時に側副路を拡張するものとして開発
された。先端が先細りになっている特殊なマイクロカテーテルで回転させながら進め拡張を
行うものである。その特殊性を利用してバルーン不通過のステントストラットを拡張するこ
とが有用であることが証明された。 
【結論】冠動脈分岐部病変に留置したステントのストラットをバルーンが通過しない時にコ
ルセアマイクロカテーテルは有用である。
 論 文 審 査 の 結 果 の 要 旨 
 
経皮的冠動脈インターベンション（PCI）施行時にステントを留置した分岐部病変において
ステント留置部から出ている側枝を狭窄させてしまうことが多い。その時は側枝にワイヤー
を通してステントストラットをバルーンで拡張するが、あらゆる手段を使ってもバルーン自
体がストラットを通過しないことがある。本研究はステントストラットをバルーンが不通過
であった時にコルセアマイクロカテーテルによりステントストラットを拡張する方法を開発
し、その有用性の証明を目的とした。2010年 1月から 2012年 8月に 2511 人、2886病変に対
して PCIを施行した。765 の分岐部病変において側枝の処理が必要であった。側枝へのワイヤ
ー通過後、27 人、29 病変(3.8%）でバルーンが不通過であった。コルセアは 28 病変（97%）
でステントストラットを通過することができた。コルセアが通過した後はすべての病変にお
いてバルーンが通過できた。コルセアは慢性完全閉塞病変に対する PCI 施行時に側副路を拡
張する先端が先細りになっている特殊なマイクロカテーテルである。その特殊性を利用して
バルーン不通過のステントストラットを拡張することが有用であることが証明された。 
本論文は今まで治療困難であった症例に対する新しい治療法を提示することができ臨床的
に意義のある論文と認める。 
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佐 々 木  剛 
博 士（医学） 
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学位規則第４条第２項該当 
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（主査）教 授  橋本 謙二 
（副査）教 授  清水 栄司    教 授  下条 直樹 
 
 
論 文 内 容 の 要 旨 
 
【目的】脳由来神経栄養因子（Brain-derived neurotrophic factor:BDNF）は、大うつ病性
障害の病態生理に重要な役割を果たしている。複数のメタ解析で成人うつ病エピソードでは
血清 BDNF 値の低下を認めると報告しているが、小児うつ病エピソードと血清 BDNF 値に関連
した報告はない。我々は小児うつ病エピソードと血清 BDNF値の関連を調査する目的で研究を
行った。 
 
【方法】対象者は、千葉大学医学部附属病院でリクルートされた小児うつ病エピソード男児
13名、女児 17名、および年齢、性別をマッチさせた健常男児 10名、健常女児 12名。患児に
は Children’s Depression Rating Scale Revised (CDRS-R)による客観的評価を行った。血
清 BDNF値は Sandwich ELISAを用いて測定した。 
 
【結果】うつ病エピソード男児の血清 BDNF値は健常男児と比較し有意に低下していたが、う
つ病エピソード女児の血清 BDNF値は健常女児と比較して有意差を認めなかった。CDRS-Rの重
症度スコアと血清 BDNF値の相関は認めなかったが、うつ病エピソード男児の罹病期間と血清
BDNF値に有意な逆相関を認めた。 
 
【考察】うつ病エピソード男児の血清 BDNF値は、うつ病エピソード男児の病態生理、罹病期
間と関連している可能性があることが示唆された。これは成人うつ病エピソードの先行研究
と一部一致する結果である。本研究は、血清 BDNF値がうつ病エピソード男児の生物学的診断
に有用である可能性を示唆した。  
論 文 審 査 の 結 果 の 要 旨 
 
脳由来神経栄養因子（Brain-derived neurotrophic factor:BDNF）は、大うつ病性障害の
病態生理に重要な役割を果たしている。複数のメタ解析で成人うつ病エピソードでは血清
BDNF値の低下を認めると報告しているが、小児うつ病エピソードと血清 BDNF値に関連した報
告はない。本研究は小児うつ病エピソードと血清 BDNF値の関連を調査する目的である。対象
者は、千葉大学医学部附属病院でリクルートされた小児うつ病エピソード男児 13名、女児 17
名、および年齢、性別をマッチさせた健常男児 10名、健常女児 12名。患児には Children’s 
Depression Rating Scale Revised (CDRS-R)による客観的評価を行った。血清 BDNF 値は
Sandwich ELISAを用いて測定した。結果、うつ病エピソード男児の血清 BDNF値は健常男児と
比較し有意に低下していたが、うつ病エピソード女児の血清 BDNF値は健常女児と比較して有
意差を認めなかった。CDRS-Rの重症度スコアと血清 BDNF値の相関は認めなかったが、うつ病
エピソード男児の罹病期間と血清 BDNF値に有意な逆相関を認めた。今論文は、うつ病エピソ
ード男児の血清 BDNF値は、うつ病エピソード男児の病態生理、罹病期間と関連している可能
性があることが示唆し、これは成人うつ病エピソードの先行研究と一部一致する結果であっ
た。 
本研究は、血清 BDNF値がうつ病エピソード男児の生物学的診断に有用である可能性を示唆
した価値ある業績と認められた。 
 
